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１ 議会改革推進に関する調査特別委員会の設置目的等について 

（１）特別委員会の設置目的 

地方議会においては，住民自治に根ざした地方行政を実現するとともに，その適正

な運営を確保するため，議会の団体意思決定機能及び監視機能の強化が求められてお

ります。 

また，近年それぞれの議会において，より住民に身近な議会を実現し，柔軟な議会

運営を可能とする観点から，従来の運用の見直しに向けた，自己改革の取り組みが進

められております。 

こうした中，地方自治法の一部が改正され議員定数の上限数の撤廃や議決事件の範

囲の拡大など，議会制度の充実に関する事項が盛り込まれたところであります。 

よって，土浦市議会においても，議会の権能を高め，議会の役割が十分に発揮でき

るよう，議会制度のあり方について，自ら改革を推進するため，８名の委員による特

別委員会が平成２３年６月２１日に設置されたものであります。 

 

（２）調査項目 

当特別委員会設置当初の主目的は議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償に対

する調査・検討でありました。その後，土浦市議会の改革を推進するに当たっては，

議員自らが襟を正すために議会基本条例が必要になるとの委員発議により，議会基本

条例制定に向けた検討を追加しました。 

また，議会基本条例に一般質問における一問一答方式を盛り込んだことから，一問

一答方式についても調査項目に追加しました。 

更に，タブレット端末の普及に伴い新庁舎整備に合わせ，ペーパーレス化を図るた

めタブレット端末の導入を検討すべきとの委員発議により，新たにタブレット端末導

入の検討を追加することとなり，当特別委員会においては以下の項目について調査を

行いました。 

  ◇ 議員定数の見直しの検討 

◇ 議員報酬の見直しの検討 

◇ 政務活動費の見直しの検討 

◇ 費用弁償の見直しの検討 

◇ 政治倫理条例の一部改正について 

◇ 議会基本条例の策定について 

◇ 一問一答方式の運用について 

◇ タブレット端末の導入について 

 

（３）当特別委員会の位置付け 

上記の調査項目には議会運営委員会の調査事項と重複する事項が数多くあることか

ら，当特別委員会は議会運営委員会への「提案機関」という考えのもと，議会改革に

関する事項を積極的に提案していくこととしました。 

第１章 議会改革推進に関する調査特別委員会の経過 
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２ 特別委員会開催日及び協議事項 

 

回 数 開催日 協議事項 

第１回 平成 23 年 6 月 21 日 1 正副委員長の選出 

第２回 平成 23 年 7 月 29 日 1 これまでの議会改革に関する取り組み状況について 

① 過去の議会改革の経緯 

② 議会改革に関連した請願・陳情と審議結果 

③ 県内主要市議会の議会改革に関する状況 

④ 議会活性化調査特別委員会の審議経過 

2 今後の進め方について 

① 特別委員会と議会運営委員会との関連 

② 調査事項 

③ スケジュール 

④ 市民意向の把握 

講演会 平成23年11月 19日 テーマ 「議会基本条例の制定に向けて」 

       ～議会基本条例に求められるもの～ 

講 師 福嶋浩彦 氏 （前我孫子市長） 

第３回 平成23年11月 21日 1 土浦市議会議員の政治倫理に関する条例の改正（案）

について 

① 市工事等に関する遵守事項 

② 県内の主な市議会の政治倫理条例における市契約

等に係わる規定状況 

2 議会基本条例について 

① 新スケジュール 

② 地方議会を取り巻く環境 

③ 地方自治法の一部を改正する法律案の概要 

④ 全国 1692 議会の議会改革の取組状況 

⑤ 議会基本条例の制定状況 

⑥ 議会基本条例に求められるもの 

⑦ 平成２２年に議会基本条例を制定した７９議会の

項目分析 

⑧ 平成２２年に議会基本条例を制定した７９議会の

項目の傾向 

先進地

視 察 

平成 24 年 1 月 26 日

～ 27 日 

1 三重県伊賀市議会（議会基本条例について） 

2 三重県亀山市議会（議会基本条例について） 

第４回 平成 24 年 2 月 29 日 1 これまでの審査経過について 

2 市民意向調査の結果について 

3 先進地視察の要旨について 

4 今後のスケジュールについて 

5 議会基本条例骨子（案）について 
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① 主な市議会の基本条例の構成 

② 議会基本条例の体系（案） 

③ 具体的な項目の基本的な考え方 

第５回 平成 24 年 4 月 18 日 1 これまでの審査経過について 

2 議会ホームページへの掲載状況について 

3 地方自治法の一部を改正する法律案の概要について 

4 議会基本条例骨子（案）について 

第６回 平成 24 年 5 月 17 日 1 これまでの審査経過について 

2 市議会だよりへの掲載状況について 

3 議会基本条例骨子（案）について 

4 骨子（案）に対する各会派等からの意見募集 

第７回 平成 24 年 8 月 6 日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例骨子（案）に対する各会派からの意見に

ついて 

3 議会基本条例骨子（案）について 

4 議員定数・費用弁償等について 

第８回 平成 24 年 9 月 4 日 議会改革推進に関する調査特別委員会中間報告読合せ 

第９回 平成24年10月 22日 1 これまでの審査経過について 

2 地方自治法の一部を改正する法律（概要）について 

3 議会基本条例素案（前文，第１章～第３章）について 

4 議員定数・費用弁償等について 

5 議員定数・議員報酬等に関するアンケートについて 

第 10 回 平成24年11月 12日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例素案について 

①議会基本条例素案（前文，第１章～第３章） 

②通年議会について 

③常任委員会複数所属について 

第 11 回 平成24年12月 14日 付託された陳情の審査 

第 12 回 平成 25 年 1 月 28 日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例素案について 

①議会基本条例素案（第４章～第６章） 

②他市議会における議会報告会実施要綱等の比較 

3 議員定数・議員報酬等に関するアンケート結果につい

て 

研 修 平成 25 年 2 月 4 日 茨城県南議長会自局講演会に出席し研修を行った。 

テーマ 「挑む議会改革」 

～ 一歩一歩前へ ～ 

講 師 瀧澤逸男 氏（新潟県上越市議会議長） 
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第 13 回 平成 25 年 2 月 15 日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例素案（第４章～第６章）について 

3 議会報告会実施要綱(案)について 

4 通年議会について 

5 常任委員会複数所属について 

6 議員定数・議員報酬等について 

第 14 回 平成 25 年 4 月 26 日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例素案（第７章～第９章）について 

3 議会基本条例素案の見直しについて 

4 議会報告会実施要項(案)について 

5 議員定数・議員報酬等について 

6 通年議会について 

7 常任委員会複数所属について 

第 15 回 平成 25 年 5 月 21 日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例素案について 

3 議会報告会実施要項(案)について 

4 広報広聴委員会規程(案)について 

5 各会派からの意見募集について 

6 議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償について 

第 16 回 平成 25 年 8 月 20 日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例(素案)等に対する意見への対応につい

て 

3 議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償について 

全議員

への 

説明会 

平成 25 年 10 月 9 日 1 委員長あいさつ 

2 経過説明 

3 条例等の説明 

①議会基本条例(素案) 

②議会報告会実施要項(案) 

③広報広聴委員会規程(案) 

4 質疑応答 

第 17 回 平成 25 年 11 月 5 日 1 これまでの審査経過について 

2 今後のスケジュールについて 

3 説明会における意見とその対応について 

4 議会報告会実施要項（案）の見直しについて 

5 広報広聴委員会規程（案）の見直しについて 

6 議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償について 

第 18 回 平成 25 年 12 月 3 日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例(素案)等について 

3 中間報告書読合せ 
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第 19 回 平成 26 年 5 月 12 日 1 これまでの審査経過について 

2 パブリック・コメントの結果とその対応について 

先進地 

視 察 

平成 26 年 5 月 17 日 埼玉県所沢市議会議会報告会 

先進地 

視 察 

平成 26 年 7 月 31 日 

～8 月 1 日 

1 千葉県流山市議会（議会基本条例の運用について） 

2 神奈川県横須賀市議会（議会基本条例の運用につい

て） 

第 20 回 平成 26 年 9 月 4 日 1 これまでの審査経過について 

2 請願・陳情者の意見陳述の運用について 

3 一問一答方式の運用について 

4 議員の文書による質問の運用について 

5 自由討議の運用について 

6 その他の運用について 

第 21 回 平成26年11月 13日 1 これまでの審査経過について 

2 議会基本条例（素案）の一部訂正について 

3 議会基本条例（素案）の解説について 

4 報告書について 

5 委員長報告の読み合わせ 

 

 

 



特別委員会の活動状況

平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年

1

2

3

4

5

6 特別委員会設置

7

8

9

★中間報告★

10

11

12

政治倫理条例改正 ★中間報告★
★最終報告★

議会基本条例上程

議会基本条例

骨子

会派等から意見募

集

骨子の

決定

パブリック・

コメント

議運
全協

会派等から意見募

集

パブ・コメ結果と

その対応

定数・費用

弁償等

講演会開催

による研修

これまでの取組と

今後の進め方

・政治倫理条例改正

・先進地の基本条例

の調査・研究

伊賀市・亀山市

基本条例視察

市民意向調査 基本条例

定数・費用

弁償等

定数等に関

する議員ア

ンケート

陳情の審査

基本条例

報告会要項

定数・費用

弁償等

講演会による研修

基本条例

報告会要項

定数・費用

弁償等

基本条例

報告会要項

広報広聴委

員会規程

定数・費用

弁償等

基本条例

報告会要項

広報広聴委

員会規程

定数・費用

弁償等

全議員への説明会

基本条例

報告会要項

広報広聴委

員会規程

定数・費用

弁償等

議運
全協

所沢市議会

報告会視察

流山市・横須賀市

議会基本条例の運用

視察

議会基本条例の運用

議会基本条例

最終報告

議運
全協

議運
全協

議運 全協

議運
全協

議会基本条例

骨子

議運
全協

議運
全協

議運
全協

議運
全協

議運
全協

全協

議運 全協

全協
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１ 市民意向調査 

 

議会改革の推進に当たって，市民の土浦市議会に対する提言・要望・意見等を広く聴

くことが重要であることから，平成２３年１１月１５日発行の市議会だよりに下記の募

集記事を掲載し提言等を募集しました。 

 

その結果，１団体，１個人の方から８ページ～９ページに掲載したご意見・ご提言を

いただきました。 

更に，議会基本条例の策定作業を進める中で，その進捗状況を市議会ホームページに

掲載し市民にお知らせすることにより随時市民からご意見等をいただいた上で議論に反

映させるべきであることから，平成２４年３月から市議会ホームページに下記の案内を

掲載し随時意見募集に努めました。 

 

 

提出されたご意見・ご提言の中には議会基本条例に盛り込むべきものと，その他の運

用に関するものがあり，前者については骨子策定時及び条文検討の際に慎重に議論した

上で盛り込むべきものは盛り込みました。また，後者については議会基本条例（素案）

の策定後にその運用と併せて議論し，１０ページ～１１ページに特別委員会としての市

民意向調査の意見への対応を示しました。 

第２章 調査・研修 



「議会改革推進に関する調査特別委員会J殿

義会改革推進に関する意見書

提案理由―議会で議決された政策が市民の要望に合致していないものが多い。市民は選挙で議員を

選ぶが、直接の議決権を持たない為、議会の政策決定との乖離が生じている。

そこで、議会・委員会を徹底して市民にオ
ニプンにし、そこに市民が正式に参加する権利

を保障し、市民の声が直接反映される議会への転換が不可欠と考`える。

提案

① 委員会口審議会等は、常に市民が傍聴可能とし、意見を述べたい市民は発言を可能にし、

議員と市民が対等に討議出来る場とする。(H23年 9月議会で可決された議員提案第8号

議案は、議会改革推進の精神に反する)

② 会議記録について

・議会の録画はDVDに保存し、市民に貸出可能にする。          、
日委員会の

~録
音は消去等手を加える事なくCDに保存し、市民に貸出可能にする。会議中

での発言取り消し等は文書にて行う6

③ 本会議における質疑応答は、一間一答方式を採用し、「質問Jに対する明確な「答弁」を行

う。

④ 本会議における反問権の制定一執行部は議員の質問に対して反間することができる。

|(これにより、議員の質問内容はより高度な調査研究が必要となり、審議内容が深まる。)

⑤ 本会議において、議案について議員が相互に意見を交換する「自由討議Jの場を設ける。

⑥ 各委員会の開催が重ならないようにして、責任ある答弁のできる執行部の出席を確保する

と共に、参加・傍聴しやすい環境を作る。

⑦ 議会を夜間・休日の開催を検討する。

③ 議会 口委員会等の議案に対する各議員の賛否を (全員賛成の場合を除いて)明確にし、公

表する。

⑨ 議会報告会を定例化する。一全議員は、議会終了後、各公民館において可決された議案に

ついての説明を行い、市民の質問に答えなければならない。

⑩ 常設型の住民投票条例の制定

有権者の 1/8の市民が請求すれば、住民投票を行わなければならない。

この決定に首長・議会は従わなければならない。

① 議員は、就任2年経過後、公約の進捗状況・ここに至るまでの活動経緯・実現達成する為

の今後の施策について報告を提出する。

⑫ 議会経費の削減への努力

費用弁償の廃止。視察旅行の見直し。議員報酬の削減。事務局体制の見直し。

⑬:議会基本条例は、議会の最高規範とする。

H23年 12月 15日

gikai
タイプライターテキスト
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土浦市議会

送信元 :1醐
宛先 :gikai@ciり tSuchiura。lgjp

CC:

表題 :土浦市議会に対する提言爵鋼理閣職】

日時 :20H年 12月 15日 木曜日 17:35け0900)

土浦市議会事務局内 議会改革推進に関する調査特別委員会 御中

お世話になります。市議会のあり方について、下記の通り提言いたします。

・議会報告会(市民との意見交換会)を定例会、臨時会ごとに必ず開催すること。

口請願、陳情者の議場での直接説明機会を設けること(機会保障は市政に関するも
のに限定でも可)。

日審査口調査されたすべての議案、請願、陳情等の案件に対する議員個人の賛否
を公開すること。

口議案(市長提出を含む)に対する賛否が分かれた場合、賛否の論点がはつきりと
浮かび上がるような議員間の討議をすること(行政の答弁を持つて賛成の論拠にし
ない)。

日委員会や本会議は原則として全て公開とし、映像をインターネットライブ中継する
と共に、データベースに50年間は保存すること。

・議会基本条例を制定すること。その際、上記の項目をできる限り義務化すること。

以上です。是非ともお取り入れ下さいますよう、お願い申し上げます。

gikai
タイプライターテキスト
9



市民意向調査の意見への対応

No. 意　見 対　応

1

議会報告会（市民との意見交換会）を定
例会，臨時会ごとに必ず開催すること。

2

議会報告会を定例化する。― 全議員は，
議会終了後，各公民館において可決され
た議案についての説明を行い，市民の質
問に答えなければならない。

3

請願，陳情者の議場での直接説明機会を
設けること。（機会保障は市政に関するも
のに限定でも可）

議会基本条例第１１条第２項において，請願・陳
情提出者への意見聴取を可能にした。

4

審査・調査された全ての議案，請願，陳情
等の案件に対する議員個人の賛否を公
開すること。

5

議会・委員会等の議案に対する各議員の
賛否を（全員賛成の場合を除いて）明確
にし，公表する。

6

議案（市長提出を含む）に対する賛否が
分かれた場合，賛否の論点がはっきりと浮
かび上がるような議員間の討議をするこ
と。（行政の答弁を持って賛成の論拠にし
ない）

7

本会議において，議案について議員が相
互に意見を交換する「自由討議」の場を
設ける。

8

委員会や本会議は原則として全て公開と
し，映像をインターネットライブ中継すると
共に，データベースに５０年間は保存する
こと。

　本会議，常任委員会及び特別委員会は原則公
開とし，その他の会議についても公開に努める。
　ライブ中継を導入した場合，発言取り消しをする
際に対応できなことから現在行っている録画配信
とする。
　データベースへの５０年間保存は，ホームページ
の容量の問題から５年間保存としている。

9

委員会・審議会等は，常に市民が傍聴可
能とし，意見を述べたい市民は発言を可
能にし，議員と市民が対等に討議できる
場とする。（Ｈ２３年９月議会で可決された
議員提出議案第８号は，議会改革推進の
精神に反する）

　委員会において，議員と市民が対等に討議する
と委員会運営に支障をきたすことも想定されること
から，請願・陳情者の意見陳述を除いてはあくま
でも傍聴のみとすることが望ましい。
　また，委員会における市民の自由な発言は，間
接民主主義の論理に反することになる。

　議会報告会については，議会基本条例第１３条
において定めている。詳細については議会報告
会実施要項に委ね，開催回数，日程及び会場の
決定については広報広聴委員会が決定することと
なる。
　また，出席する議員については，議長が議会運
営委員会に諮って決定する。
　報告会においては，議会での審議状況の報告
の他，テーマを設定した意見交換も併せて実施す
る。

　賛否の分かれた案件については，議会だよりに
掲載して公表している。
　これに加えて議会ホームページにも掲載すべき
と考える。
　また，委員会での賛否は，各議員の最終的な賛
否と異なることから，本会議での賛否のみの掲載と
する。

議会基本条例第４条第６号，第８条第１号及び第
１７条において，議員間の自由討議を重んじるよう
規定した。

10



No. 意　見 対　応

10

会議記録について
・議会の録画はＤＶＤに保存し，市民に貸
出可能にする。
・委員会の録音は消去等手を加えることな
くＣＤに保存し，市民に貸出可能にする。
会議中での発言取り消し等は文書にて行
う。

　土浦市議会図書室規程により保管する図書は
刊行物及び図書とされているが，近年の電子機器
の普及に伴いＤＶＤ等の電子媒体の保管が可能
となるよう当該規程を改正すべきと考える。
　また，発言取り消しについては，これまでも発言
取り消し申出書の提出により行われている。取り消
しが認められた部分は，会議録からも削除されるこ
とから，当然録音データの当該部分についも削除
されることになる。

11

本会議における質疑応答は，一問一答方
式を採用し，「質問」に対する明確な「答
弁を行う。

議会基本条例第１４条第２項において，一問一答
方式を採用できることとしており，これにより論点が
よりはっきりすると考える。

12

本会議における反問権の制定 ― 執行部
は議員の質問に対して反問することがで
きる。（これにより，議員の質問内容はより
高度な調査研究が必要となり，審議内容
が深まる。）

議会基本条例第１４条第３項において，反問でき
ることとしている。

13

各委員会の開催が重ならないようにして，
責任ある答弁のできる執行部の出席を確
保すると共に，参加・傍聴しやすい環境を
作る。

委員会の開催日は，議会運営委員会が会期の範
囲内で数日間設けている。実際の開催日時の決
定は各委員長の判断によるが，重複しないように
することが望ましい。

14
議会を夜間・休日の開催を検討する。 できるだけ多くの市民が議会を傍聴できるような環

境を整えることが望ましい。

15

常設型の住民投票条例の制定
有権者の1/8の市民が請求すれば，住民
投票を行わなければならない。この決定
に首長・議会は従わなければならない。

検討課題として調査・研究の必要があると思われ
る。

16

議員は，就任２年経過後，公約の進捗状
況・ここに至るまでの活動経緯・実現達成
するための今後の施策について報告を提
出する。

議員個々の公約は個人の事案であることから，議
員個人の議員活動の中で市民に報告すべきもの
であり，議会として報告義務付けや公表することは
相応しくない。

17

議会経費の削減への努力
費用弁償の廃止。視察旅行の見直し。議
員報酬の削減。事務局体制の見直し。

議会基本条例を制定し，より一層充実した議会活
動を展開することで，議会費に対する市民の理解
が得られるよう努めていく。

18

議会基本条例は，議会の最高規範とす
る。

議会基本条例第２条において，議会に関する他
の条例等を制定・改廃するときは，この条例の趣
旨を十分に尊重させることとした。

11
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２ 議会改革に関する講演会開催による研修 

 

（１）講演会「議会基本条例の制定に向けて」  

          ～議会基本条例に求められるもの～ 

  ① 日 時  平成２３年１１月１９日（土） 

  ② 会 場  市役所第２会議室 

  ③ 講 師  福嶋浩彦 氏（前我孫子市長） 

  ④ 参加者  ４０名（議員２１名，執行部８名，一般市民５名，議会事務局６名） 

⑤ 講演要旨 

■ 議会は意思決定機関 

○ 議会は条例，予算等の重要事項を決める「意思決定機関」である。議会が決定

したものを首長がしっかり執行しているか「意思決定機関」として監視するのは

議会の重要な役割のひとつであるが，行政の「監視機関」ではない。 

○ 監視機関なら，それぞれの議員が首長や執行部を追及したり，要求したりすれ

ば良いかもしれないが，意思決定機関ならば，構成員（議員）同士の議論が不可

欠になる。 

○ ところが日本の自治体議会は，議員の執行部に対する質問と執行部からの答弁

が，審議の主たる内容となっていることが多い。 

○ 栗山町の議会基本条例では，議長は町長以下執行部を議会に呼ぶのは最小限に

して，議員同士の議論を中心に議会を運営しなければならないと規定している。 

■ 議会は首長に対抗できるか 

○ 市長は多くの職員を持ち，役所内の多くの情報を集める。この点で議会よりも

圧倒的に有利だ。しかし，市民と直接向き合う自治体にとって，政策形成に重要

な情報は役所の中ではなく地域にある。 

○ 市民が今どんな状況に置かれており，何に満足し，何に困り，何に怒っている

のか，それを解決する糸口は何か。そういう情報こそ大切で，選挙で選ばれた人

が何十人もいる議会の方が圧倒的に集められるはず。 

■ 議会基本条例に問われるもの 

○ 議会基本条例では，一つに，市民と議会との関係を定める。二つに，議会の審

議の在り方を定める。三つに，議会と市長（行政）との関係を定める。一番大事

なのは，市民との関係を定めることであり，ここがスタートになる。 

○ ポイントは，市民が議会に参加すること。この参加を権利として保証すること

が，議会基本条例の最も基本的なところである。 

⑥ 参加者へのアンケート結果 

Q1．議会基本条例について理解できましたか？ 

     □ 理解できた     １８ 

     □ 理解できなかった   ０ 

□ どちらともいえない  ４ 

Q２．議会基本条例の必要性について 

     □ 制定する必要がある １７ 

(その理由) 
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      ○ 「意思決定機関 ― 議員同士の議論が中心 ― 情報は社会にこそある」

のトライアングルの確立を目指すべき姿と思った 

      ○ 意思決定機関 

      ○ 市民参加と議論のあり方，市民の納得が得られることが大事 

□ 必要ない       ０ 

□ どちらともいえない  ４ 

(その理由) 

○ 条例を制定するだけが趣旨ではない。住民の意見を良く聞くことが重要

で，その結果として条例を制定することは必要。 

○ 市民という概念が抽象的，議会改革にはまだ最初にやることが有るよう

な気がする。 

○ 議会改革 

○ 首長と議会は市民の意見をもっと広く聴くべき。 

□ 無回答        １ 

Q３．議員以外の方へお伺いします。 

議会報告会等の公開の場があれば参加しますか？ 

     □ 参加する      １０ 

□ 参加しない      ０ 

□ どちらともいえない  ２ 

Q４．講演会の感想，その他議会に対するご意見等があればご記入ください。 

○ とても参考になりました。行動に移すことが重要であると思います。 

○ 意思決定機関としての議会のあり方を熱く語られことに共感しました。議

員さん相互の議論の場となることのイメージが持てました。実現に向けて，

踏み出せると良いですね。 

○ 市民の代表としての議員の活動・行動機関としての議会のあり方について

大変参考になった。議会基本条例もアクセサリー条例とならないようにする

ためには大変な努力が必要であると痛感した。 

○ 議会基本条例について，非常に解り易く，勉強になりました。自分自身も

もっと勉強していきたいと思います。 

○ 議会と執行部のあり方が良く理解できた。意思決定機関，監視機関の違い

を理解できた。 

○ 十分な刺激があり，議会のあり方にある種の期待と希望を持てるものとな

った。意思決定機関の意味を考えたい。 

○ 意思決定機関という言葉，改めて初めて聞いたように思う。大切であり，

もっと広める必要があると思う。報告会から始まったように，やるべきと思

う。 

○ 栗山町のことは素晴らしいと思いますが，そこへ到達するため構成議員の

意識変革はどのようにやってきたのか？ 議会改革は，現在の議員の意識改

革，市民の意識改革の両方が合致しないと難しいと思います。 

○ 議会の重要性を認識できた。一問一答制を取り入れる。執行部が反論でき

る議会を！ 
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○ 大変に中身のある集いでした。 

○ 大変良い講演会でした。もっと市民に呼びかけて多くの市民に来ていただ

くよう努力すべきではなかったかと思います。申し込みは不要にして欲しか

った。 

○ 市民主体の自治体運営が必要なことと，その重要性を改めて認識した。 

 

（２）講演会「挑む議会改革」 

          ～一歩一歩前へ～ 

  ① 日 時  平成２５年２月４日（月） 

  ② 会 場  ホテルマロウド筑波 

  ③ 講 師  瀧澤逸男 氏（上越市議会議長） 

  ④ 県南議長会主催「時局講演会」に参加 

⑤ 講演要旨 

○ 予算及び決算審議後に議会報告会を開催。議会報告会の後にフリーの意見交換

会を開催。それとは別にフリーの意見交換会を開催。 

○ 議会報告会や意見交換会における市民意見を「広報広聴委員会」において課題

整理をした上で，「課題調整会議」を開く。 

○ 意見交換会で聴取した市民意見については，課題調整会議において次の５つの

対応方針の分類に整理している。 

 ⅰ）委員会等で対応を協議するもの 

≪所管委員会でその取り扱いを検討し方針を決める。行政側から説明を受

けるもの，議会として調査・研究するものがあるので，委員会の開催回数

が相当増える。（平成２３年は２００回開催）≫ 

 ⅱ）行政側に伝えるもの 

 ⅲ）当日の回答どおりのもの 

 ⅳ）過去に出た意見と同じであり既に協議済のもの 

 ⅴ）保留とするもの 

○ 報告会において市民から議員個人の考え方を聞いてくるが，その場合は司会者

が議員個人の市政報告会等に行って発言するよう整理している。 

○ 意見交換会のテーマはフリーなので出席議員は分かる範囲で答えている。班に

は必ず各常任委員会の委員が最低１人出席しているから，その議員が中心となっ

て回答しており，それでも回答できない場合は，他の出席議員が答える。尚且つ

回答できない地域の細かいもの等は，持ち帰って広報広聴委員会で取扱いを協議

し速やかに回答するよう努めている。 

○ 議会基本条例制定により，議員個々が今まで以上に勉強するようになった。所

属委員会以外の委員会を傍聴するケースが圧倒的に増えた。意見交換会ではオー

ルマイティーな質問がでるので，勉強していないと対応できない。議員個人の考

えではなく，議会がどう考えているのか勉強しておかないといけない。 

 また請願・陳情が増え，提出すれば議会がしっかり受け止めて議論し，議会の考

えを市民に分りやすく伝えてくれると，市民意識が変わってきている。議会がし

っかり議論し報告することから傍聴者も増えている。 
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○ 自由討議については，理事者側がいる時と，いない時と二通りで委員間討議を

行っている。 

○ 議会基本条例に消極的な議員も市民と接していくうちにそういう考え方が薄れ

ていっている。市民の議会に対する見方が変わってきている事を目の当たりにし，

消極的な議員も変わってきている。 

○ 反問権の付与により，質問する議員がしっかり勉強するようになったと感じら

れる。 
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３ 先進地視察の要旨 

 

（１）伊賀市議会基本条例について 

  ① 日程 平成２４年１月２６日（木） 

  ② 議会報告会の実施により以下の成果があった。 

○ 議会報告会により，市民にとって各議員の考え方や議員の顔がよく見えるよう

になった。 

○ 市民が発言に責任を持つようになった。 

○ 議会と行政との違い，議員としての対応と議会の組織としての対応の違いを市

民が理解するようになった。 

○ 市民の議員を選ぶ基準に変化も。 

○ 議員が地元以外の地域の課題を把握できるようになり，政策提言の手掛かりに

なる。 

○ 二元代表制の役割を果たせるようになってきたことにより，執行部との緊張感

が保てるようになった。 

  ③ 安本議長の談話 

○ 報告会の狙いは議員のレベルを上げることと，最終的には市民のレベルを上げ

ること。市民のレベルを上げないと議員のレベルも上がらない。なぜなら市民が

議員を選ぶから。 

○ 報告会では議員が市民に容赦なく逆質問するので，市民のレベルアップにも繋

がる。 

○ 私たち議員は一人で行くとリップサービスをして何ら本音を言えないが，議会

という組織で行けば強い。間違いは間違い，あなた達の考えは駄目ですよ，自治

基本条例では市民が主人公とされていると言える。主人公は言ったことに責任を

持たなければならないのだから選択責任を負いましょう，私たちは議決責任を負

います，執行部は執行責任を負います，それぞれが責任を負ってこそ，初めて成

熟したまちづくりの方法を選べる。 

 

（２）亀山市議会基本条例について 

  ① 日程 平成２４年１月２７日（金） 

  ② 要旨 

  ○ 執行部が様々な事務を市民参画を図りながら行っており，議会として関与する

部分が限られてくるという危機感を抱いたことが基本条例制定のきっかけ。 

  ○ 基本条例案を全協で説明後，パブコメ実施。それと同時に各団体へ条例案の説

明会を開催。 

  ○ 議会内の合意形成に努め，全会一致で条例案を可決した。 

  ○ 条例の検討・議論を通じて，各議員が政策形成について理解を深めることがで

きた。 

 

（３）所沢市議会報告会について 

  ① 日程 平成２６年５月１７日（土） 
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  ② 実施形態 

○ ３月定例会と９月定例会の報告を２箇所ずつ延べ４回実施。 

○ 班編成は会派代表者会議で決定する。議長を除き，１班８～９名の４班体制。  

○ 出席議員は，常任委員会から２名ずつ，会派からまんべんなく選出されるよう

配慮している。 

○ 後半の意見交換会においては，参加者に自由な質疑を認めている。 

（始めた当初は議会側からの報告のみであった） 

  ③ 役割分担 

≪司会≫ 

≪あいさつ≫ 

≪議会運営委員会≫ 議会だよりを使って分かり易く説明をしていた。 

≪総務委員会≫ 常任委員会は概ね７分間で主な審査の経過と結果について説明。

質疑に対する応答。 

≪教育福祉委員会≫  〃 

≪市民環境委員会≫  〃 

≪建設水道委員会≫  〃 

≪閉会あいさつ≫ 

≪パワーポイント操作≫ 建設水道委員会からの出席者が兼務 

≪質問者へのマイク手渡し≫ 出席議員以外の議員が担当 

④ その他 

○ 議員個人の議案への賛否の理由を問われるケースが多く見受けられた。 

○ 後半の意見交換会においては，司会者が参加者に対して市政全般に対する質問

をするよう促していた。 

○ 即答できないものは，持ち帰り各常任委員会に振り分け，議論し結論を出した

上でホームページで回答する。（場合によっては直接個人に回答している。） 

○ 議員自らが会場設営等を行っている。 

○ 出席者が事前に周到な打ち合わせを行っている。 
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（４）流山市議会基本条例の運用について 

  ① 日程  平成２６年７月３１日（木） 

  ② 要旨 

  ○ 「ユーストリーム」を活用して委員会のインターネット中継を実施。 

  ○ スマートフォンによる議案の採決。 

  ○ 一般質問時におけるプレゼンテーションツール（プロジェクター）の活用。（質

問者の約半数が活用している） 

  ○ 一般質問における一問一答方式の導入。質問時間を４０分としているので，長

い議員で２時間掛かる。非常に長いから縮めようかという議論もある。導入して

から長くなった。 

  ○ 反問権の付与により，勉強して取り組まないと執行部に太刀打ちできないこと

から緊張感が高まっている。 

  ③ 議会報告会について 

  ○ これまで９回実施し，第１回目は全議員出席して開催したが，質問とのズレが

あり評判良くなかった。現在は４つの常任委員会に分けて開催している。 

○ 当初は会場を満員にすべきとの思いから動員を掛けていたが，最近は人数より

も中身に重点をおいている。市民の側も，最近は市が行っているタウンミーティ

ングとの違いを分かってきている。内容は大げさなものを省いて，身近なものと

市全体のものにテーマを２つに絞っている。 

○ 常任委員会ごとに報告会を行うと，所管以外の質問に対しての対応が難しいと

感じる。会津若松市では所管以外の質問を処理する中間的な機関を設置しうまく

やっているようで，研究の余地があると感じている。 

○ 報告会を始めた当初は，議員を懲らしめてやろうという市民もいたが，だんだ

んと参加した市民同志の中で，「今はそういうことを言う場ではない」というよう

な声が上がり，そういう市民は淘汰されてきている。よって，今は建設的な意見

が多いと感じている。 

  ○ 報告会開催の周知方法については，議会だより・市の広報紙・ホームページ・

ツイッター・フェイスブックに掲載するとともに，各議員にチラシを渡して配布

している。 

  ○ 事前の班会議が非常に重要となる。常任委員会の委員長が必ずしも班長になる

わけではないので班長を決め，その班長の下で当日の枠割分担（会場設営，資料

配布，司会進行，アンケート回収等）や，テーマ選定を早い段階でしっかり決め

て当日に臨む。終了後もアンケート集計を含め，即答できなかった質問の処理等

何回か会議をする必要があるが，スムーズにできるようになってきた。 

 

（５）横須賀市議会基本条例の運用について 

  ① 日程 平成２６年８月１日（金） 

  ② 要旨 

○ 予算議案を分割付託していたが，各委員会での表決結果が同会派内でも異なる

ような状況になり矛盾が生じ，これを解消するために予算決算常任委員会を設置

した。これにより決算で指摘した事項が，どう予算に反映されているか一体的に
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審査できるようになった。 

○ 委員会のインターネット中継を実施。 

○ 全議員にパソコンを配布，議会内サーバーと接続しネットワークを構築し，自

宅や事務所から無線により接続可。 

○ 常任委員会や定例会の資料もグループウェアで配布。 

○ 執行部からの開催通知や資料，行事等のお知らせ等を掲示板に掲載し，郵送等

は一切していない。 

○ 一般質問の一問一答方式の導入については，一問目が一括質問で２０分，２問

目以降は質問席に移動して質問だけで２０分。トータル時間は一括質問よりも相

当長くなってしまう。 

○ 請願・陳情者の意見陳述については，申し合わせ事項の中で意見陳述のルール

を決めており，請願・陳情者に事前に伝えている。例えば，意見陳述は提出者本

人が行う，時間が１５分以内，発言者１名で補助員を付けることができる，陳述

に対する議員からの質疑を認めないなど。基本的には陳述のみで質疑はない。質

疑を認めても良いのではという議論もあったが，認めてしまうと逆にハードルが

高くなって陳述しづらいという意見があるのではないか，議員から厳しい質問攻

めにあったら大変だということを配慮して意見陳述のみとした。 
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１ 改正趣旨 

土浦市議会議員の政治倫理に関する条例第３条は，公人として市民に疑惑の念を生

ぜしめないため，市工事等に関する遵守事項を定めております。地方自治法第９２条

の２の規定により，議員は当該地方公共団体と請負関係に立つことを禁じられており

ます。本市の条例は，配偶者及び一親等の親族もその対象としておりますが，入札行

為についての制限はありませんでした。この改正ではこうした点を踏まえまして，条

例の趣旨を徹底するため，市工事等に関する遵守事項を改め，契約の前段となる入札

行為等を禁ずるものであります。 

改正の内容は，第３条第１号で一般競争入札及び指名競争入札への参加について，

第２号で随意契約の見積書の提出について，第３号で入札参加資格申請について，第

４号で市工事等の契約の相手方になることをそれぞれ禁ずる規定を新たに設たもので

あります。 

 

２ 条文の新旧対照表 

 

※「市工事等」とは，市又は市が関係する団体の工事，業務委託，物品納入及び資材の

購入。 

 

条例改正案は，平成２３年第４回定例会最終日に議員提出議案として上程し，全会

一致で可決されました。 

改正後の条文 改正前の条文 

（市工事等に関する遵守事項） 

第３条 議員はもとより，その配偶者及

び１親等の親族においても，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９２条の

２の規定の趣旨を尊重し，市民に疑惑の

念を生ぜしめないため，市工事等に関し

て次に掲げる行為をしてはならない。 

(１) 一般競争入札及び指名競争入札へ

の参加 

(２) 随意契約の見積書の提出 

(３) 入札参加資格申請書の提出 

(４) 市工事等の契約の相手方となるこ

と 

 

付則 

この条例は，平成２４年２月１日から施

行する。 

（市工事等に関する遵守事項） 

第３条 議員はもとより，その配偶者及

び１親等の親族においても，地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９２条の

２の規定の趣旨を尊重し，市民に疑惑の

念を生ぜしめないため，市工事等の契約

を辞退しなければならない。 

 

第３章 土浦市議会議員の政治倫理に関する条例の一部改正 
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１ 土浦市議会基本条例の骨子 

 

（１）土浦市議会基本条例の体系について 

議会基本条例が全国で初めて制定された北海道栗山町，先進地視察を行った三重

県伊賀市及び亀山市，議会改革の取組が進んでいる横須賀市及び富士市，類似団体

である防府市，そして茨城県内の取手市の７先進自治体の議会基本条例の構成を主

に調査しました。 

土浦市議会の改革を推進する上で必要となる改革の視点を「開かれた議会」，「議

会の活性化」，「議会の機能強化」とし，その視点を基に基本理念を掲げ，基本理念

を実現するための改革の基本項目と，具体的な項目を定めた体系図を２３ページの

とおり示しました。体系は，改革の基本項目が９項目，具体的な項目２５項目の構

成となり，それらを実践することで基本理念を実現するものです。 

 

（２）土浦市議会基本条例の骨子について 

体系に定めた具体的な項目について，それぞれの項目の考え方を表現し，盛り込

むべき事項を示すことにより土浦市議会基本条例の骨子を策定しました。（２４ペー

ジ～２９ページ参照） 

また，その項目を実践するに当たって関連のある法令，例えば地方自治法，土浦

市議会会議規則や土浦市委員会条例などを列挙することで他法令との整合性の確保

に努めました。 

 

（３）具体的な項目等の変更 

骨子策定時に盛り込まれていた項目等について，議会基本条例（素案）の条文の

議論を深めていった中で，名称を変更すべきものや項目自体を削除すべきもの，ま

た新たに追加すべき項目を見い出したことから下記のとおり変更を加えました。 

◇ 第１章「総則」の「最高規範性」については，憲法・法律・条例の関係の中に

は上位・下位の位置付けはあるものの，条例の中においては優先性は存在しない

ことから「最高規範性」という表現は望ましくないという指摘を受け，それを「条

例の理念」に改めました。 

◇ 東日本大震災により，本市においても多くの一般家屋やインフラ等が被災した

ことに加え，近年突発的に発生している竜巻による被害も受けたことから，これ

らの経験を踏まえ，災害等の不測の事態から市民を守るため第２章「議会の活動

原則」に「危機管理」の項目を追加しました。 

◇ 第５章「議会と市長等の関係」の「市長による政策等の形成過程の説明」につ

いては，表現が分かりにくいことから「市長の提案説明」に改めました。 

◇ 第６章「議会機能の充実強化」に盛り込まれていた「付属機関の設置」につい

ては，同趣旨の規定が上位法である地方自治法第１００条の２に規定されている

ことから，敢えて議会基本条例に規定しなくても事足りるとの意見から削除しま

した。 

第４章 土浦市議会基本条例（素案）等の策定 
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◇ 第８章「議員の身分及び待遇」の「議員の身分及び待遇」については，議員の

人材確保を目的とした規定であり，それを敢えて項目建てすることは市民感情を

鑑みると相応しくないとの意見から削除することとしました。 

◇ 第９章「見直し手続き」という表現は，本市の他の条例との整合性を確保する

ため「補則」に改めました。 
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■ 議会基本条例の体系 
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(１) 目 的 

前文において掲げた議会の決意を受けて条例の目的を表す。 

(２) 最高規範性 

議会基本条例は土浦市議会における最高規範であることを定めるとともに，下記の

内容等を例に規定する。 

参考例   ○他の条例との関係等   ○議員への条例の理念の浸透 

(３) 定 義 

用語の意義を定める。 

 

 

 

(１) 議会の活動原則 

議会が二元代表制の一翼を担う市民の代表機関であることを常に自覚した上で，下

記の内容等を例に明確にする。 

参考例   ○公正性，透明性及び信頼性の確保  ○開かれた議会運営 

     ○市長等執行機関の監視・評価    ○市民の多様な意見の把握 

     ○政策立案及び政策提言       ○市民に分りやすい議会運営 

(２) 定例会の回数と会期等 

定例会の回数については，土浦市議会定例会条例に定めることとするか，あるいは

当該条例を廃止した上で市議会の最高規範となる議会基本条例の中に盛り込む。 

会期については土浦市会議規則に定めることとする。 

 

 

 

 

 

(３) 委員会 

委員会の運営や，審査に当たって留意すべき事項について定める。 

また，委員会の具体的な運営事項等については土浦市議会委員会条例に定めること

とする。 

 

 

 

 

総  則 第１章第１章第１章第１章    

議会の活動原則 第２章第２章第２章第２章    

■ 具体的な項目の基本的な考え方 

関連する法令等 

・土浦市議会委員会条例 

関連する法令等 

・地方自治法 第１０２条第２項 

・土浦市議会定例会条例 

・土浦市議会会議規則 第５条 
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(１) 議員の活動原則 

議員が市民の代表として活動する上での基本方針を，下記の内容等を例に明確にす

る。 

参考例   ○市民意向の把握      ○議員間の自由闊達な討論の重要性 

○政策提案のための積極的な調査研究活動と資質の向上 

○自らの議会活動について市民に対する説明責任を果たすこと 

(２) 会 派 

合議機関である議会において，議員は議員集団として活動できることを改めて明確

にする。 

また，会派結成に当たっての考え方について，下記の内容等を例に明確化する。 

参考例   ○政策を中心とした同一の理念を共有する議員による結成 

○政策提案のため調査研究活動を実施すること 

(３) 議員の政治倫理 

市民の代表者としての議員の姿勢について表現する。 

また，議員の政治倫理についての詳細については土浦市議会議員の政治倫理に関す

る条例に定めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 市民参加 

「議会で何が行われているか分からない」などの市民の意見を踏まえ，議会が「開

かれた議会」の視点で市民と議会の距離を縮めるため情報を積極的に発信する。 

平成２３年１１月の福嶋浩彦氏の講演では，「議会基本条例で一番大事なのは、市

民との関係を定めることであり、ここがスタートになる。ポイントは、市民が議会に

参加すること。この参加を権利として保障することが，議会基本条例の最も基本的な

ところである。」と述べている。 

参考例   ○市民に対する説明責任   

    ○請願及び陳情の提出者の説明機会の保障 

○参考人制度等を活用した専門的識見の討議への反映 

 ○市民との意見交換の場を多様に設けることによる政策立案能力の強化 

 

 

市民と議会の関係 第第第第４４４４章章章章    

議員の活動原則 第第第第３３３３章章章章    

関連する法令等 

・土浦市議会議員の政治倫理に関する条例 

・土浦市議会議員の政治倫理に関する条例 

施行規則 



26 

 

関連する法令等 

・地方自治法 第１００条の２ 第１０９条 

第１０９条の２ 

・土浦市議会委員会条例 第２３条～第２９条 

 

 

 

 

 

(２) 会議等の公開 

透明性を確保することと，市民に対する説明責任を果たすための方策について下記

の内容等を例に規定する。 

なお，会議の公開については別に条例で定めることとする。 

参考例   ○会議の公開 

○議員研修会等の公開 

 

 

 

 

(３) 議会報告会 

（１）の市民参加を実効性あるものにするための方策として，議会報告会を開催す

ることが重要とされており，多くの市議会において実施されている。 

議会報告会の運営に関することは別に規定することとする。 

 

 

 

(１) 市長等との関係 

議会と市長等は適度な緊張関係を保持するとともに，論点及び争点が明らかとなる

質疑応答をすることなど，執行部との関係の基本方針を定める。 

また，市長等と対等な関係で政策論議を行い，市民にとって最善の政策判断ができ

るよう努める。 

  

  

 

(２) 議員の文書による質問等 

議員は閉会中であっても議長と協議の上，市長等に対し文書で質問をし，回答を求

めることができるよう規定する。 

(３) 市長による政策等の形成過程の説明 

市長等が提案する重要な政策等について，審議を通じて政策水準を高める議論を行

うため，下記の内容等を例に市長に情報提供を求める。 

議会は，その情報を基に立案及び執行における論点・争点を明確にした上で審議す

る。 

議会と市長等の関係 第第第第５５５５章章章章    

関連する法令等 

・地方自治法 第１１５条 

・土浦市議会委員会条例 第１９条 

・土浦市議会傍聴規則 

・土浦市議会委員会傍聴規則 

関連する法令等 

・土浦市議会会議規則 

・土浦市議会委員会条例 
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参考例   ○政策等を必要とする背景    

○他の自治体の類似する政策との比較 

 ○市民参加の実施の有無とその内容  ○総合計画との整合性 

 ○政策等の実施に係わる財源措置   ○将来に渡る効果及びコスト 

 

 

 

(１) 議員相互の自由討議による合意形成 

議会は議員による討議の場であることを充分に認識し，市長等への出席要請を必要

最小限に留め議員相互の討議中心に運営するよう努める。 

また，本会議・委員会における議案審議等の結論を出す際には，議員間で充分に討

議を尽くして合意形成を図るとともに，市民に対し説明責任を果たすことを明確化す

る。 

(２) 議決事件の追加 

地方自治法第９６条第２項の規定により，積極的に議決事件の追加を検討していく

こととする。 

なお，議決すべき事件については別に条例で定めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 政策討論会 

市政に関する重要な政策及び課題に対して，議会として共通認識の醸成を図り，合

意形成を得るための政策討論会について規定する。 

(４) 議員研修 

議員の資質向上及び政策立案能力向上のため，議員研修の充実強化を図ることとす

る。 

(５) 付属機関の設置 

審査，諮問又は調査のため必要があると認めるときは，議決により，付属機関を設

置することができることとする。 

 

 

 

 

 

議会機能の充実強化 第第第第６６６６章章章章    

関連する法令等 

・地方自治法 第９６条第２項 

・市議会の議決すべき事件に関する条例 

・議会の議決に付すべき契約及び財産の取得 

又は処分に関する条例 

・市長の専決処分事項に関する件 

関連する法令等 

・地方自治法 第１００条の２ 
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(１) 議会事務局の体制整備 

議会及び議員の政策立案機能を高めるため，事務局の組織体制整備と，調査機能及

び法務機能の充実強化を図る。 

 

 

 

 

 

(２) 議会図書室 

議員の調査研究に資するため図書の充実に努め，適正に管理運営する。 

 

 

 

(１) 議員の身分及び待遇 

議員としての人材確保の観点からも，議員の身分及び待遇の保障は議会制度を維持

する上で重要であることから，議員報酬に対する市民の不満が募ることのないよう，

常に市民の理解を得るよう努力する。 

(２) 議員定数 

議員定数については土浦市議会議員の定数を定める条例に定めることとする。 

議員定数の改正に当たっての配慮すべき事項について定める。例えば市政の現状と

課題や将来予測と展望等。 

 

 

 

 

(３) 議員報酬等 

議員報酬・政務調査費については，別に条例で定めることとする。 

議員報酬を改正する際は，議員の職責・職務など職務実態に相応しい対価として総

合的に検討することとする。 

政策立案及び政策提案を目的とした調査研究に資するために交付される政務調査

費の執行に当たっては，土浦市議会政務調査費の交付に関する条例を遵守することと

する。 

 

 

 

 

 

議会事務局等 第第第第７７７７章章章章    

関連する法令等 

・地方自治法 第１３８条 

・土浦市議会事務局条例 

・土浦市議会事務局規程 

議員の身分及び待遇 第第第第８８８８章章章章    

関連する法令等 

・土浦市議会議員の議員報酬及び費用弁償等 

に関する条例 

・土浦市議会政務調査費の交付に関する条例 

・土浦市議会政務調査費の交付に関する規則 

関連する法令等 

・地方自治法 第９１条第１項 

・土浦市議会議員の定数を定める条例 
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(１) 見直し手続 

議会基本条例の目的が達成されているかどうかを検証するとともに，その結果条例

改正の必要性が認められるときには適切な措置を講じることについて明確にする。 

見直し手続 第第第第９９９９章章章章    



30 

 

２ 土浦市議会基本条例骨子（案）に対する各会派等からの意見募集について 

 

当特別委員会として決定した土浦市議会基本条例骨子（案）について，議会内の合

意形成を図るため骨子（案）に対する意見を各会派及び無所属議員から募集しました。 

その結果，二つの会派から合計７項目の意見が提出されたほか，条文（案）が示さ

れた段階で意見を提出したい旨の申し出が口頭によりありました。 

また，土浦市議会基本条例骨子（案）を市議会ホームページに掲載し，市民に審査

状況を広報することで「開かれた議会」の実現に努めました。 

なお，その後の土浦市議会基本条例（案）の策定作業において，提出された意見を

踏まえた上で慎重な審査を進めていきました。 

３１ページ～３２ページに各会派等からの意見を掲載しました。 



平成 24年 7月 13日

議会改革に関する調査特別委員会

委員長 井坂正典 殿

創政会 会長 松本茂男

土浦市議会基本条例の骨子 (案)についての意見

提言された骨子 (案)に当会派にて意見交換会を開催 したところ、次の件が提案されたこ

とをご報告 します。

● 提案された骨子の基本項 目第 6章の議会の充実強化の第 5条付属機関の設置については
必要性が無いとの意見が有った。

● 第 4章の市民と議員の関係、第 3条議会報告会については実施方法や内容などについて、
先行 している議会で機能していない場合が多いので、具体的な提案がされた場合に意見

を述べたい。

● 第 5章の議会と市長等の関係の第 1条市長等との関係で上げられる、一問一答式や反問
権など一般質問の方法については提案 したい事があるのでよく精査して頂きたい

● 提案された骨子についておおむね了承したが、条文については内容をよく精査 して頂き
たいので、条文の案ができたら会派の意見を聞く機会を設けて頂きたい。

gikai
タイプライターテキスト
31



土浦市議会基本条例骨子案に対する意見

日本共産党土浦市議団 久松 猛

1、  骨子案 4、 市民と議会との関係において、「請願・陳情の位置

づけ」を加える。

(理由)請願・陳情は市民の権利であり、これを議会は市民によ

る政策提言と位置づけ、審議において必要な場合は提案者の説明、

意見を聞く機会を設ける必要がある。

2、  骨子案 6の 「付属機関の設置」については、テーマごとに必

要において設置するのか、常設とするのか、設置した場合の運営

及び付属機関の示した見解の取り扱いをどうするのか、骨子に含

めるかどうかも含めてもつと検討する必要がある。

3、 骨子案 6に、「一般質問は一問一答方式とする」を加える。

gikai
タイプライターテキスト
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３ 土浦市議会基本条例（素案）の策定 

 

特別委員会がまとめた土浦市議会基本条例骨子と，その骨子に対する各会派等から

の意見を基に条文の検討を第１０回委員会から第１５回委員会の６回に亘り協議を行

いました。全９章を３章ずつに分け，その３つの章について見直しを含めて２回協議

する手法で策定作業を進めました。 

条文作成に当たって参考とした議会基本条例は，三重県伊賀市・兵庫県加西市・岩

手県花巻市・神奈川県横須賀市・三重県亀山市・山口県防府市・静岡県富士市をはじ

めとする先進自治体の議会基本条例です。 

主な協議の内容については以下のとおりです。 

 

■ 第２条（最高規範性） 

○ 憲法，法律，条例の関係では上位下位はある。また，法律には一般法と特別法が

あり，一般法よりは特別法が優先される。後にできた法律が優先されるという後方

優先の原則もあるが，条例については，優先されるものがないので最高規範という

表現は望ましくないという指摘を受けた。 

○ 栗山町や伊賀市等の先んじて基本条例を制定した自治体は，最高規範を前面に出

して，議会改革を推し進めるという姿勢を市民にアピールしているところが見受け

られるが，後発の自治体は最高規範を規定していない。 

 

協議の結果「最高規範性」を「条例の理念」と訂正し，文言の整理を行いました。 

 

■ 第３条（定義）第１号 

○ 「市民」という用語の意義について，土浦市に住民登録してある人を「市民」と

限定する場合と，広義の意味での市民と捉える場合と二通りあり，この定義案の場

合は，土浦市に関わっているだけで「市民」となり，政治的な部分で本来住民登録

してある市民の意見が大事だと思うが，そうでない人達の意見が強くなってしまう

気がする。条例を逆手にとった悪用を防ぐため「市民」に制限を加えるべき。 

○ それでは排他的になってしまうから，全てオープンにすることが大原則。 

○ 特別委員会では広義の意味での捉え方，我々は土浦市民の有権者から選ばれてい

るが，それだけではなくて何等かの形で土浦市において活動している方にも影響が

出てくるという意味合いにおいて，広義の意味での市民を対象とした議会運営をす

るべきだろうというところに立って広義の「市民」の概念を採用する。 

 

■ 第４条（議会の活動原則）第３号 

○ 「情報公開」は受動的は表現だから削除し，より積極的な「情報提供」のみで良

い。 

 

■ 第５条（定例会の回数，会期等） 

○ 地方自治法の改正により通年議会を採用することが可能となったことから，通年

議会について研究すべき。 
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○ 今までずっと年４回の定例会でやってきた中で，いきなり通年議会を採用するの

は困難。 

○ 通年議会では手続きが省かれることから柔軟に議会が開ける。 

 

■ 第７条（危機管理） 

○ 天童市が基本条例の視察に来た際，この危機管理について質問された。指揮系統

が市長と議会の２つになってしまう懸念はないのかという質問内容であった。土浦

市は災害時に市民の意見を吸い上げて市長側に話すことが議会の役割だろうとい

う前向きな考えからいろいろ手助けをするという意味の条例であると説明した。 

○ 危機管理はあった方が良いが，指揮系統が２つあるといろいろ問題あるから，そ

れを解消し，かつ分かりやすくするためにこのような条文に改めた。 

 

■ 第８条（議員の活動原則） 

○ 市民から選ばれた議員は本当は全ての常任委員会の内容を知っておくべき。地方

自治法改正で複数の常任委員会に所属することが可能になったことから，事務や実

務的な課題はあろうが，原則２つの常任委員会に所属することができると加えては

どうか。 

○ 複数所属については，日程調整等のデメリットが多く事前調整など増えてくるの

でやりにくくなるのは当然。導入すると大幅な改正が必要になる。 

 

■ 第９条（会派） 

○ 会派についてここまで明確に規定する必要があるのか。仲間同士集まっているの

だから必ずしも理念が一緒とは言い切れないし，例えば政策のシビアな面において

政党のように右へならえとはなかなかなれない。 

○ 理念を一致するではなく「共有する」だから良いのではないか。 

 

■ 第１０条（議員の政治倫理） 

○ 倫理性だけでなく，法を遵守することが前提にあって倫理という言葉がでてくる

と思うので「法を遵守する」を加えるべき。 

○ 法を守ることは選挙で選ばれてきた者として当然のこと。 

○ 政治倫理条例があるのだから，基本条例ではこれで良い。 

 

■ 第１１条（市民参加）第２項 

○ 請願・陳情者の意見陳述について，条例案は「設けなければならない」義務規定

だが，花巻市では「設けることができる」努力規定になっている。この案だと同趣

旨の請願・陳情や過激な内容の請願・陳情についても全て意見陳述を認めることと

なってしまうので，花巻市のように「設けることができる」とした方が良い。 

 

■ 第１３条（議会報告会） 

○ 議会報告会では議会の報告をメインとしながらも，視察の報告等についても加え

られれば良い。 
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○ 中学校地区ごとに開催するのが良い。 

○ 特別委員会委員以外の議員は議会報告会を余り理解していないと思うから，この

特別委員会が全議員に対して議会報告会のスタイルで役割分担をした上で，議会基

本条例等の説明及び質疑応答をしてはどうか。すると議会報告会についての認識が

深まると思う。 

 

全議員への説明会は，日程調整の上，議場にて行うこととなりました。 

 

■ 第１４条（市長等との関係）第３項 

○ 反問権については，行使している先進地が少ないことから考え方を十分議論する

必要がある。 

○ 反問権は，市長等が議長に行使を要求するので議長の裁量の範囲になる。一問一

答を導入すると内容が突き詰められてくる。その中で反問権の必要性が出てくるこ

とからセットで考えるべき。 

 

■ 第１５条（議員の文書による質問等）第１項 

○ 政治的にシビアになったとき議長の主観では困るので，「重要かつ緊急な」につい

ての何らかの基準を作った方が良い。 

○ 「重要かつ緊急なもの」の基準は難しいので議長が判断するのが良い。 

 

■ 第１５条（議員の文書による質問等）第３項 

○ この条文案は，私達が部長・課長達にお願いしていること全てを文書化して透明

性を図る趣旨であり，これは私達にとって多少窮屈で違和感がある。 

 

■ 第２０条（議員研修）第１項 

○ 「議員研修を行わなければならない」という表現がきついので，「行うものとしま

す」の方が良い。 

○ 最高規範性という意味からも「行わなければならない」と言い切ってしまって良

い。 

 

■ 第２１条（議会事務局の体制整備） 

○ 事務局長及び職員は市長部局から派遣されており，行政の力を借りている。これ

が当たり前のような認識に立っているが，そろそろこれにメスを入れる必要がある

だろう。そこで，２１条の後に「事務局長は議会の専任とする」つまり議会が直接

雇用し独立してやっていくことを話題にして欲しい。 

○ 基本的には正しい方向だろうが，細かい部分をいろいろ議論しなければならず，

時期尚早ということで問題提起という形に留めておく。 

 

■ 旧第２３条（議員の身分及び待遇） 

○ 横須賀市議会を参考とした条項なので横須賀市議会に問い合わせたところ，昨今，

議員報酬については日当制を採用する団体が出てきたり，議員報酬に対する市民感
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情の高まりが世論としてある中で，横須賀市ではそうではないんだと，有能な人材

を確保していくんだということを前面に掲げたというものだった。 

○ 身分と報酬は必要ないと思う。そうするとこの２３条自体が必要なくなる。横須

賀市の意図が，この条文からは伝わってこないので不要のような気がする。 

○ 議会に対する不信感を払拭すべく基本条例を作ろうとしているのだから，屋上屋

を重ねる必要はない。 

以上のことから採決を行った結果，全会一致で第２３条（議員の身分及び待遇）を

削除することとなりました。 

 

■ 第２３条（議員定数）第２項 

○ 伊賀市，花巻市にあるように人口・面積・財政力を入れた方がすっきりする。こ

れから定数の在り方を考えるに当たって物理的な面積要件を検討する必要がある

からこれを加えるべき。 

○ 条文案では「他市との比較だけでなく」となっているが，伊賀市は「類似市の議

員定数と比較検討し，決定する」とあり，人口・面積・財政力と具体的な指標を検

討するということ。この案だとそれが謳われていないので基準が曖昧。だから基準

となるものが謳われている伊賀市を土台として土浦市も考えていけば良い。 

 

■ 第２４条（議員報酬等）第２項 

○ 「行財政改革の視点」というのもあるから「財政力」を一緒に含めた方が良い。 

 

■ 第２５条（見直し手続） 

○ 条文案では，見直し手続を議会運営委員会が検証することとなっているが，防府

市では議会改革推進協議会での検証となっており，基本的には防府市の方が良いと

思う。自治法１０９条２で議会運営委員会は議会の運営，議会の会議規則，条例等

に関する事項，議長の諮問に関する事項の３点について委ねられているから，全体

の検証をするのは議会運営委員会には馴染まない。 

○ 広い意味で議会の運営の中に入ると思う。 

○ 改選後この特別委員会がない中で，具体的に見直しする際は該当する委員会がな

いことから現存する中では議会運営委員会が一番良い。 

○ 広い意味で議会の運営の中に入ると思う。 

○ 「議運において」と限定する必要はない。全協で協議しても構わない。改選後，

新しい議員が協議するのだから全員で協議するべき。 

○ 細かい検証する場合，余り大人数でやると意見の集約ができないだろう。 

○ 改選後のメンバーの判断で協議機関を設置することとなるので，最初から議運に

限定されると議運のメンバーになれなければ意見を述べることができなくなって

しまう。だからなるべく限定しない方が良い。 

○ 敢えて検証機関を限定しない方が運用しやすいと思う。場合によっては議会自ら

ではなく第三者機関に検証を委ねるような手段も採れる。 

議論の結果，「議会運営委員会」を削除し「議会」が検証することとなりました。 
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４ 通年議会の検討 

 

平成２４年８月に地方自治法の一部が改正され，第１０２条の２において，地方公

共団体の議会は，条例により定例会・臨時会の区分を設けず，通年の会期とすること

ができることとされました。 

また，土浦市議会基本条例（素案）に第５条として「定例会の回数，会期等」を盛

り込むこととしたことから，委員発議により先進事例等について調査・研究する運び

となりました。 

調査当時，通年議会を採用している自治体はごく僅かで，その内，三重県四日市市

議会・愛知県豊明市議会・長崎県壱岐市議会の状況について調査・研究し，通年議会

を採用することの意義や，採用することによるメリット・デメリットについて議論し

ました。 

主な議論の内容については以下のとおりです。 

 

○ 通年議会は阿久根市の問題があって始まったことだから，市長が専決処分を乱発

しなければ通年議会を採用しても同じ。 

○ 「議員は何をやっているんだ，定例会だけやっていればいいのか」という誤解を

招かないための通年議会という話もある。 

○ 通年議会にした場合，費用弁償が増える。 

○ 議会改革だから議会費が嵩むようなことにならないようにしなければならない。 

○ 今まで年４回の定例会をやってきて，これをいきなり通年議会というのは無理が

あり，採用しようという話は出てこないと思う。将来的に世論がどうなるか分から

ない中で，通年議会がクローズアップされ世論の後押しを受けて採用しようという

動きが出るかもしれない。 

○ 他市において，通年議会を採用したにも拘らず専決処分の数が増えており，いか

がなものかという一般質問が出ている。これでは通年議会をやる意味がない。最初

から通年議会を採用するのではなく，最初は現状通り行って，報告会をその都度区

切り良くできるので，当初はその形で行った方が良い。 

○ 実績等を聞いたら余り変わらないと思うので，現状のままで良い。 

 

以上のような議論の末，当特別委員会としては通年議会を採用せず現状通りとする

との結論に至りました。 

 

５ 常任委員会複数所属の検討 

 

平成１８年５月に地方自治法の一部が改正され，第１０９条第２項に規定されてい

た常任委員会への所属制限を撤廃されていることもあり，委員発議により常任委員会

複数所属について調査・研究することとなりました。 

調査当時，常任委員会複数所属を採用している市議会は，長野県飯田市議会のみで

あり，その状況について調査するとともに，県内市議会及び類似団体の市議会の常任

委員会の構成について調査し，常任委員会複数所属を採用することの意義や，採用す
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ることによるメリット・デメリットについて議論しました。 

主な議論の内容については以下のとおりです。 

 

○ 市民から選ばれた議員は全ての常任委員会のことを知っておかなければならない。

実務的な課題は出てくると思うが，議会基本条例第８条（議員の活動原則）に原則

として２つ所属することができると加えてはどうか。 

○ 複数所属することによって説明責任を果たすことができ，ひいては市民サービス

が図れる。 

○ 委員会で議論を交わす上で最低構成人数がある。３〜４人ではなく，最低でも６

〜７人。逆に多すぎると意見がまとまらない。だから定数にも係わってくる。定数

が少ない議会では複数所属して１０人の構成にしたりしている。だから，定数削減

を含めて複数所属を考えても良いと思う。 

○ 複数所属の意義があるか疑問。常任委員会の開催をずらして傍聴できる環境整備

をすれば情報を得られる。 

○ 単に聞くだけならその通りだが，論議をすることが大事。 

○ 複数所属を採用することによって視察費用が嵩むことを考えないといけない。議

会改革で議会の費用を下げようとしている中で上がってしまうような結論になっ

てはいけない。議会改革で一番目に見えてくるのは費用削減の面だと思うので，年

２回を１回にするとか，一人２回にするとか，その辺まで含めて考えるべき。 

○ 技術論や方法論については後で考えれば良いことであって，市民に説明責任を果

たすという大きな目的のためにまず採用すべき。 

○ メリット・デメリットを含め方法論も議論しなくては，複数所属について決めら

れない。 

 

複数の常任委員会に所属して市民への説明責任を果たすという意見と，議会費削減

の観点から必要ないという意見があったことから採決を行った。 

その結果，賛成少数により現状維持とすることとなりました。 
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６ 土浦市議会議会報告会実施要項（案）の策定 

 

土浦市議会基本条例（素案）第１３条第２項の規定に基づき議会報告会の実施にお

ける必要な事項を定める土浦市議会議会報告会実施要項（案）について協議を行いま

した。 

条文作成に当たって参考とした他市の要項等は，三重県伊賀市・埼玉県所沢市・静

岡県菊川市・兵庫県加西市・福岡県春日市・静岡県三島市・山口県防府市・新潟県上

越市をはじめとする先進自治体の要項等です。また，平成２５年２月の上越市議会議

長の講演会における議会報告会を実施するうえでの体制づくりについても参考としま

した。 

主な協議の内容については以下のとおりです。 

 

■ 第３条（実施内容）第２項 

○ 「自己の意見を述べてはならない。」とあるが，議員個人の政策について述べては

いけないのか。 

○ それは個人の報告会で述べてもらう。 

○ 報告会の内容は，議会活動や予算等の審議における事実だけを報告するものだか

ら，そこに私的意見が入ってしまってはおかしい。ただそれだけでは参加者が飽き

てしまって，参加者が集まらなくなってしまうので，その他に意見交換会を設けて

あるので，その時に意見を出してもらったり，それに対して答えていく。ただ，公

的な会議だから私的な答えはできない。土浦市議会の総意としての答弁となる。 

 

■ 第４条（報告会の運営） 

○ 運営に関して，この広報公聴委員会がするのか，あるいは議運に委ねるのかとい

うことを議論した方が良い。 

○ 広報公聴委員会を設置した方がスムーズにいくと思う。 

○ 広報公聴委員会には賛成だが根拠法が乏しい。 

○ 議会報編集委員会を発展させた広報広聴委員会が一番当てはまると思う。その議

会報編集委員会は会議規則１５９条の協議の場に入っている。 

 

■ 第５条（出席議員） 

○ 報告会は全員でやる方式もある。 

○ ４班編成の案は地区懇談会をイメージして提案した。８地区を全員で回ると日程

的に厳しいから，班編成した方がスムーズ。また，人数が少ない方が密接な意見交

換が行える。 

○ この要項は改選後の施行で，仮に新人議員が多くなった場合，班編成して果たし

て何処までできるか懸念されることから，初めは市内１箇所で全議員参加が良いと

思う。 

○ 班編成する際は当然期数等を勘案する。また，新人議員は議会報告会で場数を踏

むことによって成長する。 

○ 報告会の内容によって代表が出席するかもしれないし，全員で出席するかもしれ
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ない。 

○ それは議運で決めること。広報広聴委員会は必ず出席するようなイメージ。 

○ 初めてのことで反発も多いと思うから柔軟にした方が良い。 

○ 議会運営委員会で決定するとなっているが，全て広報広聴委員会に委ねた方が良

い。 

 

■ 第７条（報告会の記録） 

○ 要点筆記については，「電子記録機などを活用し，要点筆記…」とし，記録を残し

ておいた方が厳密だと思う。 

○ 「要点筆記」としてあるのに，それを明記するとかえって縛りがきつくなる。訴

訟の材料になるとか，電子記録の証拠能力の議論になってしまうので，この要項で

は「要点筆記」程度の表現で良いと思う。 

 

７ 土浦市議会広報広聴委員会規程（案）の策定 

 

現在，議会活動の広報については，土浦市議会報発行規程の定めにより議会報編集

委員会を設置し，議会報（市議会だより）を編集発行・配布することで広く市民にお

知らせしているところです。 

土浦市議会議会報告会実施要項（案）においては，議会報告会の開催日程や報告会

の運営等については広報広聴委員会に委ねることとしています。 

平成２５年２月の講演会で研修した新潟県上越市では，議会報告会の運営等を広報

広聴委員会が行っており，スムーズな運営ができていることから，上越市をモデルと

して検討を進めました。 

そこで，既存の議会報編集委員会の広報活動を更に充実させると同時に広聴活動を

加え，議会報編集委員会を発展的に解消し，新たに広報広聴委員会を設置することと

しました。それに伴い，土浦市議会報発行規程を廃止し，新たに土浦市議会広報広聴

委員会規程（案）を策定するものとしました。 

当該規程の具体的内容については，議会報の編集及び発行に加えて，議会報告会の

企画及び運営，議会報告会で聴取した意見等の整理，議会ホームページの運用並びに

議会の放映について（ケーブルテレビ放映，インターネット配信）等を所掌事務とし，

副議長，常任委員会委員長及び議会運営委員会委員長を広報広聴委員会委員に充てる

こととしております。 

議会報告会に係る広報広聴委員会の役割と，議会報告会での結果の取り扱いについ

ては分かりにくい部分があることから，「議会報告会のフロー」を作成し４１ページに

示しました。 
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議会報告会のフロー 
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42 

 

８ 土浦市議会基本条例（素案）等に対する各会派等からの意見とその対応 

 

当特別委員会では，これまで１５回に亘り特別委員会を開催し，各会派等からの意

見を基に議会基本条例の骨子を決定した上で議会基本条例（素案），議会報告会実施要

項（案）及び広報広聴委員会規程（案）をとりまとめました。 

具体的な条文（案）ができたことから，改めて議会内での合意形成を図るため各会

派等から意見を求めました。 

その結果，３会派から意見が提出されましたので，その意見に対する当特別委員会

としての対応について協議を行いました。 

提出された意見とその対応は４３ページ～４７ページに掲載しました。 

主な協議の内容については以下のとおりです。 

 

■ 全体について 

○ 基本条例制定趣旨を理解してもらうためにこういう対応(案)となった。 

○ 議員の権限は地方自治法に規定されているから，ここで云々は必要ないと思う。 

 

■ 第３条第１号について 

○ 特別委員会としては広義の意味での捉え方。我々は土浦市民の有権者から選ばれ

ているが，それだけではなくて何等かの形で土浦市において活動している方にも影

響が出てくるという意味合いにおいて，広義の意味での市民を対象とした議会運営

をするべきだろうというところに立って「市民」の概念を採用している。 

○ 例えば市民が議会に署名を持って意見を出してくることは多々あるが，ネットな

どで署名を全国的に展開されたときに，それをどう解釈すべきかという点で広義に

捉えるともの凄い数になる。その辺を懸念して出てきた意見だと思う。直接請求権

は市民に限定しているから，それを考えたときにこれで良いのかと思う。 

○ 直接請求権は地方自治法で規定されているから当然。 

○ 行政としては幅広い捉え方で運用されている。 

○ 市のパブコメ要綱での市民等の定義は広義の解釈。 

 

■ 第４条第６号，第６条第２項，第８条第１号，第１７条第１項について 

○ 方法論については今後議会内で議論していく必要があるという文章にすれば良い。 

 

その後の当特別委員会において，自由討議について協議した結果，会議規則の一部

を改正する案を示しました。 

 

■ 第１７条第２項について 

○ これは議会に対する基本の条例なので，これはこの文章のままで良いと思う。 

○ 二元代表制をしっかり考えて議員間でもっと討議をしようという意味合いの条文

だからこれで良い。 

 



議会基本条例（素案）等に対する意見とその対応

会派 意　見　（要旨）

全体 明政会

議員の責務のみをことさら
強調する部分が多く，議員
の権限に関する規定や表
記が希薄で，バランスが悪
い。

　全国的に，政務活動費の使途を巡っての批
判の高まり，「３ない議会」への批判，議員定
数・議員報酬への批判，こういった議会また
は議員への不信感が募り，議会不要論まで
言われるようになっている。こうした市民感情
を払拭すること，またはそれに対抗すること，
これこそが議会基本条例制定の真の目的で
ある。
　そうしたことから，議会及び議員自らを律す
る規定が多く盛り込まれており，全国的にも
同じような状況にある。また，それらは議会と
してあるいは議員として，ごく当たり前の規定
が多い。
　議員の権限については，議会基本条例より
上位の位置付けとなる地方自治法（第６章）
に定められていることから，議会基本条例に
は敢えて規定していない。

前文
第１０条

創政会

「負託」を「信託」に変更 　広辞苑では，「国民の負託にこたえる」と用
例を示しおり，「信託」は財産運用を委任する
意義の用例ばかり。従って原案どおり「負託」
を採用する。

「法人」とは営利法人及び
非営利法人の両方を指す
ものか？

　営利法人は当然法人税を納める納税者で
あり，非営利法人が例え納税していなくても，
その活動が社会的貢献に寄与する場合もあ
ることから両方を対象としている。

その他の団体とは具体的
に何を指すものか？

　町内会・ボランティア団体等の様々な活動
をしている社会的活動を行う団体。

反日的なものや反社会的
なものまでを含む全ての
団体，法人と称するものま
でも対象と解せられるがそ
れでよいか？

　公序良俗に反する事項を目的とする法律行
為は，民法で無効とされていることから，反日
的または反社会的な行為については対象と
ならない。

明政会

市民について，市内に在
住は理解出来るが，在勤
又は在学する個人及び市
内で活動する法人，その
他の団体をいうという点は
理解出来ない。特に市内
で活動する法人，その他
の団体とは，どういう根拠
で市民という定義の中に
入れているのか疑問。特
定の団体が，何等かの意
図をもって市民を代表して
などと発言されても，この
条文通りになると対応でき
ないと思う。この点につい
ては再考を望む。

　市政においては，住民登録のある者に限ら
ず，通勤・通学者や企業，法人，団体等に対
しても，市民として義務を課し，又は権利を制
限し，一方では市が取り組む「協働のまちづく
り」を担う重要なパートナーとして捉えており，
市政運営の一翼を担う市議会としても，執行
機関との整合を図り，そのような「広義の市
民」を対象とする議会運営を考えなければな
らないと思考する。
（土浦市男女共同参画推進条例，及び土浦
市安心で安全なまちづくり条例においては，
「広義の市民」の捉え方をしている。）

対　応

明政会

第３条
　第１号
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会派 意　見　（要旨） 対　応

第４条
　第６号
第６条
　第２項
第８条
　第１号

明政会

本会議や委員会での自由
討議の具体化について

第８条
　第１号
第１７条
　第１項

創政会

議員間の自由討議をする
ための具体的方法を明示
すべき。

第４条
　第７号

創政会

「不断に見直しを行うこと」
⇒　「必要に応じて見直し
を行うこと」又は「継続的に
見直しを行うこと」

原案どおりとする。

明政会

議会，議員が知り得る
様々な情報の提供が義務
とされるが，それでよい
か？

　「土浦市議会が保有する情報の公開に関す
る規程」により，「土浦市情報公開条例」に準
ずるよう規定されている。その中で「公開しな
いことができる情報等」が定められており，そ
れに基づき「情報を発信する」ことになる。

明政会

解説に「市民からの負託に
応えるため…」とあるが，
議員に負託するのは有権
者・住民であり，「市内に
在勤又は在学をする個人
及び市内で活動する法人
その他の団体」ではない。
この矛盾をどう解釈すれ
ばよい？
また，市税を負担する住民
と，負担しない市外に居住
する人々が「市民」として
土浦市において同じ権利
を有するのは不公平にな
らないか？

　市政においては，住民登録のある者に限ら
ず，通勤・通学者や企業，法人，団体等に対
しても，市民として義務を課し，又は権利を制
限し，一方では市が取り組む「協働のまちづく
り」を担う重要なパートナーとして捉えており，
市政運営の一翼を担う市議会としても，執行
機関との整合を図り，そのような「広義の市
民」を対象とする議会運営を考えなければな
らないと思考する。

第１１条
　第２項

明政会

議会側から要請できる条
文を付加すべき。

　横須賀市では，「議会は、請願及び陳情を
市民による政策提案と位置付け、真摯に取り
扱うものとする。この場合において、請願者
若しくは陳情者の求めに応じて、又は議会自
ら、請願者又は陳情者が説明や意見陳述を
行う場を設けることができる。」としていること
から，本市も「議会は，請願及び陳情を市民
による政策提案と位置付け，その調査及び審
議においては，これらの提案者の求めに応
じ，又は議会自ら，意見を聴く機会を設けるこ
とができる。」とする。

第１３条 明政会

条文化する前に試行して，
その方法を考えた方が良
いと思う。

　議会報告会は，議会基本条例の３つの必
須要件の一つであることから当初から実施す
べき。

第１１条
　第１項

　最高規範である議会基本条例においては，
具体的な方法論について規定せず，今後会
議規則等に盛り込むかどうか議会内で検討
することとする。
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会派 意　見　（要旨） 対　応

議員個人の見解を述べる
ことは原則禁止されている
が，それでは市民との意
見交換会という趣旨にそぐ
わない。

　意見交換会では自己の意見を述べざるを
得ないと考える。
　議会報告会実施要項第３条第３項を第１項
にかかるようにする。（第２項と第３項の順番
を入れ替える）

実施要項に個々の意見を
求められた場合にのみ言
えるとの例外措置がある
が，議会としての統一見解
と自己意見が相反する場
合はどうするのか？

　その場合は簡潔に自己意見を説明する。
　個々の主義主張については，個々の政務
活動の中で論ずるべきである。
　細かい運用については，広報広聴委員会
において議論する。

単に情報の伝達や事後報
告，それについて市民から
の意見を聞くためだけのも
のにしか過ぎないのであ
れば不必要。

　議会の報告については「事後報告」という性
格だが，テーマを設定した意見交換は一定の
範囲内で自由な発言が可能であるから有益
なものと考える。
　議会報告会は２部構成で，１部は議会とし
ての報告，２部ではテーマを設定した市民と
の意見交換を実施する。

明政会

議員個々の意見を述べる
事は出来ず，議決された
事項だけ統一して報告す
るだけでは，議員及び市
民の意見交換にならない。

　議会の報告については「報告」という性格だ
が，テーマを設定した意見交換では一定の範
囲内で自由な発言が可能であることから議員
と市民の意見交換となる。

公明党
土浦市議
団

担当委員会において，充
分な議論のもと，しっかり
した計画を立て実施すべ
き。

　広報広聴委員会が主体となり，参加する議
員全員が十分な準備のもと実施する。

第１４条
　第３項

明政会

　質問の趣旨を確認する
反問権と，議員の質問内
容や考え方について市長
等が捉え方の違いを表現
する反問権があるが，土
浦市の反問権はどちら？

　質問趣旨の確認は，これまでも壇上にて事
実上行われている。
　また，市長等が質問者の考え方を問う，い
わゆる「反論権」については，二元代表制の
下，互いに緊張感を保持し切磋琢磨するため
に付与すべき。
　伊賀市議会議長が言っていたように「反論
権」付与により議員が勉強するようになり，議
員のレベルアップに繋がる。
　結果的に議員力・議会力の向上に繋がれ
ば、市民の利益になる。

第１７条
　第２項

明政会

執行部の出席要請を必要
最小限にとどめることを敢
えて条文化する理由は？

　委員会では執行部に対する質問や要望が
大半で，議案等に対する議員間の自由討議
がほとんどなされていない状況から，自由討
議を促す意味で敢えて条文化している。
　なお，議員間の自由討議は議会基本条例
の３つの必須要件の一つとされている。
　また，　「執行部の出席要請を必要最小限
にとどめる」について，具体的には委員会に
おいて請願陳情の審査時や，案件のない部
課長の出席要請を控えることが想定される。

第１３条

明政会
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会派 意　見　（要旨） 対　応

第１７条
　第２項

明政会

定例会開会中の委員会で
は議案によっては，市長の
出席で説明すべきとの議
案は過去幾らでもあった。
本来，市長に対しては提
出した議案の中で説明す
べきと委員会で同意をみ
たものは「必要に応じて出
席要請出来るものとする」
と条文の是正をお願いし
たい。

　各案件についての合意形成に至るまでは，
議員相互がしっかりと議論を尽くすということ
を，市民に示すことがこの条文の狙いである
ことから原案どおりとする。

明政会

解説によると討論会にお
ける議題は議会報告会で
の市民意見のみを扱うよう
に解せられるが，日常の
議員活動からの課題は扱
えないのか？

　解説では，「議会報告会などで」としており，
日常の議員活動による発議を排除するもの
ではない。

明政会

ここで言う政策立案・提言
の主体は誰か？

　議会として政策討論会を開催するが，その
後は様々な対応が考えられる。例えば，議会
として執行部に政策提言するもの，議会とし
て他の機関等に要望するもの，議案として提
出するものなどが想定される。
　議案の提出は，会議規則に定められている
とおり議員及び委員長が議長に提出するも
のである。

明政会

政策討論会の前提が，議
会報告会などで市民から
聴取した意見となっている
が，討論をしても統一見解
が出ないことが考えられ，
政策提言をする迄の方法
はどう考えるのか？討論
会で採決はないと思われ
るので，提言は難しいので
は。
これも試行してみて，その
内容が具体化しないと条
文に入れるのは早いと思
う。別に条例で定めなくて
も，議会同意でも出来ると
思われる。

　議会報告会では地域の細かな要望や，重
要な行政課題が提起されることが想定され
る。それらを議会運営委員会で協議の上，市
長に報告すべきものは議長名で報告し，調査
研究が必要なものや政策提言すべき重要課
題については政策討論会で議論する。
　政策討論会の議論の過程で必ずしも議案
の提出までの合意形成が出来ないものも当
然出てくると思われるが，どうしても実現させ
たいと考える議員は，執行部に対し一般質問
する，あるいは議員提出議案として提案すれ
ば良い。

創政会
政策討論会の具体性が欲
しい。

必要に応じて議長の判断で開催することとな
る。

第２３条
　第２項

明政会

市民の意見を参考とし，検
討するものとするになって
いるが，ここでいう市民は
当然市内在住者，特に選
挙人有資格年齢の方をい
うと思うが，どうか？

　ここでも「広義の市民」と捉えることとする。

第１９条
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会派 意　見　（要旨） 対　応

第２３条
　第３項

明政会

「市民の直接請求」の「市
民」は，定義付けされてい
る「市民」とは異なる。

「市民の」と「（以下「直接請求」という。）」を削
除する。

第２５条 明政会

誰が何をどのようにして検
証するのか，別途考えを
示さなければ，見直し手続
は出来ないのでは。

　改選後の議員が決定すべきものであること
から，このような表現にしている。
　その時の状況により特別委員会を設置する
など，対応は様々になると考えられる。
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９ 土浦市議会基本条例（素案）等の説明会 

 

委員発議により，議会報告会のイメージを共有することを目的に，議場にて全議員

を対象に議会基本条例（素案），議会報告会実施要項（案）及び広報広聴委員会規程（案）

の説明会を開催いたしました。 

議会報告会と同様に役割分担をそれぞれ決めた上で，全委員が説明等を行いました。 

本番の議会報告会同様，準備段階におけるパワーポイントの資料作成を委員自ら行

い，当日の受付やパソコンの操作についても委員が積極的に運営を行いました。 

出席者は特別委員をはじめとした全議員で，説明会は公開で行ったことから傍聴席

には執行部から数名の傍聴者がありました。 

後半の質疑応答においては，議員からいくつか質問がなされ委員が回答しましたが，

後日開催の特別委員会において改めて整理した上で，その質問に対する対応を協議し

ました。 

主な協議の内容については以下のとおりです。 

 

■Ｑ３（第１７条第２項）について 

○ 小さい町村においては頻繁に執行部を呼んで説明させたりしていたことから入っ

ている条文。土浦規模の市では今までもないし，これからもないと思うので削除し

ても良いと思う。 

○ 今は大丈夫だからこれからも大丈夫ということでなく，その辺を良く議論すべき。 

○ この章は議会機能の充実強化なので，第２項は充実強化に当てはまらないという

理由なら削除しても良いと思う。 

○ 第２項は，第１項に包含されているので第２項は削除して良い。 

 

説明会における意見と当特別委員会としての対応については以下のとおりです。 

 

 

基本条例（素案）の説明会における意見とその対応 

ＱＱＱＱ１１１１    ○○○○    市民の定義についての前回の回答に「住民も広義の市民も同じように義務を課

し，又は権利を制限している」と書いてあったが，具体的にどういうことか。 

    ○○○○    市民の定義について，「執行部と同調して」という説明では危なっかしいと思

うので，もう一度回答してもらいたい。 

ＡＡＡＡ        広義の市民であっても土地等の固定資産を所有していれば，固定資産税・都市計

画税の市税の納税義務がある。同様に広義の市民であっても，企業活動を通して法

人市民税を納税している。 

また，建築基準条例においては，市内に建築しようとする広義の市民に対して様々

な制限を加えている。 

このように自治体は，条例により広義の市民にも住民と同じように義務を課し，

又は権利を制限しており，議会はその条例を議決する意思決定機関であることから，
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基本条例における「市民」の定義において広義の市民を除外することは出来ない。 

 

ＱＱＱＱ２２２２    議会報告会は誰でも自由に参加できる。例えばある意思を持った団体・個人が大挙

して押し寄せて，一度可決した議決案件に猛反対するようなことも考えられる。そ

ういう危険性を入り口で排除しておくべき。 

ＡＡＡＡ        第４条第３項に規定しているとおり議会は議決責任を重く受け止め，毅然とした

態度で説明責任を果たさなければならない。 

 

ＱＱＱＱ３３３３    第１７条第２項について，現在も委員長裁量で執行部は退席しているし，第１７条

の趣旨は第１項で充分語られていることから第２項は必要ない。 

ＡＡＡＡ        第２項については，第１項の中で読み取れることから，第２項を削除する。 

 

ＱＱＱＱ４４４４    第１１条第２項について，条文に「又は議会自ら」と加えたが，解説には反映され

ていない。 

ＡＡＡＡ        「議会は提案者が希望すれば説明や意見を聴く機会を設けることができます。」 

       

 

「議会は提案者が希望したとき，または議会が必要に応じて，説明や意見を聴く

機会を設けることができます。」と訂正する。 

 

ＱＱＱＱ５５５５    第２３条第２項の条文は「市民の意見を参考とし」と規定しているのに対して，解

説は「市民の意見も参考にします」と規定している。統一した方が良い。 

ＡＡＡＡ        解説を条文に合せて「も」を「を」に変更する。 
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１０ パブリック・コメントの結果とその対応 

 

１８回に亘る特別委員会の審査を経て土浦市議会基本条例（素案）を策定しました。 

素案は，「開かれた議会」「議会の活性化」「議会の機能強化」を改革の視点に，９章

２５項目の構成とし，議会基本条例の「３つの必須要件」とされている「議会報告会」

「請願・陳情者の意見陳述」「議員間の自由討議」を盛り込んだものです。 

議会運営委員会及び全員協議会において説明を重ね，議会内の合意形成が図れたこ

とから，土浦市議会として広く市民の皆さまからのご意見をいただくためにパブリッ

ク・コメント募集の手続きを行いました。 

 

■ パブリック・コメントの対象 

土浦市議会基本条例（素案） 

 

■ 意見の募集期間 

平成２６年２月２４日（月）～３月２０日（木） 

 

■ パブリック・コメント手続きの結果 

３名の方から述べ８件のご意見をいただきました。 

 

■ いただいたご意見への対応 

 当特別委員会においてご意見に対する対応（案）を協議した上で議会内の合意形

成を図り，土浦市議会としてその対応を５１ページ～５２ページのとおり市議会ホ

ームページや公共施設において一定期間公表しております。 

  



提出された意見とその意見に対する土浦市議会の考え方

No. 意 見 土浦市議会の考え方 基本条例(素案)の修正

1

（第８条）
ここで定められた内容に基づく議
員の活動内容が，十分になされて
いない場合に罰則を設けるか，活
動に対して意見を申し立てる機関
の設置などを盛り込んだ付則を付
けてほしい。市民の声が届きやす
い形を取るべきであると思います。

　議員がこの活動原則を遵守する
ために，第２０条 第１項に定めてい
るように研修を行うこととしておりま
す。
　また，第２５条 第１項及び第２項
において，この条例の目標達成に
ついての検証とその結果に基づい
て，条例改正を含む適切な措置を
講じることとしております。
　なお，規定している活動原則に反
しているか否かを見極めることは困
難であるとともに，「原則」とは「義
務」と異なることから罰則を設けるこ
とはできないと解せられます。

2

（第１３条）
「議会報告会」の名称を「議会報
告及び意見交換会」として，会の
内容を正確に知らせることにより，
より多くの市民が興味をもって参
加することと思います。

議会報告会については，議会報告
会実施要項を策定し，それに従い
運営していきます。
「開かれた議会」を目指す上でご意
見の趣旨は理解できることから，市
民が興味を持てるよう工夫して参り
ます。

3

（第１４条 第２項）
本会議の一般質問は全て一問一
答方式で行っていただきたい。
これは質問即答弁が行われること
により，論点が明確になり傍聴して
いる市民にも解り易いためである。

　論点を明確にするためには一問
一答方式が望ましいが，意思決定
機関である議会において，議会運
営に過誤が生じてはならないことか
ら慎重に運用すべきです。したがっ
て，最初から全てを一問一答方式
にするのではなく，選択制としまし
た。
　両方式を併用している先進地に
おいては，運用していく中で大半が
一問一答方式に移行している様子
なので，本市議会においてもそのよ
うになっていくものと考えています。

4

（第１６条 第１項）
市長の提案説明の項目に「関係あ
る法令及び条例等」を追加して，
提案の根拠をより明確にしていた
だきたい。

ご意見の内容は，第１号の「政策等
の提案に至った背景」に包含され
ていると解しておりましたが，より分
かりやすくするために新たに追加す
ることとします。

第４号として「関係法
令及び条例等」を追
加し，第４号から第６
号を繰り下げます。

5

（第１９条）
政策討論会を公開して，重要な政
策や課題がどのような討論を経
て，政策立案・提言に至るかを市
民が知る機会を作っていただきた
い。

第１２条（会議等の公開）において
「その他の会議についても公開に
努めるものとする。」と定めているこ
とから，非公開にすべき案件を除き
公開されるものと考えます。
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6

（第２３条 第２項）
議員の定数などについて，市民の
意見を参考にしてと書かれている
が，果たして市民の意見がどの程
度取り入れられているのか，市民
の気持ちから離れていることは，
はっきりしているように思います。

　この条項では，議員定数を定める
基本的な考えを規定しており，その
中で市民の意見は尊重されなけれ
ばなりませんが，何をもって市民の
意見とするかは難しい。
　そのようなことから，市民の意見の
取り扱いについては，定数を定める
絶対的な根拠とはし難いので，あく
までも参考意見として取り扱うことと
なります。

7

（第２４条）
　報酬についても，直接請求はほ
とんど却下されています。委員会
や議員が提出するというのではな
く，厳しくするチェックする第三者
機関を設置して，その機関からの
提出する形が望ましい。市民の血
税から支払われるのです，あくま
でも報酬であり，月収ではないの
で活動に準じて支払われることが
妥当であると思う。
　また，費用弁償ということで，委
員会に出たときに議員に支払われ
るが，私たち市民が委員会へ出席
していただくのは問題がないと思
いますが，議員は委員会活動で
報酬を受けているのであれば，二
重の受取になると思います。条例
があるとか聞きますが，現に受取
を止めている市町村の議員がいる
のですから，土浦市の議員も率先
して，条例か規約を改めるべき行
動を起こしていただきたいと思いま
す。

　市長の諮問機関である土浦市特
別職報酬等審議会が設置されてお
り，議員報酬を改正する際にはそ
の審議会に意見を求めた上で総合
的に判断することも考えられます。
　議員の場合，費用弁償は本会議
や付託された議案等を審議するた
めに常任委員会や特別委員会等
に出席した際に支給されるもので，
議論した結果，廃止すべきとの意
見もありましたが，平成２３年４月に
引き下げた経緯を踏まえて今回は
現状維持とする結論に至りましたの
でご理解願います。
　ご意見にある費用弁償は，審議
会等に出席した際に支払われる特
別職報酬のことと推察しますが，市
の特別職の報酬条例でその支給
金額等は定められています。

8

　前文にあるように，議会の意思
決定機関としての役割の自覚，及
び自由闊達な討議と政策提言に
期待します。
　具体的には，第４章 市民と議会
との関係における「議会報告会」
と，第６章 議会機能の充実強化に
おける「政策討論会」の実現，及
び「議員研修」の充実に期待しま
す。
　「不断の改革を続ける」という土
浦市議会の決意を確かなものにし
てください。

　この議会基本条例（素案）は，「開
かれた議会」，「議会の活性化」，
「議会の機能強化」を改革の視点と
して策定したものです。
　ご意見をいただいたように，自由
討議や議会報告会等を確実に実
行し，改革の視点を実現すること
で，この条例の目的を達成するよう
推進して参ります。
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土浦市条例第  号 

    

            土浦市議会基本条例（素案） 

 

目次 

 前文 

 第１章 総則（第１条―第３条） 

 第２章 議会の活動原則（第４条―第７条） 

 第３章 議員の活動原則（第８条―第１０条） 

 第４章 市民と議会の関係（第１１条―第１３条） 

 第５章 議会と市長等との関係（第１４条―第１６条） 

 第６章 議会機能の充実強化（第１７条―第２０条） 

 第７章 議会事務局等（第２１条，第２２条） 

 第８章 議員の身分及び待遇（第２３条，第２４条） 

 第９章 補則（第２５条） 

 付則 

 

 地方分権の進展により，これまで議会の関与が制限されていた機関委任事

務が廃止され，大幅な権限移譲が行われた。 

これにより，議会の権限と責務が飛躍的に増大するなど，本格的な地域主

権時代を迎え，地方議会を取り巻く環境に大きな変化が生じている。 

土浦市議会（以下「議会」という。）は，土浦市民から選挙で選ばれた議員

により構成される合議制の機関であり，日本国憲法に定める二元代表制の下，

同じく選挙で選ばれた独任制の市長と，それぞれ異なる特性を活かしながら

議論を深め協力し合うことはもとより，市政運営の基本的な方針を議決する

意思決定機関としての役割を担っている。 

このため，議会は，公正性，透明性及び信頼性を確保し，分かりやすい議

会運営を行うことで開かれた議会づくりに努めるとともに，日頃の市民生活

の中にある新たな行政課題を的確に把握し，自由闊
かっ

達な討議により積極的な

政策立案・政策提言に努め，もって地方自治の本旨の実現を目指さなければ

ならない。 

よって，議会の担うべき役割や責務を果たすとともに，市民からの負託に

応えるため不断の改革を続けることを決意し，この条例を制定する。 

   第１章  総則 
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 （目的） 

第１条 この条例は，新しい地方自治の時代において，二元代表制の下，市 

民に開かれた議会を目指し，議会及び議員の責務，活動原則その他の議会 

に関する基本的事項を定めることにより，意思決定機関である議会がその 

機能を発揮し，もって市民福祉の向上と市政の発展に寄与することを目的 

とする。 

 （条例の理念） 

第２条 この条例は，議会に関する基本的事項を定める条例であり，議会に 

関する他の条例，議会規則及び議会規程（第４条において「条例等」とい 

う。）を制定し，又は改廃するときは，この条例の趣旨を十分に尊重するも 

のとする。    

２ 議会は，議員にこの条例の理念を浸透させ，その実践に努めなければな 

らない。 

（定義） 

第３条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該 

各号に定めるところによる。 

（１）市民 市内に在住，在勤又は在学をする個人及び市内で活動する法人 

  その他の団体をいう。 

（２）市長等 市長その他の執行機関をいう。 

（３）委員会 土浦市議会委員会条例（昭和４２年土浦市条例第２号）に定 

める常任委員会，議会運営委員会及び特別委員会をいう。 

   第２章  議会の活動原則 

（議会の活動原則） 

第４条 議会は，次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

（１）市政における意思決定機関であることから，公正性，透明性及び信頼 

  性を確保し，市民に開かれた議会運営に努めること。 

（２）市民の多様な意見を市政に反映させるため，市民の意見を的確に把握 

  し，政策立案及び政策提言を積極的に行うこと。 

（３）議決責任を深く認識し，市民に対して積極的に情報を提供するととも 

  に，説明責任を果たすこと。 

（４）市民に分かりやすく，傍聴及び視聴の意欲を高める議会運営に努める 

こと。 

（５）市長等の市政運営状況を監視し，及び評価する機能を果たすこと。 

（６）言論の府であることを認識し，議員相互間の討議を中心とした議会運 
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  営に努めること。 

（７）条例等については，不断に見直しを行うこと。 

 （定例会の回数，会期等） 

第５条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１０ 

 ２条第２項の規定による議会の定例会の回数は，年４回とする。 

２ 定例会の会期及び運営等については，土浦市議会会議規則（昭和４２年 

土浦市議会規則第１号）の定めるところによる。 

 （委員会） 

第６条  委員会は，多様な市政の課題に迅速かつ的確に対応するため，機動 

的に開催するとともに，委員会の専門性と特性を活かし，その機能を発揮 

 するよう運営しなければならない。 

２ 委員会での審査に当たっては，委員間討議を重視し，資料等を積極的に 

 提供しながら，市民に対して分かりやすい議論に努めなければならない。 

３ 委員会は，市民からの要請があるときは，審査の経過等を説明するとと 

 もに，必要に応じて意見を交換する場を設けるよう努めるものとする。 

４ 委員会での審査経過と審査結果は，委員長及び副委員長が責任を持って 

 取りまとめ，委員長は，委員長報告の質疑に対して責任を持って答弁を行 

 うものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか，委員会の設置等については，土浦市議会委 

員会条例（昭和４２年土浦市条例第２号）の定めるところによる。 

 （危機管理） 

第７条 議会は，災害等の不測の事態が発生した場合は，市民の生命，身体 

 及び財産を守るため，市民及び地域の状況を的確に把握し，市長等に対し 

 速やかに必要な要請を行うものとする。 

   第３章  議員の活動原則 

 （議員の活動原則） 

第８条  議員は，次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

（１）議会が言論の府であること及び合議制機関であることを認識し，議員 

  間の自由な討議を重んじること。 

（２）議案に対する議決への参加のみならず，本市の政策を自ら策定するた 

  め，議案を提出することを議員の重要な役割と捉え，積極的な調査研究 

  活動をすること。 

（３）市政の課題全般について市民の意見を的確に把握するとともに，自己 

の資質を高める不断の研さんにより，市民の代表として，ふさわしい活 
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動をすること。 

（４）特定の地域，団体及び個人の事案解決だけでなく，市民全体の代表と 

  して，その福祉の向上を目指して活動すること。 

（５）議会活動について，市民に対して説明責任を果たすこと。 

 （会派） 

第９条 議員は，議会活動を行うため，会派を結成することができる。 

２ 会派は，主として政策に関して同一の理念を共有する議員で構成し，活 

 動する。 

３ 会派は，政策の立案及び提言を行うための調査研究等を積極的に行うよ 

 う努めなければならない。 

４ 会派は，政策立案，政策提言，政策決定等に関し，必要に応じて他の会 

 派と合意形成に努めるものとする。 

 （議員の政治倫理） 

第１０条 議員は，市民全体の代表者として，その負託に応えるため，高い  

 倫理性が求められていることを常に自覚し，品位をもって行動しなければ 

 ならない。 

２ 前項に定めるもののほか，議員の政治倫理については，土浦市議会議員 

の政治倫理に関する条例（平成１０年土浦市条例第２６号）の定めるとこ 

ろによる。 

   第４章  市民と議会の関係 

 （市民参加） 

第１１条  議会は，市民に対し，積極的にその有する情報を発信し，説明責 

 任を果たさなければならない。 

２ 議会は，請願及び陳情を市民による政策提案と位置付け，その調査及び 

審議においては，これらの提案者の求めに応じ，又は議会自ら，意見を聴 

く機会を設けることができる。 

３ 議会は，公聴会制度及び参考人制度を活用して，市民の専門的又は政策 

 的識見等を議会の討議に反映させるよう努めるものとする。 

４ 議会は，議会報等の多様な手段を活用することにより，多くの市民が議 

 会及び市政に関心を持つよう広報活動に努めるものとする。 

 （会議等の公開） 

第１２条 議会は，本会議，常任委員会及び特別委員会については原則とし 

 て公開するものとし，その他の会議についても公開に努めるものとする。 

２ 議会は，議員研修会等についても必要に応じて公開するものとする。 
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 （議会報告会） 

第１３条 議会は，説明責任を果たし，また，市民の多様な意見を把握し， 

 市政の諸課題に柔軟に対処するため，議員及び市民が情報及び意見を交換 

 する議会報告会を行う。 

２ 前項に定めるもののほか，議会報告会に関し必要な事項については，別 

に定めるものとする。 

   第５章  議会と市長等の関係 

 （市長等との関係） 

第１４条  議会は，二元代表制の下，その役割を果たすため，市長等との健 

全な緊張関係の保持に努めなければならない。 

２ 本会議における一般質問は，一括質問・一括答弁方式で行うほか，市政 

上の論点を明確にするため，一問一答の方式で行うことができる。 

３ 議長から本会議及び委員会への出席を要請された市長等は，議長又は委 

 員長の許可を得て，議員の質問に対して反問することができる。 

 （議員の文書による質問等） 

第１５条  議員は，重要かつ緊急なものについて，閉会中に議長を通して市 

長等に対し文書による質問を行い，文書による回答を求めることができる。 

２ 前項に規定する文書による質問及び回答の内容については，全議員に通 

知するとともに，市民に公表するものとする。 

３ 議会は，市長等との関係の透明性を図るため，議員から市長等に口頭に 

よる要請等があったときは，当該要請等に係る内容及び対応，経過等を記 

録した文書を作成するよう市長等に求めるものとする。 

４ 前項の規定により作成を求めた文書が市長等により作成された場合にお 

いて，当該文書の公開手続きについては，これを保有する市長等に適用さ 

れる定めによる。 

 （市長の提案説明） 

第１６条 議会は，市長が提案する重要な政策について，政策水準を高める  

 ことに資するため，市長に対し，次に掲げる事項について明らかにするよ 

 う求めるものとする。 

（１）政策等の提案に至った背景 

（２）他の自治体の類似する政策との比較検討 

（３）総合計画との整合性 

（４）関係法令及び条例等 

（５）市民参画の実施の有無とその内容 
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（６）財源措置 

（７）将来にわたるコスト計算 

２ 議会は，前項の政策の提案を審議するに当たっては，立案，執行におけ 

 る論点を明らかにするとともに，執行後における政策評価の視点も踏まえ 

 た審議に努めるものとする。 

   第６章  議会機能の充実強化 

 （議員相互の自由討議による合意形成） 

第１７条  議会は，合議制の機関であることを認識し，本会議，委員会等に 

 おいて議案等の審議又は審査をするに当たっては，合意形成に向けた自由 

 討議を通じて議員相互間の議論を尽くすよう努め，意思決定するものとす 

 る。 

 （議決事件の追加） 

第１８条 議会は，議事機関としての機能強化のため，法第９６条第２項の 

 規定に基づく議会の議決すべき事件（次項において「追加議決事件」とい 

 う。）の追加について積極的に検討するものとする。 

２ 追加議決事件については，市議会の議決すべき事件に関する条例（昭和 

２６年土浦市条例第１０８号）で定める。 

 （政策討論会） 

第１９条 議会は，市政に関する重要な政策及び課題への認識を共有し，議 

 論を深めるため，必要に応じて政策討論会を行い，政策提言に努めるもの 

 とする。 

 （議員研修） 

第２０条 議会は，議員にこの条例の理念を浸透させるため，一般選挙を経 

た任期開始後速やかに，議員研修を行わなければならない。 

２ 議会は，議員の政策形成及び立案（以下「政策形成・立案」という。）の 

能力の向上を図るため，議員研修の充実強化に努めるものとする。 

３     議会は，議員研修の充実及び強化に当たり，広く各分野から専門的知識 

を取り入れるよう努めるものとする。    

   第７章  議会事務局等 

 （議会事務局の体制整備） 

第２１条  議会は，政策形成・立案を補助する組織として，議会事務局の調  

 査機能及び法務機能の充実強化を図るため，専門的能力の養成に努めるも 

 のとする。 

 （議会図書室） 
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第２２条 議会は，議員の調査・研究及び政策形成・立案の能力の向上を図 

 るため，議会図書室の充実に努めるとともに，適正に管理し，及び運営す 

るものとする。 

２ 前項に定めるもののほか，議会図書室に関し必要な事項については，土 

浦市議会図書室規程（平成１４年土浦市議会規程第１号）の定めるところ 

による。 

   第８章  議員の身分及び待遇 

 （議員定数） 

第２３条  次項及び第３項に定めるもののほか，議員の定数（以下この条に 

おいて「議員定数」という。）については，土浦市議会議員の定数を定める 

条例（平成１３年土浦市条例第２７号）の定めるところによる。  

２ 議員定数の改正に当たっては，他市との比較だけでなく，市政の現状及 

び課題並びに将来の展望を考慮するとともに，市民の意見を参考とし，検 

討するものとする。 

３ 議員定数の条例改正議案は，法第７４条第１項の規定に基づく直接請求 

（次条において「直接請求」という。）による場合及び市長が提出する場合 

を除き，明確な改正理由を付して委員会又は議員が提出するものとする。 

 （議員報酬等） 

第２４条 次項及び第４項に定めるもののほか，議員報酬については，土浦 

市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３２年土浦市条 

例第１４号）の定めるところによる。  

２ 議員報酬の改正に当たっては，行財政改革の視点，市政の現状及び課題 

並びに将来の展望を考慮した上で，検討するものとする。 

３ 次項に定めるもののほか，政務活動費については，土浦市議会政務活動 

費の交付に関する条例（平成１３年土浦市条例第１０号）の定めるところ 

による。 

４ 議員報酬及び政務活動費の条例改正議案は，直接請求による場合及び市 

長が提出する場合を除き，明確な改正理由を付して委員会又は議員が提出 

するものとする。 

   第９章  補則 

 （見直し手続） 

第２５条  議会は，一般選挙を経た任期開始後，できるだけ速やかに，この 

 条例の目的が達成されているかどうかについて検証するものとする。 

２ 議会は，前項に規定する検証の結果に基づいて，この条例の改正を含む 
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 適切な措置を講じるものとする。 

３ 議会は，この条例を改正する場合は，全議員が賛同する改正案であって 

も，本会議において，改正の理由及び背景を詳しく説明しなければならな 

い。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２７年５月１日から施行する。ただし，第１４条第２ 

項及び第３項の規定は，平成２７年１１月１日から施行する。 

 （土浦市議会定例会条例の廃止） 

２ 土浦市議会定例会条例（昭和３１年土浦市条例第１８号）は，廃止する。 
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土浦市条例第  号 

    

            土浦市議会基本条例（素案） 

 

目次 

 前文 

 第１章 総則（第１条―第３条） 

 第２章 議会の活動原則（第４条―第７条） 

 第３章 議員の活動原則（第８条―第１０条） 

 第４章 市民と議会の関係（第１１条―第１３条） 

 第５章 議会と市長等との関係（第１４条―第１６条） 

 第６章 議会機能の充実強化（第１７条―第２０条） 

 第７章 議会事務局等（第２１条，第２２条） 

 第８章 議員の身分及び待遇（第２３条，第２４条） 

 第９章 補則（第２５条） 

 付則 

 

 地方分権の進展により，これまで議会の関与が制限されていた機関委任事

務が廃止され，大幅な権限移譲が行われた。 

これにより，議会の権限と責務が飛躍的に増大するなど，本格的な地域主

権時代を迎え，地方議会を取り巻く環境に大きな変化が生じている。 

土浦市議会（以下「議会」という。）は，土浦市民から選挙で選ばれた議員

により構成される合議制の機関であり，日本国憲法に定める二元代表制の下，

同じく選挙で選ばれた独任制の市長と，それぞれ異なる特性を活かしながら

議論を深め協力し合うことはもとより，市政運営の基本的な方針を議決する

意思決定機関としての役割を担っている。 

このため，議会は，公正性，透明性及び信頼性を確保し，分かりやすい議

会運営を行うことで開かれた議会づくりに努めるとともに，日頃の市民生活

の中にある新たな行政課題を的確に把握し，自由闊
かっ

達な討議により積極的な

政策立案・政策提言に努め，もって地方自治の本旨の実現を目指さなければ

ならない。 

よって，議会の担うべき役割や責務を果たすとともに，市民からの負託に

応えるため不断の改革を続けることを決意し，この条例を制定する。 

   第１章  総則 
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 （目的） 

第１条 この条例は，新しい地方自治の時代において，二元代表制の下，市 

民に開かれた議会を目指し，議会及び議員の責務，活動原則その他の議会 

に関する基本的事項を定めることにより，意思決定機関である議会がその 

機能を発揮し，もって市民福祉の向上と市政の発展に寄与することを目的 

とする。 

 

 

 （条例の理念） 

第２条 この条例は，議会に関する基本的事項を定める条例であり，議会に 

関する他の条例，議会規則及び議会規程（第４条において「条例等」とい 

う。）を制定し，又は改廃するときは，この条例の趣旨を十分に尊重するも 

のとする。    

２ 議会は，議員にこの条例の理念を浸透させ，その実践に努めなければな 

らない。 

 

 

（定義） 

第３条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該 

各号に定めるところによる。 

（１）市民 市内に在住，在勤又は在学をする個人及び市内で活動する法人 

  その他の団体をいう。 

（２）市長等 市長その他の執行機関をいう。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫        

地方自治体は，市民が市長と議員をそれぞれ選挙で選ぶ二元代表制をとっ

ています。議会は，市民が選んだ２つの代表のうちの一方として，もう一方

の代表である市長と協力しながら，責任をしっかりと果たします。 

地域主権時代を迎え，地方自治体の権限と責任が大きくなっている中で，

市長が提案した重要事項を最終的に決定する「意思決定機関」である議会に

関する基本的なことを定め，それに基づき活動することで，市民生活の向上

と市政の発展を目指します。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 この条例を土浦市議会の最も基本的な取り決めとし，議会に関する

条例，規則等を改正するときや，制定，廃止する場合は，この条例の趣

旨を損なうことのないようにします。 

第２項 議会は，議員にこの条例の理念を理解させ，その理念達成のための

実行に努めます。  
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（３）委員会 土浦市議会委員会条例（昭和４２年土浦市条例第２号）に定 

める常任委員会，議会運営委員会及び特別委員会をいう。 

 

 

   第２章  議会の活動原則 

（議会の活動原則） 

第４条 議会は，次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

（１）市政における意思決定機関であることから，公正性，透明性及び信頼 

  性を確保し，市民に開かれた議会運営に努めること。 

（２）市民の多様な意見を市政に反映させるため，市民の意見を的確に把握 

  し，政策立案及び政策提言を積極的に行うこと。 

（３）議決責任を深く認識し，市民に対して積極的に情報を提供するととも 

  に，説明責任を果たすこと。 

（４）市民に分かりやすく，傍聴及び視聴の意欲を高める議会運営に努める 

こと。 

（５）市長等の市政運営状況を監視し，及び評価する機能を果たすこと。 

（６）言論の府であることを認識し，議員相互間の討議を中心とした議会運 

  営に努めること。 

（７）条例等については，不断に見直しを行うこと。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

この条例に規定されている用語の意味を解説しています。  

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

合議体である議会の活動原則を明確にしたものです。 

第１号 議会は，市政の重要事項の最終決定を行う機関であることから，常

に公正かつ透明な議会運営を心掛けること。 

第２号 多様化している市民ニーズの把握に努め，よく議論し，それらの意

見を議会独自の政策として立案することや提案することにつなげるこ

と。 

第３号 市政の重要事項の議決責任を重く受け止め，議会報告会等において

市民に対して議決した内容や意思決定過程等について誠実に説明するこ

と。 

第４号 市民にとって分りやすく，傍聴意欲が高まるよう，必要に応じ議案

等に関する資料の提供等を行うなど，積極的な議会運営に努めること。 

第５号 市長等が行政執行を適切に行っているかを監視し，その成果等につ

いて評価することが議会の役割の一つであることから，これを責任をも

って果たすこと。 

第６号 議会は，言論の場であることを認識し，議員同士の議論を尽くして，
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 （定例会の回数，会期等） 

第５条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１０ 

 ２条第２項の規定による議会の定例会の回数は，年４回とする。 

２ 定例会の会期及び運営等については，土浦市議会会議規則（昭和４２年 

土浦市議会規則第１号）の定めるところによる。 

 

 

 （委員会） 

第６条  委員会は，多様な市政の課題に迅速かつ的確に対応するため，機動 

的に開催するとともに，委員会の専門性と特性を活かし，その機能を発揮 

 するよう運営しなければならない。 

２ 委員会での審査に当たっては，委員間討議を重視し，資料等を積極的に 

 提供しながら，市民に対して分かりやすい議論に努めなければならない。 

３ 委員会は，市民からの要請があるときは，審査の経過等を説明するとと 

 もに，必要に応じて意見を交換する場を設けるよう努めるものとする。 

４ 委員会での審査経過と審査結果は，委員長及び副委員長が責任を持って 

 取りまとめ，委員長は，委員長報告の質疑に対して責任を持って答弁を行 

 うものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか，委員会の設置等については，土浦市議会委 

員会条例（昭和４２年土浦市条例第２号）の定めるところによる。 

議会として，判断し，意思決定してくこと。 

第７号 議会運営に関する条例，規則については，議会を取り巻く社会情勢

の変化に的確に対応するため，必要に応じて見直しを行うこと。  

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫        

第１項 土浦市議会の定例会の回数は１月から１２月までの１年間に４ 

回とします。 

第２項 議会の会期や運営等の詳細については，土浦市議会会議規則に定め

ます。  

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫        

第１項 重要な行政課題に対し常任委員会，特別委員会の持つ専門性などを

活かし，適切かつ迅速に対応することを規定しています。 

第２項 審査する資料等を傍聴者に積極的に提供し，委員間において多様な

意見を出し合う自由討議を中心に分かりやすい運営に努めます。  

第３項 市民から要請があれば，委員会での審査経過等を説明し，必要に応
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 （危機管理） 

第７条 議会は，災害等の不測の事態が発生した場合は，市民の生命，身体 

 及び財産を守るため，市民及び地域の状況を的確に把握し，市長等に対し 

 速やかに必要な要請を行うものとする。 

 

 

   第３章  議員の活動原則 

 （議員の活動原則） 

第８条  議員は，次に掲げる原則に基づき活動しなければならない。 

（１）議会が言論の府であること及び合議制機関であることを認識し，議員 

  間の自由な討議を重んじること。 

（２）議案に対する議決への参加のみならず，本市の政策を自ら策定するた 

  め，議案を提出することを議員の重要な役割と捉え，積極的な調査研究 

  活動をすること。 

（３）市政の課題全般について市民の意見を的確に把握するとともに，自己 

の資質を高める不断の研さんにより，市民の代表として，ふさわしい活 

動をすること。 

（４）特定の地域，団体及び個人の事案解決だけでなく，市民全体の代表と 

  して，その福祉の向上を目指して活動すること。 

（５）議会活動について，市民に対して説明責任を果たすこと。 

 

じて意見交換会等を開催するよう努めます。 

第４項 委員会での審査経過と審査結果については，委員長と副委員長がと

りまとめ，委員長報告に対する質疑があった際には委員長が責任をもっ

て答弁を行います。 

第５項 委員会の設置及び運営等に関する詳細については，土浦市議会委員

会条例に定めます。  

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

 東日本大震災により，本市においても多くの一般家屋が被害を受けるとと

もに，水道設備等のインフラが被災し市民の日常生活において大きな支障と

なりました。また，近年突発的に発生している竜巻による被害も受けたこと

から，これらの経験を踏まえ，災害等の不測の事態から市民を守るための対

応について規定しています。 
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 （会派） 

第９条 議員は，議会活動を行うため，会派を結成することができる。 

２ 会派は，主として政策に関して同一の理念を共有する議員で構成し，活 

 動する。 

３ 会派は，政策の立案及び提言を行うための調査研究等を積極的に行うよ 

 う努めなければならない。 

４ 会派は，政策立案，政策提言，政策決定等に関し，必要に応じて他の会 

 派と合意形成に努めるものとする。 

 

 

 （議員の政治倫理） 

第１０条 議員は，市民全体の代表者として，その負託に応えるため，高い  

 倫理性が求められていることを常に自覚し，品位をもって行動しなければ 

 ならない。 

２ 前項に定めるもののほか，議員の政治倫理については，土浦市議会議員 

の政治倫理に関する条例（平成１０年土浦市条例第２６号）の定めるとこ 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫        

議員の活動原則を明確にしたものです。 

第１号 議会は，言論の場であることを認識し，議員同士の議論を尽くして，

議会として，判断し，意思決定してくこと。 

第２号 政策を立案し提言することを議員の重要な役割と考え，積極的に調

査・研究すること。 

第３号 市政における課題全般について多様な住民の意見を把握するととも

に，議員としての資質向上等に努め，選挙で選ばれた議員としてふさわ

しい活動をすること。 

第４号 議員は，特定の地域・団体・個人の個別事案だけでなく，市民全体

の福祉の向上を目指して活動すること。 

第５号 市民に市政の課題や実情について正確に理解してもらうことも必要

であることから，その説明に努めること。  

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫        

第１項 議員は，会派を結成することができます。 

第２項 会派は，主として基本的な理念や政策の考え方を同じくする議員で

構成するものであり，議会運営の中心的な役割を果たす集団となります。 

第３項 会派は，政策立案・政策提言を行うために，市政課題に関する情報

収集，調査・研究を行い，会派として研修，勉強会，現地調査等を実施

することで，より効果的な議員活動を行います。 

第４項 合議体である議会で，自分たちの政策等を実現していくためには，

多くの議員の賛同を得なければなりません。このため，議会で政策目標

が一致するよう会派同士が協議し，政策形成や議会運営をしていきます。 
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ろによる。 

 

 

   第４章  市民と議会の関係 

 （市民参加） 

第１１条  議会は，市民に対し，積極的にその有する情報を発信し，説明責 

 任を果たさなければならない。 

２ 議会は，請願及び陳情を市民による政策提案と位置付け，その調査及び 

審議においては，これらの提案者の求めに応じ，又は議会自ら，意見を聴 

く機会を設けることができる。 

３ 議会は，公聴会制度及び参考人制度を活用して，市民の専門的又は政策 

 的識見等を議会の討議に反映させるよう努めるものとする。 

４ 議会は，議会報等の多様な手段を活用することにより，多くの市民が議 

 会及び市政に関心を持つよう広報活動に努めるものとする。 

 

 

 （会議等の公開） 

第１２条 議会は，本会議，常任委員会及び特別委員会については原則とし 

 て公開するものとし，その他の会議についても公開に努めるものとする。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫        

第１項 議員は，選挙により市民から負託を受けた代表として，一般の職業

よりも高い倫理を守るべき義務があることを常に自覚するとともに，公

務中・公務外にかかわらず議員としてふさわしい品格と地位を保持しな

ければならない。 

第２項 議員の政治倫理に関する詳細については，土浦市議会議員の政治倫

理に関する条例に定めます。  

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 議会は，市民からの負託に応えるために，議会活動について市民に

説明することが不可欠であり，それを責務として定めています。 

第２項 請願と陳情は市民が議会へ直接提案・要望を行う行為であることか

ら，議会は提案者が希望したとき，または議会が必要に応じて，説明や

意見を聴く機会を設けることができます。 

第３項 学識経験者や利害関係人から直接話を聞く制度として地方自治法に

規定されている公聴会制度と参考人制度を積極的に活用し，市民の意見

や専門的・政策的識見を議会の討議に反映させるよう努めます。 

第４項 市議会だよりや市議会ホームページなどを活用し，議案に対する各

議員の対応や一般質問等の内容はもちろん，市政に関する重要な情報を

積極的に提供します。  
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２ 議会は，議員研修会等についても必要に応じて公開するものとする。 

 

 

 （議会報告会） 

第１３条 議会は，説明責任を果たし，また，市民の多様な意見を把握し， 

 市政の諸課題に柔軟に対処するため，議員及び市民が情報及び意見を交換 

 する議会報告会を行う。 

２ 前項に定めるもののほか，議会報告会に関し必要な事項については，別

に定めるものとする。 

 

 

   第５章  議会と市長等の関係 

 （市長等との関係） 

第１４条  議会は，二元代表制の下，その役割を果たすため，市長等との健

全な緊張関係の保持に努めなければならない。 

２ 本会議における一般質問は，一括質問・一括答弁方式で行うほか，市政 

上の論点を明確にするため，一問一答の方式で行うことができる。 

３ 議長から本会議及び委員会への出席を要請された市長等は，議長又は委 

 員長の許可を得て，議員の質問に対して反問することができる。 

 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 本会議，常任委員会及び特別委員会を原則公開とします。ただし必

要に応じ秘密会や非公開とすることができます。詳細については会議規

則や委員会条例に定めています。また，傍聴に関しても傍聴規則を定め

ています。 

第２項 議会が行う議員研修会等についても必要に応じて公開します。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 市民に開かれた議会であるために，市政の諸課題についての説明責

任を果たすとともに，市民との意見交換を行い政策立案に活かすことを

目的とし，議会として議会報告会を開催します。 

第２項 議会報告会の開催方法については，土浦市議会議会報告会実施要項

に定めます。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 二元代表制においては，議事機関（議会）と執行機関（市長等）の

権限は明確に区分されており，相互の調和の上に，民主的で公正な行政

運営の実現が期待されるものとされています。その二元代表制の趣旨に

鑑み，議会と市長等が緊張ある関係を保つことを規定しています。 
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 （議員の文書による質問等） 

第１５条  議員は，重要かつ緊急なものについて，閉会中に議長を通して市 

長等に対し文書による質問を行い，文書による回答を求めることができる。 

２ 前項に規定する文書による質問及び回答の内容については，全議員に通 

知するとともに，市民に公表するものとする。 

３ 議会は，市長等との関係の透明性を図るため，議員から市長等に口頭に 

よる要請等があったときは，当該要請等に係る内容及び対応，経過等を記 

録した文書を作成するよう市長等に求めるものとする。 

４ 前項の規定により作成を求めた文書が市長等により作成された場合にお 

いて，当該文書の公開手続きについては，これを保有する市長等に適用さ 

れる定めによる。 

 

 

 （市長の提案説明） 

第１６条 議会は，市長が提案する重要な政策について，政策水準を高める  

 ことに資するため，市長に対し，次に掲げる事項について明らかにするよ 

 う求めるものとする。 

（１）政策等の提案に至った背景 

（２）他の自治体の類似する政策との比較検討 

第２項 本会議での一般質問は，議員が全ての項目をまとめて質問し，市長

をはじめとする執行機関の出席者がまとめて答弁する一括質問・一括答

弁方式で行う場合は，質問と答弁の関連性が分かりにくいなどの課題が

あります。そこで，論点がより明確になるようにするため，一問一答方

式で行うことができることとしています。 

第３項 質問を行なう議員に対しても，その質問内容についての責任を保持

させるために，市長等から議員に対して反問できることとします。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 議会閉会中であっても，次の議会に先送りすることのできない重要

かつ緊急な事項について，議長を通して市長等に文書で質問を行い，文

書での回答を求めることができます。 

第２項 前項での質問及び回答については，「開かれた議会」の実現のため公

表していきます。 

第３項 議員が行う市長等への要請に関して，両者の関係の透明性を確保す

るために，その要請とその対応等について記録した文書を作成するよう

市長等に求めるものとしています。 

第４項 前項で記録した文書について，情報公開請求がされた場合は執行機

関における情報公開に係るルールに従い公開されることとなります。 
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（３）総合計画との整合性 

（４）関係法令及び条例等 

（５）市民参画の実施の有無とその内容 

（６）財源措置 

（７）将来にわたるコスト計算 

２ 議会は，前項の政策の提案を審議するに当たっては，立案，執行におけ 

 る論点を明らかにするとともに，執行後における政策評価の視点も踏まえ 

 た審議に努めるものとする。 

 

 

   第６章  議会機能の充実強化 

 （議員相互の自由討議による合意形成） 

第１７条  議会は，合議制の機関であることを認識し，本会議，委員会等に 

 おいて議案等の審議又は審査をするに当たっては，合意形成に向けた自由 

 討議を通じて議員相互間の議論を尽くすよう努め，意思決定するものとす 

 る。 

 

 

 （議決事件の追加） 

第１８条 議会は，議事機関としての機能強化のため，法第９６条第２項の 

 規定に基づく議会の議決すべき事件（次項において「追加議決事件」とい 

 う。）の追加について積極的に検討するものとする。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 市民生活に重要な影響を与えるような政策等に対する議会の意思決

定にあたっては，より慎重な政策論議を行なう必要があります。そのた

めに，本会議及び委員会における審議・審査に当たって，論点を明確に

するため，市長等に対し関連情報の提出を求めることができることとし

ました。 

これにより，提案される政策の信頼性・正当性が確保され，議会とし

ての政策水準を高めることができます。 

第２項 議会は，市長から提供された情報をもとに論点を明確にし，政策執

行後の評価に役立つような審議に努めることを規定しています。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

 本会議及び委員会において議案を審議及び審査するに当たり，市長等への

質疑のみならず議員相互間の自由討議によって多様な意見を出し合った上で

結論へ至ること，また，討議により結論までの過程を明らかにするよう努め

ます。 



71 

 

２ 追加議決事件については，市議会の議決すべき事件に関する条例（昭和 

２６年土浦市条例第１０８号）で定める。 

 

 

 （政策討論会） 

第１９条 議会は，市政に関する重要な政策及び課題への認識を共有し，議 

 論を深めるため，必要に応じて政策討論会を行い，政策提言に努めるもの 

 とする。 

 

 

 （議員研修） 

第２０条 議会は，議員にこの条例の理念を浸透させるため，一般選挙を経 

た任期開始後速やかに，議員研修を行わなければならない。 

２ 議会は，議員の政策形成及び立案（以下「政策形成・立案」という。）の 

能力の向上を図るため，議員研修の充実強化に努めるものとする。 

３     議会は，議員研修の充実及び強化に当たり，広く各分野から専門的知識 

を取り入れるよう努めるものとする。 

 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 地方自治法第９６条第１項には，必ず議会で決定しなければない１

５項目の議決事項を定めており，また同条第２項は，それら以外に重要

なものについて別に条例を定め，追加することができることとしていま

す。よって，議会機能の強化を図るために議決事件の追加を検討します。 

第２項 議決事項については，市議会の議決すべき事件に関する条例に定め

ます。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

 議会報告会などで市民から聴取した意見等が市政にとって重要な課題であ

った場合，政策討議・政策立案・政策提言をするため政策討論会を開催しま

す。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 議員は，条例の理念を理解する必要があることから，改選期ごとの

研修会の実施を義務付けます。 

第２項 議会が，その機能を果たすためには，議会を構成する個々の議員の

能力向上が必要です。行政課題は年々高度化・複雑化しており，政策立

案を行うに当たり必要な能力の向上を図るためにも，研修や勉強会の開

催，又はそれらに参加し，市政の課題に関する研究に積極的に取り組む

よう努めます。 
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   第７章  議会事務局等 

 （議会事務局の体制整備） 

第２１条  議会は，政策形成・立案を補助する組織として，議会事務局の調  

 査機能及び法務機能の充実強化を図るため，専門的能力の養成に努めるも 

 のとする。 

 

 

 （議会図書室） 

第２２条 議会は，議員の調査・研究及び政策形成・立案の能力の向上を図 

 るため，議会図書室の充実に努めるとともに，適正に管理し，及び運営す 

るものとする。 

２ 前項に定めるもののほか，議会図書室に関し必要な事項については，土 

浦市議会図書室規程（平成１４年土浦市議会規程第１号）の定めるところ 

による。 

 

 

   第８章  議員の身分及び待遇 

 （議員定数） 

第２３条  次項及び第３項に定めるもののほか，議員の定数（以下この条に 

おいて「議員定数」という。）については，土浦市議会議員の定数を定める 

条例（平成１３年土浦市条例第２７号）の定めるところによる。  

第３項 議員研修では，幅広い分野の専門家等を招き，能力の向上に努めま

す。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

本条例において，議会は政策立案及び政策提言に努めることとしているの

で，議会を補佐する議会事務局も調査や法務等の機能の充実強化を図ること

が必要となります。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 議会図書室には政府，都道府県等から送付された公報及び刊行物を

保管のほか，一般に流通しない行政関係資料等も所蔵しています。 

議員の調査研究を支援し，政策形成及び政策立案能力の向上を図るため

に議会図書室の充実に努めます。 

また，土浦市議会図書室規程により市職員や一般市民も利用できること

から，その管理を適正に行います。 

第２項 議会図書室の詳細については，土浦市議会図書室規程に定めます。 
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２ 議員定数の改正に当たっては，他市との比較だけでなく，市政の現状及 

び課題並びに将来の展望を考慮するとともに，市民の意見を参考とし，検 

討するものとする。 

３ 議員定数の条例改正議案は，法第７４条第１項の規定に基づく直接請求 

（次条において「直接請求」という。）による場合及び市長が提出する場合 

を除き，明確な改正理由を付して委員会又は議員が提出するものとする。 

 

 

 （議員報酬等） 

第２４条 次項及び第４項に定めるもののほか，議員報酬については，土浦 

市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３２年土浦市条 

例第１４号）の定めるところによる。 

２ 議員報酬の改正に当たっては，行財政改革の視点，市政の現状及び課題 

並びに将来の展望を考慮した上で，検討するものとする。 

３ 次項に定めるもののほか，政務活動費については，土浦市議会政務活動 

費の交付に関する条例（平成１３年土浦市条例第１０号）の定めるところ 

による。 

４ 議員報酬及び政務活動費の条例改正議案は，直接請求による場合及び市 

長が提出する場合を除き，明確な改正理由を付して委員会又は議員が提出 

するものとする。 

 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 議員定数は，土浦市議会議員の定数を定める条例に定めます。 

第２項 地方議会の議員定数については，地方自治法でその上限を人口区分

に応じて定めていましたが，地方自治法改正により，定数の決定は自治

体の自主的な判断に委ねることとし，上限が撤廃されました。 

したがって，議員定数の改正に当たっては，近隣市や類似団体との比

較はもとより，本市の置かれている状況と中長期的な視点を考慮すると

ともに，市民の意見を参考にします。 

第３項 議員定数を議会自ら改正する場合には，その理由を明確にするもの

とします。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 議員報酬については，土浦市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に

関する条例に定めます。 

第２項 議員報酬の改正をする場合は，行財政改革の視点，本市の置かれて

いる状況と中長期的な視点を考慮し検討します。 

第３項 政策立案及び政策提案を目的とした調査研究に資するために交付さ
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   第９章  補則 

 （見直し手続） 

第２５条  議会は，一般選挙を経た任期開始後，できるだけ速やかに，この 

 条例の目的が達成されているかどうかについて検証するものとする。 

２ 議会は，前項に規定する検証の結果に基づいて，この条例の改正を含む 

 適切な措置を講じるものとする。 

３ 議会は，この条例を改正する場合は，全議員が賛同する改正案であって 

も，本会議において，改正の理由及び背景を詳しく説明しなければならな 

い。 

 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２７年５月１日から施行する。ただし，第１４条第２

項及び第３項の規定は，平成２７年１１月１日から施行する。 

 （土浦市議会定例会条例の廃止） 

２ 土浦市議会定例会条例（昭和３１年土浦市条例第１８号）は，廃止する。 

 

れる政務活動費については，土浦市議会政務活動費の交付に関する条例

に定めます。 

第４項 議員報酬及び政務活動費の条例を議会自ら改正する場合は，その理

由を明確にするものとします。 

≪解≪解≪解≪解    説≫説≫説≫説≫    

第１項 土浦市議会議員改選後なるべく早い時期に，この条例の目的が達

成されているかどうかについての検証を行うものとします。 

第２項 第１項の検証した結果，必要に応じて条例の内容を見直すなどの

適切な措置を講じるものとしています。 

第３項 本条例は議会の最も基本的な取り決めであることから，本条例を

改正する場合は，本会議においてその理由と背景を詳しく説明しなけ

ればなりません。 
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土 浦 市 議 会 告 示 第   号  

 

土 浦 市 議 会 議 会 報 告 会 実 施 要 項 （ 案 ）  

 

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 項 は ，土 浦 市 議 会 基 本 条 例（ 平 成 ○ ○ 年 土 浦 市 条 例 第  

○ ○ 号 ）第 １ ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ き 実 施 す る 議 会 報 告 会（ 以 下  

「 報 告 会 」 と い う 。） に つ い て ， 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

（ 実 施 回 数 等 ）  

第 ２ 条  報 告 会 は ， 年 １ 回 以 上 開 催 す る 。  

２  報 告 会 の 開 催 の 日 程 は ， 広 報 広 聴 委 員 会 に お い て 決 定 す る 。  

（ 実 施 内 容 ）  

第 ３ 条  報 告 会 に お い て 報 告 す る 内 容 は ， 次 に 掲 げ る 事 項 と す る 。  

（ １ ） 議 会 の 活 動 状 況 に 関 す る 事 項  

（ ２ ） 予 算 等 の 審 議 状 況 に 関 す る 事 項  

（ ３ ） 前 ２ 号 に 掲 げ る も の の ほ か ， 重 要 と 思 わ れ る 事 項  

２  議 員 は ，前 項 に 規 定 す る 報 告 に 関 し て は 自 己 の 意 見 を 述 べ て は な  

ら な い 。た だ し ，議 員 個 々 の 意 見 を 求 め ら れ た 場 合 は ，こ の 限 り で  

な い 。  

３  前 各 項 に 規 定 す る も の の ほ か ，報 告 会 に お い て は テ ー マ を 設 定 し ， 

市 民 と の 意 見 交 換 を 行 う も の と す る 。  

（ 報 告 会 の 運 営 ）  

第 ４ 条  報 告 会 を 円 滑 に 運 営 す る た め ，次 に 掲 げ る 事 項 を 広 報 広 聴 委  

員 会 に お い て 行 う も の と す る 。  

（ １ ） 報 告 会 の 会 場 の 決 定  

（ ２ ） 報 告 会 に 付 す テ ー マ の 選 定  

（ ３ ） 報 告 会 で 使 用 す る 資 料 等 の 作 成  

（ ４ ） 前 ３ 号 に 掲 げ る も の の ほ か ， 報 告 会 の 運 営 に 関 す る 事 項  

（ 出 席 議 員 ）  

第 ５ 条  報 告 会 に 出 席 す る 議 員（ 次 条 に お い て「 出 席 議 員 」と い う 。）  

に つ い て は ， 議 長 が 議 会 運 営 委 員 会 に 諮 っ て 決 定 す る 。  

（ 職 務 分 担 等 ）  

第 ６ 条  出 席 議 員 の 分 担 す る 職 務 は ，概 ね 次 に 掲 げ る と お り と し ，そ
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の 出 席 議 員 が 協 議 し 決 定 す る 。  

（ １ ） 司 会 者  

（ ２ ） 報 告 者  

（ ３ ） 記 録 者  

２  質 問 等 に 対 す る 答 弁 は ，出 席 議 員 の 中 か ら 司 会 者 が 指 名 し た 者 が  

行 う も の と す る 。  

（ 報 告 会 の 記 録 ）  

第 ７ 条  報 告 会 の 記 録 に つ い て は ，記 録 者 が 別 記 様 式 の 議 会 報 告 会 実  

施 報 告 書 （ 第 ９ 条 に お い て 「 報 告 書 」 と い う 。） に そ の 要 点 を 筆 記  

す る 。  

（ 報 告 会 開 催 の 広 報 ）  

第 ８ 条  市 民 へ の 周 知 を 図 る た め ，報 告 会 の 開 催 日 時 及 び 会 場 に つ い  

て 議 会 報 及 び 市 議 会 ホ ー ム ペ ー ジ に 掲 載 す る 。  

（ 報 告 会 の 結 果 報 告 ）  

第 ９ 条  広 報 広 聴 委 員 会 は ，報 告 会 の 結 果 に つ い て 報 告 会 終 了 後 ２ 週  

間 以 内 に ， 報 告 書 の 提 出 に よ り 議 長 に 報 告 す る 。  

２  報 告 書 の 内 容 に つ い て は ，議 長 に 提 出 さ れ た 後 速 や か に 市 議 会 ホ  

ー ム ペ ー ジ に 掲 載 す る も の と す る 。  

３  報 告 会 に お い て な さ れ た 行 政 に 対 す る 要 望・提 言 等 で 重 要 な も の  

は ，議 会 運 営 委 員 会 で 協 議 の 上 ，議 長 が 市 長 に 文 書 等 で 報 告 す る も  

の と す る 。  

（ 補 則 ）  

第 １ ０ 条  こ の 要 項 に 定 め る も の の ほ か ，報 告 会 の 実 施 に 関 し 必 要 な  

事 項 は ， 広 報 広 聴 委 員 会 が 定 め る 。  

 

付  則  

 こ の 告 示 は ， 平 成 ２ ７ 年 ５ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  
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別 記 様 式 （ 第 ７ 条 関 係 ）  

議 会 報 告 会 実 施 報 告 書 

  年   月   日  

（ 報 告 先 ） 土 浦 市 議 会 議 長  

土 浦 市 議 会 議 会 報 告 会 実 施 要 項 第 ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 提 出 し

ま す 。  

土 浦 市 広 報 広 聴 委 員 会 委 員 長          ㊞  

開 催 日 時   年  月  日（  ）   時   分  ～   時   分  

開 催 場 所   

出 席 議 員  

司 会 者   

報 告 者  
 

記 録 者   

 

参 加 人 数                        人  

実 施 内 容  

 

主 な 意 見  

・ 提 言 等  

 

そ の 他 

特 記 事 項  
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土 浦 市 議 会 広 報 広 聴 委 員 会 規 程 （ 案 ）  

 

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 規 程 は ，土 浦 市 議 会 会 議 規 則（ 昭 和 ４ ２ 年 土 浦 市 議 会 規  

則 第 １ 号 。 第 ６ 条 に お い て 「 会 議 規 則 」 と い う 。） 第 １ ５ ９ 条 第 ４  

項 の 規 定 に 基 づ き ， 広 報 広 聴 委 員 会 (以 下 「 委 員 会 」 と い う 。 )に 関  

し ， 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

（ 所 掌 事 務 ）  

第 ２ 条  委 員 会 の 所 掌 事 務 は ， 次 の と お り と す る 。  

（ １ ）議 会 報 告 会（ 土 浦 市 議 会 議 会 報 告 会 実 施 要 項（ 平 成 ○ ○ 年 土 浦  

市 議 会 告 示 第 ○ ○ 号 ）第 １ 条 で 定 め る「 報 告 会 」を い う 。次 項 に  

お い て 同 じ 。） の 企 画 及 び 運 営 に 関 す る こ と 。  

（ ２ ） 議 会 報 告 会 で 聴 取 し た 意 見 等 の 整 理 に 関 す る こ と 。  

（ ３ ） 議 会 報 の 編 集 に 関 す る こ と 。  

（ ４ ） 議 会 の ホ ー ム ペ ー ジ に 関 す る こ と 。  

（ ５ ） 議 会 放 映 に 関 す る こ と 。  

（ ６ ）前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か ，議 会 の 広 報 及 び 広 聴 に 関 す る こ と 。 

（ 委 員 の 定 数 及 び 任 期 ）  

第 ３ 条  委 員 会 の 委 員 の 定 数 は ６ 人 と し ，次 の 者 を も っ て こ れ に 充 て  

る 。  

（ １ ） 副 議 長  

（ ２ ）常 任 委 員 会 委 員 長 及 び 議 会 運 営 委 員 会 委 員 長（ 次 項 に お い て「 委  

員 会 委 員 長 」 と い う 。）  

２  委 員 の 任 期 は ， 副 議 長 及 び 委 員 会 委 員 長 の 在 任 期 間 と す る 。  

（ 委 員 長 及 び 副 委 員 長 ）  

第 ４ 条  委 員 会 に ，委 員 の 互 選 に よ り 委 員 長 及 び 副 委 員 長 1 人 を 置 く 。 

２  委 員 長 は ，委 員 会 を 主 宰 し ，委 員 長 に 事 故 が あ る と き ，又 は 委 員  

長 が 欠 け た と き は ， 副 委 員 長 が こ れ に 当 た る 。  

（ 招 集 及 び 審 議 ）  

第 ５ 条  委 員 会 は ，委 員 長 が 招 集 し ，所 掌 事 務 に 関 す る 各 般 の 事 項 を  

審 議 す る 。  

 （ 運 営 ）  

第 ６ 条  会 議 規 則 及 び こ の 規 程 に 定 め る も の の ほ か ，委 員 会 の 運 営 に  

つ い て は ，土 浦 市 議 会 委 員 会 条 例（ 昭 和 ４ ２ 年 条 例 第 ２ 号 ）に 定 め  
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る 常 任 委 員 会 の 運 営 の 例 に よ る 。  

（ 委 任 ）  

第 ７ 条  こ の 規 程 に 定 め る も の の ほ か ， 委 員 会 に 関 し 必 要 な 事 項 は ， 

委 員 長 が 委 員 会 に 諮 っ て 定 め る 。  

 

付  則  

 こ の 規 程 は ， 平 成 ２ ７ 年 ５ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  
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１ 請願・陳情者の意見陳述 

 

議会基本条例の必須要件の一つとされている「請願・陳情者の意見陳述」の規定を

議会基本条例（素案）第１１条第２項に盛り込んだことから，その運用についても協

議を行いました。 

協議に際しては，視察を行った横須賀市議会と県内の先進自治体の事例を参考とし，

慎重に協議を行いました。 

主な協議内容は以下のとおりです。 

 

■ 意見陳述者の指名について 

○ 同一趣旨でも各団体が主体性を持って提出するわけだから，基本的にそれを尊重

するということが原則。意見陳述者を議会側が選ぶのでなく，団体間で調整しても

らう方が，一方的にやっているのではないという印象を与えると思う。 

○ 請願・陳情者には圧力団体等もあり得るという話を聞いた。だから議長が選ぶと

いうことを規定した。声の大きな団体ばかりがまかり通っても困るので文言を整理

しておかないと，突っ込まれてしまう。 

○ 取手市議会から聞いた話では，基本条例制定後に問題があって陳情書等処理規定

を作った。反社会的な団体，個人を含めて３～４名の方たちが毎定例会に，多いと

きは１０件もの陳情を出す。出している以上は１件当たり５分の陳述時間を認めて

いることから，定例会ごとに大きな問題になっている。 

中には議員に対する中傷的なものを含む陳情も出てきている。そういう中でこの

処理規程を作ったという経緯がある。その段階で一定のフィルターを掛けた上で最

低限のものだけに陳述機会を与えるという運用をしている。 

○ 議長の諮問機関である議会運営委員会で議論して，最終的に議長が判断するとい

う段階が踏めると思う。だから，ルール上固くしておいた方が良いと思う。運用に

関しては提出者の意見を聴いて，その中で選出する形をとれば良い。 

 

■ 意見陳述者の時間について 

○ コンパクトにまとめれば５分でも話せる。 

○ ５分とは１項目５分？ 

○ 項目毎にすると，項目をいっぱい出してきて，それこそ１０項目書いてあれば５

０分になってしまう。 

○ 委員会の議事進行に支障をきたすといけないから，１０分でスタートしてはどう

か。 

 

協議の結果，当特別委員会としては請願・陳情者の意見陳述について以下のとおり

提言します。 

  

第５章 土浦市議会基本条例の運用 
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請願・陳情者の意見陳述について（議会基本条例第１１条第２項関係） 

 

同一趣旨の請願・陳情が異なる提出者から複数提出された場合，全ての提出者に意見

陳述を認めると，円滑な委員会運営に支障をきたす恐れがある。 

従って，このようなケースを想定して，事前に議会運営委員会においてその対策につ

いて協議することが望ましい。 

具体的には，複数の提出者の中から「議長が議会運営委員会に諮って決定する。」など

とすることが想定される。 

また，反社会的内容が含まれるような請願・陳情，及び意見陳述を認めることによっ

て何か支障をきたす恐れのある場合には，その意見陳述を認めるか否かの許否について

も議長が議会運営委員会に諮って決定すべき。 

請願・陳情を受理する際には，意見陳述の希望の有無と，同一趣旨の請願・陳情が異

なる提出者から複数提出された場合の意見陳述の取り扱いについてを提出者に予め知ら

しめる必要がある。 

意見陳述者への議員からの質疑については，以下の２点の理由により認めないことと

すべき。 

① 議員からの質疑を認めると，請願・陳情者にとって敷居が高くなり，意見陳述を躊

躇させかねない。 

② 内容によっては議員から厳しい質問や，矢継ぎ早の質問がなされる恐れがあること

から，意見陳述の機会の保障という側面とトラブル防止の側面から認めるべきでな

い。 

また，意見陳述者へは注意事項を明記した文書（別添注意事項〈案〉を参照）を配布

することが望ましい。 

委員長は，下記の会議規則（抜粋）により議事を進行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員会の開催日時については，これまで一般質問の進行状況に合わせて臨機応変に委

員長が決定してきたが，請願・陳情者の意見陳述が予定されている委員会にあっては，

意見陳述者に配慮し事前に開催日時を決定した上で，その旨意見陳述者に通知すべきで

ある。 

（発言内容の制限） 

第１０９条  発言はすべて，簡明にするものとして，議題外にわたり又はその範 

囲をこえてはならない。 

２ 委員長は，発言が前項の規定に反すると認めるときは注意し，なお従わない場 

合は発言を禁止することができる。 

（発言時間の制限） 

第１１２条  委員長は，必要があると認めるときは，あらかじめ発言時間を制限 

することができる。 

２ 委員長の定めた時間の制限について，出席委員から異議があるときは，委員長 

は，討論を用いないで会議にはかって決める。 
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１ 同一趣旨の請願・陳情が異なる提出者から複数提出された場合，全ての

提出者から意見陳述が行われると円滑な委員会運営に支障をきたすこと

から，議長が提出者の中から１名（１団体）を指名させていただくことに

なります。 

  また，請願・陳情の内容によっては意見陳述を認められないことがあり

ます。 

 

２ １の場合，その結果を通知します。 

 

３ 意見陳述を行う提出者へは事前に委員会の開催日時と場所をお知らせ

します。 

 

４ 意見陳述の発言者は１名とし，その補助者を１名同席することができま

す。 

 

５ 意見陳述は，簡明に，請願・陳情の内容から逸脱することのないよう概

ね１０分間内にお願いします。 

 

６ ５に従わない場合は，委員長が発言を禁止することがあります。 

 

７ 請願・陳情の審議結果については，議決後に提出者へ通知します。 

 

８ 意見陳述者の氏名と発言内容は，会議録に記載されるとともに情報公開

請求の対象となります。 

請願・陳情者提出者の意見陳述における注意事項（案） 
 

 

この度，提出された請願・陳情について，委員会での意見陳述の申し出がありました

ので，意見陳述に当たっての注意事項を下記のとおり記載しますので，予めご了承お願

い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土浦市議会 
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２ 一般質問における一問一答方式の運用 

 

議会基本条例（素案）第１４条第２項において，本会議における一般質問は，従来

の一括質問・一括答弁方式で行うか，または一問一答方式により行うか質問者が選択

した上で行うものと規程しました。 

その運用について，視察を行った流山市議会及び横須賀市議会の運用状況を参考と

した他，一問一答方式を採用している県内市議会の状況を調査した上で協議を行いま

した。 

主な協議内容は以下のとおりです。 

 

○ 流山市議会と横須賀市議会を調べた中で，両市ともに質問時間のみ合計４０分で

２時間を超えてしまうことがある。横須賀市は一括質問・一括答弁方式で２０分や

って，それから一問一答方式の質問時間２０分間を設けているが，内容によっては

２時間を超えてしまう。最初の質問趣旨を述べる時間は必要だろうから１５分，そ

れと一問一答に１５分間あれば，だいたい９０分以内で収まるだろうということで

の提案。 

  ２０分・２０分でやって２時間掛かるということだから，単純であるが１５分・

１５分の提案。 

○ 今までのように制限時間を決めて，あくまでもその範囲の中でやる方が自由度が

あって議論が深まる。２時間もやられては困るので枠は決めるのが望ましい。 

○ 今まで通り９０分で終わらす方向をとった方が良い。 

○ 狙った答弁を貰いたいときは質問回数を増やした方が良いと思うから，一問一答

の質問時間制限だけがあった方が良いと思う。全体で９０分にすると，いくら質問

する側が気を使っても，答える側が気を使わないと終わってしまう。 

  反問権で遣りあいがあった場合，時間制限で終わってしまうと何のための質問だ

ったか分からなくなってしまう。 

○ それは行政の方の責任ではなくて質問する側の問題。質問項目は３つあるが重要

なのは２番目だからそこは一問一答で詰めようとか，１番目と３番目は回答だけ聞

いておこうとか，こちら側の判断で出来る。 

○ １回目は１５分で，２回目以降の質問時間は議論が深まるから１５分でなく２０

分位が良いと思う。そして全体で９０分が良い思うがいかがか。 

○ それは時間の管理が大変だ。 

○ １５分・１５分だと今までの経験からするとやりづらい。 

○ 全体で９０分という意見が最初に出たから９０分でも良いような気がするが，先

進自治体の状況をみると全体で１時間コースが多い。 

○ ６０分ではちょっと後退するような感じなので，現行と同じ９０分で提案してみ

よう。 

○ 一般質問通告の度にどちらにするか確認するわけ？ 

○ 通告書に従来通りの一括質問・一括答弁方式でやるか，あるいは一問一答方式で

やるかを選択する。 

○ それは，項目毎にではなく全体？ 
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○ 全体。 

○ 議場が一問一答方式の議場になっていないと行ったり来たりで時間が掛かっって

しまうので，おのずと新庁舎が出来てきてからでないと一問一答方式は出来ない。 

○ ネット中継の件もあるので，議場も一問一答方式の形態になっていないと無理。 

 

協議の結果，一問一答方式の運用開始は，議会基本条例第１４条第２項及び第３項

の施行を付則により新庁舎開庁後の１２月定例会からとし，運用の詳細については以

下のとおり提言します。 

 

一問一答方式の運用（案） 

① 質問時間及び答弁時間は合計で９０分間以内とする。 

② １回目の質問は一括質問・一括答弁方式とし，質問及び答弁は登壇して行う。 

③ ２回目からは一問一答方式に移行し，質問は質問席で，答弁は自席で行う。 

④ 質問の回数に制限は設けない。 

⑤ 答弁者は現状どおり部長級以上の出席者とする。 

⑥ 一般質問通告書に，「一括質問・一括答弁方式」と「一問一答方式」のいずれか

を選択する旨記載する。 

 

※ 一括質問・一括答弁方式については従来どおりとする。 

 

 

３ 議員の文書による質問の運用 

 

議会基本条例（素案）第１５条第１項及び第２項において，議会閉会中に市長等に

文書による質問をし，回答を求めることができる旨規定しました。 

運用については，明文化したルールが必要であることから土浦市議会文書質問取扱

要項（案）を策定しました。 

主な協議内容は以下のとおりです。 

 

○ 議会基本条例第１５条第１項の「重要かつ緊急な」の範囲をある程度示した方が

良い。 

○ 議会の運営ハンドブックの中に「緊急質問」の規定があり，「想定していない事態

が発生し，その事態が当該公共団体に客観的に緊急を要する重要事項である場合に

議会の同意を得て質問ができる」とされているので，これに当てはめれば良い。 

○ 議長個人の主観で物事判断すべきではない。 

○ 議長の諮問機関である議会運営委員会に諮るべきだと思う。 

 

協議の結果，議員の文書による質問の運用については以下のとおり提言します。 

 

基本条例第１５条第１項の「重要かつ緊急なもの」の取り扱いについては，議長の
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判断に委ねることとなるが，概ね次の事項に配慮すること。 

 ・次回の定例会まで待つことのできない重要かつ緊急性のある事案のみとする。 

 ・所属する常任委員会の所管事項を除くものとする。 

詳細については「土浦市議会文書質問取扱要項（案）」に定めるところによる。 
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土 浦 市 議 会 告 示 第   号  

 

土 浦 市 議 会 文 書 質 問 取 扱 要 項 （ 案 ）  

 

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 項 は ， 土 浦 市 議 会 基 本 条 例 (平 成 ○ ○ 年 土 浦 市 条 例 第  

○ ○ 号 )第 １ ５ 条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 の 規 定 に 基 づ く 文 書 に よ る 質 問  

（ 以 下 「 文 書 質 問 」 と い う 。） に つ い て ， 必 要 な 事 項 を 定 め る も の  

と す る 。  

（ 文 書 質 問 ）  

第 ２ 条  議 員 は ，文 書 質 問 を 行 お う と す る と き は ，文 書 質 問 書（ 様 式  

第 1 号 )を 議 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  文 書 質 問 の 内 容 は ， 一 般 質 問 の 内 容 に 相 当 す る 程 度 の も の と し ， 

そ の 趣 旨 が 理 解 で き る よ う 具 体 的 に 記 載 す る も の と す る 。  

３  文 書 質 問 を 行 う に 当 た っ て は ，大 量 の 質 問 に よ り 執 行 部 の 職 務 に  

支 障 の 生 じ る こ と の な い よ う 配 慮 す る も の と す る 。  

（ 文 書 質 問 書 の 送 付 ）  

第 ３ 条  議 長 は ，文 書 質 問 書 が 提 出 さ れ た と き は ，速 や か に そ の 必 要  

性 ，妥 当 性 ，時 期 等 を 勘 案 し た 上 で 適 正 な も の で あ る と 認 め た 場 合 ， 

市 長 そ の 他 の 執 行 機 関 (以 下「 市 長 等 」と い う 。)に こ れ を 送 付 し な  

け れ ば な ら な い 。  

２  議 長 は ，前 項 に よ る 文 書 質 問 に 対 す る 市 長 等 の 回 答 期 日 を 指 定 す  

る こ と が で き る 。  

（ 文 書 質 問 へ の 回 答 ）  

第 ４ 条  市 長 等 は ，文 書 質 問 書 の 送 付 を 受 け た 後 ，文 書 質 問 回 答 書 (様  

式 第 ２ 号 )を 議 長 に 提 出 す る も の と す る 。  

２  議 長 は ，市 長 等 に 相 当 の 理 由 が あ る と 認 め る と き は ，前 条 第 ２ 項  

に よ り 指 定 し た 回 答 期 日 を 延 長 す る こ と が で き る 。  

３  議 長 は ，文 書 質 問 回 答 書 を 受 理 し た と き は ，速 や か に 文 書 質 問 を  

行 っ た 議 員 に 送 付 す る も の と す る 。  

（ 文 書 質 問 書 等 の 記 録 及 び 公 表 ）  

第 ５ 条  議 長 は ，文 書 質 問 回 答 書 を 受 理 し た と き は ，文 書 質 問 書 及 び  

文 書 質 問 回 答 書 を 議 会 事 務 局 に 保 存 さ せ る と と も に ，議 員 全 員 に 写  

し を 配 布 す る も の と す る 。  
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２  文 書 質 問 書 及 び 文 書 質 問 回 答 書 の 内 容 は ，市 議 会 の ホ ー ム ペ ー ジ  

に 掲 載 す る 方 法 に よ り 公 表 す る も の と す る 。  

 

付  則  

こ の 告 示 は ， 平 成 ２ ７ 年 ５ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  
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様 式 第 １ 号 （ 第 ２ 条 関 係 ）  

 

 

 

 

土 浦 市 長        様  

（ 土 浦 市 議 会 議 長 経 由 ）  

 

土 浦 市 議 会 議 員        ㊞  

 

 

文 書 質 問 書 

 

 土 浦 市 議 会 基 本 条 例 第 １ ５ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 下 記 の と お り 質

問 い た し ま す 。  

 

 

記  

 

１  質 問 件 名  

 

２  質 問 内 容  

 

３  回 答 期 限 及 び そ の 理 由  

  

議

会

事

務

局 

受 付 番 号    年 第  号  

受 付 日    年  月  日  

送 付 日    年  月  日  

回 答 受 理 日    年  月  日  
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様 式 第 ２ 号 （ 第 ３ 条 関 係 ）  

 

 

土 浦 市 議 会 議 員        様  

（ 土 浦 市 議 会 議 長 経 由 ）  

 

土 浦 市 長          

 

 

文 書 質 問 回 答 書 

 

 土 浦 市 議 会 基 本 条 例 第 １ ５ 条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ く  年 第  号 の

文 書 質 問 に つ い て ， 下 記 の と お り 回 答 い た し ま す 。  

 

 

記  

 

１  質 問 件 名  

 

２  回 答 内 容  
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４ 自由討議の運用 

 

議会基本条例（素案）第４条第６号，第８条第１号及び第１７条において，議員相

互間の自由討議を重んじた議会運営を行うよう定めたことから，自由討議の方法につ

いては土浦市議会会議規則に盛り込むことで運用していくこととしました。 

なお，先進自治体においては，会議規則の改正により運用している市議会の他，自

由討議に係る実施要項等を策定している市議会も散見されますが，当特別委員会とし

ては会議規則の改正による運用を提言します。 

 

土浦市会議規則の新旧対照表 

改正前の条文 改正後の条文 

（発言の通告をしない者の発言） 

第５２条 発言の通告をしない者は，通 

告した者がすべて発言を終った後で 

なければ発言を求めることができな 

い。 

２ 発言の通告をしない者が発言しよ 

うとするときは，起立して「議長」と 

呼び，議席番号を告げ，議長の許可を 

得なければならない。 

３ ２人以上起立して発言を求めたと 

きは，議長が発言の順序を決める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（討論の方法） 

第５３条 討論については，議長は，最 

初に反対者を発言させ，次に賛成者と 

反対者をなるべく交互に指名して発 

言させなければならない。 

（質疑又は討論の終結） 

第６０条 質疑又は討論が終ったとき 

は，議長は，その終結を宣告する。 

（発言の通告をしない者の発言） 

第５２条 発言の通告をしない者は，通 

告した者がすべて発言を終った後で 

なければ発言を求めることができな 

い。 

２ 発言の通告をしない者が発言しよ 

うとするときは，起立して「議長」と 

呼び，議席番号を告げ，議長の許可を 

得なければならない。 

３ ２人以上起立して発言を求めたと 

きは，議長が発言の順序を決める。 

（自由討議） 

第５２条の２ 議会は，議員相互間の自 

由討議を行うことで議論を尽くし，論 

点を明確にするとともに意見の相違や 

共通点を確認することにより，合意形 

成に努めるものとする。 

２ 自由討議は，質疑終了後，議長が必 

要があると認めたとき又は議員の発議 

があったとき，会議に諮って行うこと 

ができる。 

（討論の方法） 

第５３条 討論については，議長は，最 

初に反対者を発言させ，次に賛成者と 

反対者をなるべく交互に指名して発 

言させなければならない。 

（質疑，自由討議又は討論の終結） 

第６０条 質疑，自由討議又は討論が終 

ったときは，議長は，その終結を宣告 
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５ 議会報告会の運用 

 

議会報告会は，議会基本条例の「３つの必須要件」の一つとされ，その中でも最も

重要な位置付けとなるものであるとともに，我々議員にとっては荷が重い試みと言え

るかもしれません。しかしながら，改革の視点である「開かれた議会」を実現するた

め，そして何より先進地視察で学んだように議員の資質向上のため，そして市民の意

識改革を期待するためには，議会報告会は必ず成功させなければなりません。 

会場作り等の議会報告会の運用については，先進地である伊賀市議会，亀山市議会，

流山市議会及び横須賀市議会の調査を行った他，実際に所沢市議会議会報告会を見学

することで報告会当日の準備状況や進行方法等の調査を行いました。 

その結果，議会報告会の開催に当たっては，事前の準備が極めて重要となることか

ら以下のとおりその運用に関して提言します。 

なお，報告会の実施に当たりましては，当報告書に記した先進地の状況を十分に参

考にすることを望みます。 

 

① 議会報告会の企画と運営は広報広聴委員会が主体となって行うが，報告会の出席

議員は議会運営委員会において決定することから，必ずしも広報広聴委員会委員と

報告会出席議員が合致するとは限らない。 

従って，広報広聴委員会と報告会出席議員においては緊密に連携を図って報告会

の企画・運営に当たらなければならない。 

② 広報広聴委員会においては，早々に年間スケジュールを決定し，会場の予約等，

必要な措置をとること。 

③ 先進自治体が取り組んでいるように，報告会に臨む前に勉強会を実施し，周到な

準備に心掛けること。 

④ 議会報告会実施の目的の一つに，議員の資質向上を図ることが挙げられる。従っ

て，議会報告会の企画・運営等については，先進自治体と同様に議員自ら行うこと

が肝要である。 

 

６ 反問権の運用 

 

 

２ 質疑又は討論が続出して容易に終 

結しないときは，議員は，質疑又は討 

論終結の動議を提出することができ 

る。 

３ 質疑又は討論終結の動議について 

は，議長は，討論を用いないで会議に 

はかって決める。 

する。 

２ 質疑，自由討議又は討論が続出して 

容易に終結しないときは，議員は，質 

疑，自由討議又は討論終結の動議を提 

出することができる。 

３ 質疑，自由討議又は討論終結の動議 

については，議長は，討論を用いない 

で会議に諮って決める。 
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議会基本条例（素案）第１４条第３項に反問権について規定を設けました。反問権

については，これまで全員協議会等で示してきたとおり質問趣旨の確認の他，市長等

が質問者の考え方を問ういわゆる『反論権』についても，二元代表制の下，互いに緊

張感を保持し切磋琢磨するために付与するものとします。 

 

７ 市長の提案説明について 

 

議会基本条例（素案）第１６条第１項に規定した「市長が提出する重要な政策」の

範囲については，市長の判断によるものとします。 

また，第１６条第１項第７号の「将来にわたる」の期間は，その政策ごとに適した

期間とします。 
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１ 議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償の検討における調査・研究 

 

地方議会の議員定数は，平成２３年５月までは地方自治法において人口段階別に上

限値が法定されており，その枠内において条例によりその定数を定めることとされて

おりました。よって，地方議会においてはその範囲内で議員定数を定めれば良かった

が，平成２３年５月の自治法改正によりその法定上限値が撤廃され，それぞれの団体

において議員定数を条例により自由に定めることができるようになりました。 

それにより自治体の実情に応じた議員定数を定めることができ，自由度が高まった

と言える反面，定数を定める拠りどころがなくなったことにより，地方議会自らその

基準づくりをすることが必要となりました。 

そこで当特別委員会では，議員定数の他，議員報酬・政務活動費・費用弁償につい

ても多角的に調査・研究する必要があることから以下の事項について調査を行いまし

た。 

○ 県内３３市の人口，面積，定数，議員一人当たりの人口，高齢者人口，産業者別

就業者構成，耕地面積，当初予算額，議会費予算額，職員数，議員一人当たりの

職員数，非正規職員数，議員報酬，市民一人当たりの全議員の月額報酬額，政務

活動費，費用弁償額，財政力指数 

○ 類似団体（４３団体）の人口，面積，定数，議員一人当たりの人口，高齢者人口，

産業者別就業者構成，耕地面積，財政力指数，職員数，議員一人当たりの職員数，

非正規職員数，議員報酬，市民一人当たりの全議員の月額報酬額 

また，市議会における審議の中核を成す常任委員会の数と構成人数の視点から議員

定数の根拠を求めることも必要であることから，県内市議会及び類似団体の市議会の

常任委員会の数，名称及び構成人数についても調査・研究を行いました。 

議員定数・議員報酬の審査に当たっては，廣瀬和彦氏（全国市議会議長会法制参事・

明治大学政治経済学部・公共政策大学院講師）の講演会での「議員定数・議員報酬を

定める上での考え方」についても参考としました。 

 

２ 議員定数・議員報酬等に関するアンケート調査 

 

議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償の審査を多角的視野により行うに当た

って当事者となる議員個々の考え方についても調査するべきとの委員発議により，そ

の４項目について全議員を対象としたアンケート調査を実施しました。 

アンケートの集計結果は以下のとおりです。 

第６章 議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償の検討 



アンケート結果の集計

議員定数

現状維持 17 人

増やす 0 人

減らす 10 人

議員報酬

現状維持 21 人

増額 3 人

減額 2 人

その他 1 人

政務調査費 （政務活動費）

現状維持 17 人

増額 2 人

減額 7 人

その他 1 人

費用弁償

現状維持 14 人

増額 0 人

減額 4 人

その他 9 人

現状維持

63%

増やす

0%

減らす

37%

現状維持

78%

増額

11%

減額

7%

その他

4%

現状維持

63%

増額

7%

減額

26%

その他

4%

現状維持

52%

増額

0%

減額

15%

その他

33%

94



２４人に減らす

議員定数の明確な根拠は無い。本会議中心の議会ならば１０～１５人，委員会中心主義の
議会では（６人×常任委員会数）として２０人位が妥当だと思う。現在，議員数が２８人だか
ら２０人になると，一挙に人数が減ることになるので思わぬ弊害も予想される。従って２８→
２４→２０人と段階的に削減して，８年後は２０人とするのが良いと思う。他市と比較して現在
はいかにも多すぎる。

現状維持

現状維持
将来，他市との合併を考えたとき，本市の定数を維持しておかないと，地域の声が届かなく
なる。また，人口の少ない地域の声が反映しづらくなる。

現状維持 市民の声を吸い上げる為には現在の人数位は必要だと思う。

現状維持

１　東西南北に分けた場合　４×７人＝２８人　◎今のところ妥当
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ４×５人＝２０人
２　飯能市の例 「徐々に削減，その中でペーパーレスやタブレット導入。議会改革をし，委
員会も３つにした。」

現状維持

現状維持
全国的に議員定数を見ても，現状が妥当であると考える。定数が少なければ良いというも
のではない。

現状維持
少数意見を反映するため多い方がいいのであるが，他市とのバランスを考えると現状で良
い。

現状維持 市民の代弁者としてやっていくには現状維持が最適である。

現状維持 県内（３２市）の状況，類似団体の状況からみても現状維持とする。

現状維持

現状維持 人数が少ないと住民が相談できない。

現状維持
議員活動，議会の正常化維持，
削減による少数意見の反映が難しくなる。

現状維持
「他市と比べて…」などとなりがちですが，これ以上減らすことなく，せめて現状は維持すべ
きです。少ないほど市民の議会とのパイプは細くなります。

現状維持

定数を減らすということは，議会の常任委員会において，執行部に対するチェックすべき議
員が少なくなることにより，議会本来の仕事である機能が減少します。結果，市民の声が届
かなくなります。本市においては人口５０００人に対し議員１名という定数値がよろしいかと
考えます。

24人に減らす 水戸市，つくば市，日立市，ひたちなか市等の２８名および２５名を考えるべき。

24人に減らす 他市町村を考慮した場合，土浦市においては２４人が妥当な数字である。

24人に減らす
名誉職的な感覚で議員バッヂを付けられては，真剣に取り組んでいる議員に迷惑。選挙資
金の問題はあるが，入口を絞って質の向上を計るべき。

議員定数をどうすべきか？
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20人に減らす

議員定数の見直しは，合併等の特別な事情があった場合のみ見直すべきで，常時検討す
る課題ではないと思うが，地方議員の役割が様々な角度から問われている現在では，定数
に関する問題は大きな課題であると思う。定数見直しを行うのであれば，県内の人口規模
に合わせた定数設定が理想的であろうと考えるので，県内の人口規模１５万人を超える市
では議員１人当たりの人口が７千人から８千人であることから，人口規模で考えた場合に定
数２０名。

24人に減らす

議員定数を削減するときの反対の理由に「必ず民意を反映することができなくなる」があり
ます。私も以前はそのように思っていましたが，考えは変わりました。地区長連合会や各種
団体を通して，それぞれの民意を反映することができるように思えます。また，客観的にみ
て人口比で考えると，削減は当然実施すべきだと思う。

24人に減らす 第一に，議会費の削減は必要と思う。人数は先行都市の状況から判断。

26人に減らす 定数削減を行ったばかりでもあり，削減をするとすれば２削減が望ましいと思う。

26人に減らす 経済状況が良くないので。

24人に減らす
人口割でいうと，２０人位が適当か。
議員定数：最小１６人，人口１０～１５万人は２０人，人口１５～２０万人は２４人，人口２０万
人以上は２８人。

現状維持
３６を３２，そして２８名となったばかり。増やすべきとは思わないが，カッコつけた考えの
「減」には反対だ。かすみがうら市との合併もそう遠くないはず。減して増では議会が笑われ
る。

現状維持 既に定数を減らしているから

現状維持
人口割から他市と比較して現状維持でよい。議員定数の減少は意見主張が偏ることがこと
が懸念される

96



現状維持
議員は，議会出席だけが議員活動ではない。多くの分野にわたっている。他の職種との兼
職は難しい。若い人が議員になった場合，家計を支える事も必要であろう。従って現在の
報酬は決して高くないと思う。適当額である。

現状維持

現状維持
若い人が議員を目指そうというのには，現在の報酬でも少ないと思う。報酬を減らすと特定
の金持ち等の議員が増加し，弱い立場の市民の声が届きづらくなる。

現状維持

現状維持

現状維持

現状維持
改定時より１０年以上が経過している。実質的に減額しており，現状のままで良い。
改定する場合は，外部機関で検討すべきと思われる。

減額する
議員報酬を引き上げた後，国民の収入は大幅に下がっている。１０％程度減らすべきであ
る。

増額する 若い人が議員に出ても生活がしていけない。

現状維持 県内（３２市）の状況からみて現状維持とする。

現状維持 消費税導入等考えて。

減額する 時間割にすると報酬が高くなる。

現状維持 デフレ脱却の為には，議員・公務員等，報酬減額はすべきでない。

現状維持
長期間凍結状態が続いているが，現在の経済情勢の下では現状を維持すべきものと思
う。

現状維持
報酬を減額すると，今後政治を目指す新人（若者）等が専従議員にはなれず，政治を諦め
ざるを得ない状況となります。地方自治の課題がますます増大する中，議員を本業とする
者の数は多くなければなりません。増額をすることを考えるにしても，減額はなりません。

その他 増額を望んでいるが，市民感情を考えると難しい？

現状維持 現在の不景気が続いている以上，現状維持を希望する。

増額する

専業か兼業かの議論はあるが，報酬というのはバロメーター。優秀な人材を確保するため
にも，魅力ある報酬は必要。
「市会議員なんか…」と批判されない議会をつくるためにも，議員活動に専念できるだけの
所得は必要である。

現状維持
定数削減により議員活動時間が増えるため，生活の基盤を支えるだけの報酬が必要と考
える。

議員報酬をどうすべきか？
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現状維持

定数を削減することによって，議会費は総額として大幅に減額されます。定数３２を２８に，
そして２８を２４に削減することによって，更に議会費は削減されます。市民からみれば議
員報酬は幾らでも高すぎるという感じだと思いますが，報酬に見合うような議員活動を通し
てご理解をいただければと，虫のいい話ですが思っています。今後も検討課題です。

現状維持 現状の額が妥当。

現状維持 報酬については，現状維持が望ましいと思う。

現状維持 県内の議員報酬一覧表からみて現状維持。

増額する 若い人でも議員報酬で生活できるよう，議員に専念できるため。

現状維持 デフレ社会では現状はやむを得ない。安倍インフレ政権の下で考えよう。

現状維持 政務調査費との関連で検討する必要はあるが。

現状維持 土浦市の財政状況から増額はできない状況ではないか。
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現状維持

地方議会の活性化を図るためには，その審議能力を強化していくことが必要不可欠である。
その為には，調査活動基盤の充実を図ることが必要である。地方分権の流れが確実にな
り，議会の役割も大きくなった。政策立案能力の向上のため政務調査費の充実は必然の成
り行きである。

現状維持

減額する 政務調査費は視察の回数を減らせば減額できる。その分報酬に充てる方が良い。

現状維持

その他
（実費負担）

現状維持

減額する 年間２０万円程度が適切かと思う。

減額する 現状の使途は，ほとんど会派の視察旅行である。市政への寄与が薄いものと考える。

現状維持 活動費としては現状維持して欲しい。

現状維持

政務調査費は，政策の調査研究に資するものであり，そのことは政治の役割を果たし，政策
の質を高めるためのものであることから，必要不可欠なものと考えます。
政務調査費は，述べるまでもありませんが，使途基準に沿って適切に使用し，残金がある場
合は，市に返還されております。こうしたことから現状維持とする。

減額する いつも残っている。

減額する 役所等の調査なので，あまり調査費を高くしない。

増額する 議員活動の積極性を担保する為。

現状維持

現状維持
議員にとって調査活動することは大事なことです。地方分権により勉強する事項は増大して
おります。行政視察は特に直接現地にて体感する事項は大変役に立ちますし，改めて本市
の状況も確認できるものです。

減額する 現在の状況を考えると半分で良い。

現状維持 現状維持を希望する。

現状維持 妥当と思う。

増額する
幅広い議員活動が自由にできるように，そして，市民にその経費の使用目的が明確にわか
る，報告義務のある政務調査費の金額を増額する。

現状維持

多いか少ないかよりも，政務調査費を活用して何をするかが問題です。土浦では事件が起
きて以来，使途に関しては厳しくなりました。大変いいことだと思っていますが，政務調査の
視察先・目的・その結果がどのように土浦市政に反映，又，議員活動に活かされているかと
いえば疑問です。適正に利用すれば貴重な調査費ですので。

政務調査費（政務活動費）をどうすべきか？
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現状維持 現状の額が妥当。

現状維持 現状維持でいいと思う。

現状維持 県内の政務調査費表からみて現状維持が良い。

現状維持 現状でも政務調査をできるため。

現状維持 全員の使用状況を見ても現状で良い。

現状維持 議員報酬との関連であるが，トータルに検討する必要はある。

減額する 土浦市の事業計画案作成のための調査費は維持すべきで，その他は不要であると考える。
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現状維持
費用弁償は，実費弁償と同様の意味であり，その職務を遂行するために要した経費
のことである。議員活動は範囲が広いにも拘らず議員報酬は高いとは思わない。従っ
て適当な費用弁償は必要だと思う。

現状維持

現状維持 最低限の交通費という考えで，現状のままで良い。

現状維持

その他
（実費負担）

現状維持

現状維持 現状で妥当である。

減額する 報酬を受けているので必要ない。

現状維持 費用弁償としては，現状維持でよいと思います。

その他
（当分の間支給なし
とする）

現状を鑑みて，当分の間支給なしとする。

減額する 社会情勢を考えて。

減額する

その他
（当面不要，法改正
による廃止）

報酬に含まれる。

現状維持

その他（廃止） 今の時代，費用弁償は重要な意味を持っていない。市民に対し説明がつかない。

その他 報酬をもらっているのでなくすべき。

現状維持 現状維持が良いと思う。

その他（不要） 議員報酬に含まれているものと解釈する。

その他（廃止） 報酬の二重どりと誤解されるような費用弁償は廃止。

現状維持
議員が本会議・委員会などに出席するのは当然です。減額したばかりですが，廃止を
含めて検討することが必要。その間は現状維持。

減額する
費用弁償は必要ない。議員報酬だけで良い。ただし，議員によって住まい（事務所）か
ら市役所までの距離が違うので，交通費として金額に分け支給することは理解でき
る。

現状維持 減額したばかりであるため，現状維持が望ましいと考えます。

現状維持 費用弁償，削減したばかり。

費用弁償をどうすべきか？
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現状維持

現状維持
何事も変えれば良いという考え方は良くない。費用弁償を議論し，減額したばかりだ。
この議論は終了した。

その他 本会議及びその他の各委員会は不要である。

その他 議員報酬と重なるので費用弁償は廃止すべきと考える。

【その他】

  滞納税（過去５年）に遡り報告
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３ 議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償についての主な意見 

 

第７回特別委員会から第１８回特別委員会に亘り議員定数等について協議を重ねて

きましたが，何を基準とするかという点で明確な根拠がなく議論は困難を極めました。 

そうした中，さまざまな意見が出されましたが，その中での主な意見を以下に記し

ます。 

 

■ 議員定数について 

○ 報酬を下げても良いから議員を増やす。そうすれば住民の声が益々あがってくる。 

○ 多くの意見を吸収するためには多くの議員がいた方が良い。 

○ 区長会での「定数削減」の意見は区長個人の意見であって，地区全体の意見ではな

い。 

○ 議員定数に対する批判の根底には「議員は何をやっているんだ」という市民感情が

ある。だから議会基本条例を策定しようとしている。議会基本条例をフル回転する

ことによって，その市民感情を払拭すれば良い。 

○ 新治地区は面積が広いのに，「何で議員が３人なんだ」とよく聞く。だから定数の

根拠として人口だけでなく面積も重要となる。 

○ 議会も「協働」という概念を取り入れる必要がある。 

○ 市長１人に対し議員○○人が必要となる二元代表制の仕組みについて，それは何故

なのか市民に知って貰う良いチャンスだと思う。市長がワンマンにならないように

議会があって，監視しながら意見を戦わせる二元代表制の仕組みは，ある程度の人

数がいるからこそ可能となる。また，それなりの議員報酬がなければ十分な議員活

動はできない。 

○ 議員定数に対する批判の根底には，「議員は報酬を多くもらっているんだから」と

いう市民感情がある。だから議員定数と議員報酬はセットで考えるべき。 

○ 議会基本条例の制定と議員定数の議論はセットだと思う。「仕事もしてないのに，

何故報酬を払うんだ」という市民感情がベースにある。それが定数を減らせという

ポピュリズムになっている。だから最高規範となる基本条例を制定して，それに従

って取り組んでいくべき。 

○ 議員定数については何が正解か分からないということが結論になってきているか

ら，何故こうなったかを入れるのも一つの方法。人口・面積・財政力を入れると分

かりやすくなる。 

○ 定数とは何ぞやといったときに，その指標となるのが人口・財政力・面積だと思う。 

○ 最近合併の話題が出始めており，それを睨んだ定数というのも判断材料になると思

う。そういう話からすると定数は現状維持かなという感じがする。 

○ 常任委員会の数について，いくつが妥当かを議論し，その委員会に何人が妥当かで

おのずと定数が出てくるという考え方もある。議会活動の中核を担う常任委員会の

必要性から論じていくことは重要。 

○ 国会議員や県会議員は議員定数削減をしていないし，報酬も多く貰っている。困っ

ているのは地方の議員で，いじめられている。土浦は合併して２０人近い議員を削

減しているが，彼らは一人も減らしていない。 
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○ 議員の職務として，一部事務組合の議員となる他，執行機関が設置する審議会や約

３０の各種委員会の委員となる職務があり，正副議長がこなす公務を含めると相当

の職務があることから現状維持が妥当。 

○ 常任委員会で意見を出し易い構成人数は８名が良いという考え方があり，最低でも

６名。現状の常任委員会で考えると４委員会で２４名。議会基本条例が出来れば副

議長の役目は凄く大きくなり，ましてや議長は公務が多いから正副議長は委員会に

は所属しないとし，合計２６名。 

○ 近隣他市の状況を見ると，水戸・つくばが２８名だから２６名が妥当。 

○ 自分達の定数を自分で決めることは問題で，客観的な基準が重要。第三者が仮に検

討しても同じ結果になることが重要。 

○ 特別委員会の本来の目的は定数・報酬等の調査を前議長から依頼されたことだが，

特別委員会で基本条例をつくることによって自ら襟を正して正々堂々と議員活動を

やっていき，もっと市民に見せていこうという意味でここまで条例策定を進めてき

た。基本条例制定については議会改革の有効な手段だと強調した上で，定数等の問

題はこういう結論に至ったという報告をしたいと思う。 

 

■ 議員報酬について 

○ 議員報酬については，議員自ら決められないと思う。 

○ 特別職報酬等審議会という市長の諮問機関があり，そこに依頼することも可能だが，

議員自ら議員報酬を決めることももちろん出来る。 

○ 出来るが，第三者機関に委ねる方がより客観的。 

○ 市長の諮問機関で土浦市の財政力等を含めて総合的に検討すべき。 

○ その当時の財政力等を鑑みて決めるべきであるが，議員自らが査定をすることは非

常に難しいので，第三者委員会なるところに委ねるべきだろう。ついては報酬等審

議会があるので，そこに意見を求めるべき。 

○ 調査した結果，議員として公平な活動をする上で今の報酬には妥当性がある。 

 

■ 政務活動費について 

○ 政務活動費が一番ガラス張りになっており，透明性が確保されている制度だと思う。

勿論報告書も出しているし，総務委員会でチェックもされている。その中で議員活

動・情報収集していく上で大変必要性のある費用だと思っているので，出来れば充

実していきたい。そのために枠や額を増やすことも検討課題の一つではないか。し

かし，現状を踏まえた上で現状維持の中で努力をしていくべき。 

○ 決算特別委員会の資料で見たが，会派によっては余っている会派もあり，政務活動

を目一杯やっているところ，コンパクトにまとめているところもあり，各会派の考

え方なので現状維持で良いと思う。更に活動を広げたいという会派は増額した方が

良いのだろうが，経済状態が芳しくない中で増額するとなると市民の風当たりが集

中してくると思うので現状維持が良いと思う。 

○ 政務活動費は透明性を確保し，議員の活動として必要な予算の執行だから現状維持

でやっていくべき。 
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■ 費用弁償について 

○ 一般市民は，報酬を得ている議員が本会議等の公務に来る際に費用弁償を受け取っ

ていることは不自然な感覚を持っている。その疑問はもっともで，本会議等には出

さないなど区別をした方が良い。 

○ 費用弁償は廃止すると法的に問題があると聞いている。 

○ 実際の運用上０円にしている市がたくさんある。 

○ 本会議と委員会は支給ない方が良い。 

○ この間引き下げたばかりだから現状維持で良い。 

○ 市民目線では報酬を貰っている他に費用弁償を貰っており重複している。それが出

発点。私は以前から廃止と言っている。 

○ 二重報酬と言われ誤解を招くような費用弁償は廃止した上で，市職員にあるような

交通費の支給規定を作れれば良い。 

○ 前回改正した時に議運で議論し尽くして，その中で１，５００円の規定ができた。

だからその議論を重んじて現状維持。 

 

４ 議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償についての当特別委員会の結論 

 

これらの議論を経て，議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償についての当特

別委員会としての結論付けを行いました。平成２５年１２月定例会の最終日（１２月

１７日）に議場において当特別委員会の中間報告として以下のとおり報告いたしまし

た。 

≪中間報告抜粋≫ 

議員定数，議員報酬，政務活動費，費用弁償の審査に当たっては，茨城県内３２市

はもとより県内外４３の類似団体における人口，面積，就業者数，高齢者数，財政力，

職員数，議会費，議員定数，議員報酬の額，政務活動費の額，費用弁償の額及び常任

委員会の状況，更には全国市議会の状況について調査・研究するとともに，当事者で

ある全議員を対象としたアンケートを実施するなど多角的に協議をいたしました。 

その結果，当特別委員会としては以下の結論に至りましたのでご報告申し上げます。 

まず，議員定数につきましては，次のような議論がなされました。 

議案審議の中核を担っている常任委員会の適正な数と，委員会運営における適正な

人数を考慮した上で定数を削減すべきである。 

多様な市民の意見を議会に反映させるためには多くの議員が必要である。 

地方自治体の根幹を成す二元代表制の仕組みを維持するためには議員数を減らすべ

きではない。 

また，議員定数の削減が声高に叫ばれている根底には「議員は何をやっているんだ」

という市民感情が潜在していることから，議会基本条例を制定し議員自らに義務を課

し，現状を維持することの理解を得るべき。 

これらの代表的な意見を基に当特別委員会としての結論をとりまとめました。議員

定数については，他の自治体の人口，面積，財政力等を比較した上で現状維持の２８

人とする。そして，議会基本条例を制定し，議員自らが襟を正し，議会本来の役割を

果たしながら，議会の広報広聴活動を充実させ，議会報告会等で議会活動の状況を市
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民に丁寧に伝えていくべきとの結論に至りました。 

次に，議員報酬につきましては，議員として十分な活動をする上で現在の議員報酬

に妥当性があるとの判断に加え，他の市議会の状況と比較した結果，現状維持とする

結論に至りました。 

政務活動費につきましては，詳細な収支報告書を提出し，その審査も慎重になされ

ていることから透明性の確保が図られている費用であります。また，情報収集・調査

をはじめとした議員活動をする上で必要性の高い費用であることから，更に充実すべ

きとの意見もありましたが，現在の財政状況及び市民感情を勘案し，現状維持とする

結論に至りました。 

なお，今後，議員報酬及び政務活動費の見直しをする際には，土浦市の財政力等を

鑑みて決めるべきであるが，議員自らが金額を査定することは困難なため，特別職報

酬等審議会に意見を求めるべきとの付帯事項も併せて報告させていただきます。 

続きまして，費用弁償につきましては，廃止すべきとの意見がありましたが，平成

２３年４月に現在の額に引き下げた際になされた議論と経緯を踏まえ，現状維持とす

る結論に至った次第でございます。 
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１ 付託された陳情の審査 

 

平成２４年第４回定例会において当特別委員会に付託された陳情１件について，平

成２４年１２月１４日に特別委員会を開催し審査を行いました。 

審査する中で継続の意見も出されましたが採決することとなり，その結果全会一致

で不採択となりました。 

１０８ページにその陳情書を，以下に本会議での陳情の審査経過と結果の委員長報

告を記します。 

 

≪議会改革推進に関する調査特別委員会 委員長報告書≫ 

（平成２４年１２月１８日） 

ご報告申し上げます。本定例会において，当議会改革推進に関する調査特別委員会

に付託されました陳情１件につきましては，１２月１４日に委員会を開催し，慎重に

審査いたしました。 

以下，その審査の結果について申し上げます。 

受理番号１８「議会改革基本条例」制定に至る迄に実施して戴きたい事項について

の陳情 

本陳情は，当特別委員会において制定に向け議論している議会基本条例の策定過程

において，広く市民の意見を聴いて欲しいという趣旨であり，それは我々が目指す議

会基本条例の基本理念と合致し，その趣旨は十分理解できるものであります。 

当特別委員会では，当初から多様な手段により市民意見の募集を随時行っており，

陳情の趣旨である「市民との協働」の実現に努めているところであります。また，議

会内での議会基本条例に対する合意形成を図った上で，パブリックコメント等を実施

することにより「市民との協働」に更に取り組んで参ります。 

こうした中，陳情の要望事項である「公聴会の開催」については，今まさに「議会

報告会」のルール作り等の具体的な議論に取り組んでいる最中であること，また条例

制定には議会内の合意形成が必要不可欠であり，手順を逸脱し「公聴会」を開催する

ことは現実的でないとの意見から，採決の結果，全会一致で不採択といたしました。 

以上で報告を終わります。 

 

この後の本会議において採決の結果，議会改革推進に関する調査特別委員長報告の

とおり全会一致で不採択となりました。 

第７章 その他 



土浦市議会議長 矢口迪夫 殿

「議会改革基本条例』制定に至る迄に実施して戴きたい

事項についての陳情

提案理由

これまでは、条例等が出来上がつた後で市民の意見を聞く事例や、市民の意見収集が不:十分

だつたり、意見が反映されない事例が多いことから、「議会改革基本条例J作成においては、
これまで行われなかつた 【市民との協働】を基本理念として進めて戴きたい。

要望事項

途中経過の報告と市民の意見を聴く公聴会の開催

① 委員会開催後早い時期に、地域別 (公民館単位)で行つて戴きたい。

② 委員会での協議内容と決議事項を市民に説明する報告を行つた後、出席した市民の意見

を聴き、議員と市民が自由Iこ討議出来る場を作つて戴きたい。更に、市民の要望につい

ては委員会に持ち帰つて協議し、その結果を公表して戴きたい。

③ 公聴会Iま曜日と時間設定を十分考慮して、多くの市民が参加できるよう配慮をお願いし

たい。

④ 公聴会の知らせは,町内会の回覧板が有効と思います。

H24年 11月 21日

gikai
タイプライターテキスト
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２ 議会のＩＣＴ化の提言 

 

近年のタブレット端末の普及に伴い，地方議会においてもタブレット端末を導入し

ペーパレス化に取り組んでいる議会が現れ話題になっております。 

先進地視察を行った流山市議会においては，議場での採決にスマートフォンの賛

成・反対ボタンの操作により，議員個々の採決状況が議場のモニターに反映され，市

民に分かり易い議会運営に努めておりました。また，議員及び事務局職員にタブレッ

ト端末を１人１台配布することでペーパレス化の取組も推進しております。 

同じく視察を行った横須賀市議会においては，全議員にパソコンを配布し，議会内

のサーバーと接続しネットワークを構築しております。これにより過年度分も含めた

膨大なデータにアクセスすることが可能となり利便性が向上しております。このネッ

トワークには自宅や事務所から無線でいつでもどこでも接続が可能となるもので優れ

た取組でありました。 

常任委員会や定例会の資料についても，一部を除いてグループウェアを活用し配布

することで紙の省資源化に取り組んでいる他，会議等の開催通知や行事等のお知らせ

についても全てグループウェアで配布することにより，事務局職員及び執行部職員の

事務の省力化を図っております。 

また，横須賀市議会には高齢の議員がおりパソコン操作についての懸念もありまし

たが，議会事務局職員等のサポートにより驚くほど上達しているとのことでした。 

本市の執行部においては，タブレット端末こそ導入しておりませんが，大半の職員

にパソコンを配布し，ネットワークの構築により膨大なデータを活用した執行をする

とともに，省資源化に取り組んでいるところであります。 

そのようなことから，二元代表制の一翼を担う土浦市議会においてもＩＣＴ化によ

り，市長等の政策評価，日常の議会活動及び政策立案等に活かすとともに，議案書等

として大量に配布されている紙の省資源化に寄与すべきであります。 

土浦市議会議員の中にはＩＣＴ機器を既に活用している議員がいる反面，パソコン

に馴染みのない議員がいることも事実でありますが，横須賀市議会の例もあることか

ら本市議会においてもタブレット端末等の導入によるＩＣＴ化を推進するよう提言し

ます。 

 

 

 

※ ＩＣＴ：情報通信技術 (Information and Communications Technology)の略 
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３ 議会運営委員会，全員協議会及び本会議においての審査経過報告 

 

当特別委員会では，さまざまな調査項目について慎重に審査を重ねてきました。そ

の過程の節目々々に議会運営委員会，全員協議会及び本会議において経過報告等を行

い，議会内の合意形成に努めました。 

行った経過報告等の時期とその内容については以下のとおりです。 

 

（１）当特別委員会の設置目的である議員定数等の検討の他，新たに審査項目として追

加する政治倫理条例の改正や議会基本条例の制定に向けた検討などについて，短期

的に審査する項目，中期的に審査する項目，長期的に審査する項目に分けて説明し

合意を得ました。なお当特別委員会については，審査結果を積極的に議会に提案し

ていく「提言機関」の位置付けとすることを確認しました。 

   また，議会改革を推進する上で市民の意向を聴くことが重要であることから，市

民意向調査を実施することを報告しました。 

◇ 議会運営委員会（平成２３年８月２６日） 

◇ 全員協議会  （平成２３年９月６日） 

 

（２）土浦市議会議員の政治倫理に関する条例の一部改正についてを説明した上で，平

成２３年第４回定例会最終日に議員提出議案として改正案を上程し，全会一致で可

決されました。 

◇ 議会運営委員会（平成２３年１１月２５日） 

◇ 全員協議会  （平成２３年１１月２５日） 

◇ 平成２３年第４回定例会最終日（平成２３年１２月２０日） 

 

（３）土浦市議会基本条例骨子（案）について資料を配布し，その審査状況の説明を行

いました。 

◇ 議会運営委員会（平成２４年３月６日） 

◇ 全員協議会  （平成２４年３月２１日） 

 

（４）土浦市議会基本条例骨子（案）がまとまったことから，その内容と特徴について

説明した上で，骨子（案）に対する各会派等から意見を求める旨説明を行いました。 

◇ 議会運営委員会（平成２４年５月２５日） 

◇ 全員協議会  （平成２４年６月５日） 

 

（５）各会派等から提出された意見を基に訂正を加えた骨子について説明を行いました。

なお，議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償の調査資料を参考として全議員

に配布しました。 

◇ 議会運営委員会（平成２４年８月２４日） 

◇ 全員協議会  （平成２４年９月４日） 

 

（６）土浦市議会基本条例骨子が決定したことから，これまでの特別委員会の審査経過
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と併せて骨子についてを本会議場にて中間報告の形で報告しました。 

   中間報告の内容は１１３ページに掲載しております。 

◇ 平成２４年第３回定例会最終日（平成２４年９月１９日） 

 

（７）土浦市議会基本条例の前文・第１章～第３章までの条文案を説明するとともに，

議員定数等に対する議員アンケートの実施について説明を行いました。 

◇ 議会運営委員会（平成２４年１１月２２日） 

◇ 全員協議会  （平成２４年１２月４日） 

 

（８）土浦市議会基本条例の第４章～第６章までの条文案を説明するとともに，議員定

数等に対する議員アンケートの集計結果を配布しました。 

◇ 議会運営委員会（平成２５年２月２２日） 

◇ 全員協議会  （平成２５年３月５日） 

 

（９）土浦市議会基本条例（素案），土浦市議会報告会実施要項（案）及び土浦市広報広

聴委員会規程（案）がまとまったことから説明をするとともに，これらについての

各会派等から意見を募集する旨説明を行いました。 

   意見を求めるに当たって，特別委員が所属していない会派があり，基本条例等に

対する認識に格差が生じてしまうことから，特別委員の選出母体である常任委員会

において簡単な経過説明をすることを提案し了承され，平成２５年第２回定例会中

の常任委員会において各委員が説明を行いました。 

◇ 議会運営委員会（平成２５年５月２４日） 

◇ 全員協議会  （平成２５年６月４日） 

 

（10）前述の求めた意見が提出されましたので，その意見に対する当特別委員会の対応

について説明しました。 

また，土浦市議会基本条例（素案），土浦市議会報告会実施要項（案）及び土浦市

広報広聴委員会規程（案）についての説明会を，全議員に対して議会報告会のスタ

イルで議場にて行うことを了承されました。 

◇ 議会運営委員会（平成２５年８月２３日） 

◇ 全員協議会  （平成２５年９月３日） 

 

（11）議員定数・議員報酬・政務活動費・費用弁償について，当特別委員会として結論

に至りましたので報告を行いました。 

   また，議場で行った議会基本条例素案等の説明会において改めて出された意見に

対する当特別委員会としての対応についての説明を行うとともに，条例制定のスケ

ジュールの変更についても報告しました。 

   なお，議会基本条例素案に盛り込んでいる議会報告会や一問一答方式に加え，先

進自治体で取組が進んでいるタブレット端末導入によるペーパーレス化について

も調査研究していく旨了承を得ました。 

◇ 議会運営委員会（平成２５年１１月２２日） 
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◇ 全員協議会  （平成２５年１２月３日） 

 

（12）議員定数，議員報酬，政務活動費，費用弁償の検討に係る当特別委員会としての

結論について本会議場にて中間報告の形で報告を行いました。 

   中間報告の内容は１１５ページに掲載しております。 

◇ 平成２５年第４回定例会最終日（平成２５年１２月１７日） 

 

（13）土浦市議会基本条例（素案）の字句の整理についての説明をするとともに，議長

から土浦市議会としてパブリック・コメント手続きを実施することについて諮られ

了承が得られました。 

◇ 全員協議会  （平成２６年１月７日） 

 

（14）パブリック・コメントの結果報告と，それに対する土浦市議会としての対応（案）

について説明を行いました。 

◇ 議会運営委員会（平成２６年５月２３日） 

◇ 全員協議会  （平成２６年６月３日） 

 

（15）議会報告会における「議員個々の意見」の取り扱いについてと，意見交換会の是

非について議員から質問があったことから，改めて説明を行いました。 

◇ 全員協議会  （平成２６年６月１７日） 
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議会改革推進に関する調査特別委員会 中間報告 

（平成２４年９月１９日） 

全国の地方議会においては，住民自治に根ざした地方行政を実現するとともに、その

適正な運営を確保するため、議会の団体意思決定機能及び監視機能の強化が求められて

おります。こうした中，開かれた議会を目指し議会基本条例を制定する動きが活発にな

るなど，地方議会を取り巻く環境に大きな変化が生じており，議会の抜本的改革は時代

の潮流となっております。 

また，平成２３年には地方自治法の一部が改正され、議員定数の上限数の制限の廃止

や議決事件の範囲の拡大など、議会制度の充実に関する事項が盛り込まれたところであ

ります。 

このような中，土浦市議会では，平成２３年６月に，議会の権能を高め，議会の役割

が十分に発揮できるよう、議会制度のあり方について自ら改革を推進するため、８名の

委員による議会改革推進に関する調査特別委員会を設置いたしました。 

当特別委員会ではこれまで，７回に亘り委員会を開催するとともに，全議員を対象と

した講演会の開催，先進地の調査を実施し，慎重に審査を重ねて参りました。 

その結果，調査項目の大きな柱である議会基本条例の骨子がまとまりましたので，こ

れまでの開催状況及び経過についてご報告申し上げます。 

平成２３年６月２１日，第１回委員会を開催し正副委員長の選出，及び今後の調査日

程について確認をいたしました。 

同年７月２９日に第２回委員会を開催し，本市の過去の議会改革に関する取り組み状

況と，県内主要市議会の議会改革に関する状況について調査するとともに，当委員会で

の調査事項及び今後のスケジュール，市民意向の把握などの今後の進め方について審査

を行いました。 

調査事項につきましては，議員定数，議員報酬，費用弁償，政務調査費，政治倫理条

例の他，議会基本条例の制定に向けて審査していくことを確認いたしました。 

同年１１月１９日には，議会全体で議会基本条例制定に向けた共通の認識のもと改革

を進める必要があることから，前我孫子市長である福嶋浩彦氏を講師に招へいし，「議会

基本条例の制定に向けて」～議会基本条例に求められるもの～をテーマに講演会を開催

し議会全体で研修を行いました。 

同年１１月２１日，第３回委員会を開催し，全国の市議会の議会基本条例について調

査研究するとともに，政治倫理条例改正案について審査を行いました。 

政治倫理条例改正案につきましては，同年第４回定例会において議員提出議案として

上程し議決され，公人として市民に疑惑の念を生ぜしめないため，市工事等に関する遵

守事項をより一層強化したところであります。 

平成２４年１月２６日と２７日の２日間，先進市議会である三重県伊賀市及び亀山市

を視察しました。両市の議会基本条例制定までの経緯や条例の特徴等について調査いた

しました。 

同年２月２９日に第４回委員会，４月１８日に第５回委員会，５月１７日に第６回委

員会を開催し，市民意向調査結果及び議会基本条例骨子（案）について審査を行いまし
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た。慎重なる審査を重ねた結果，当特別委員会としての議会基本条例骨子（案）を提案

し，各会派等からの意見を求めた上で，同年８月６日に第７回委員会を開催し，その意

見を基に改めて土浦市議会基本条例骨子をとりまとめました。 

この骨子は，「開かれた議会」「議会の活性化」「議会の機能強化」を改革の視点とし，

９章２６項目の構成となるもので，１章が「総則」，２章が「議会の活動原則」，３章「議

員の活動原則」，４章「市民と議会の関係」，５章「議会と市長等の関係」，６章「議会機

能の充実強化」，７章「議会事務局等」，８章「議員の身分及び待遇」，９章に「見直し手

続」をそれぞれ定めるものです。また，議会基本条例の「３つの必須要件」とされてい

る「議会報告会」「請願・陳情者の意見陳述」「議員間の自由討議」を盛り込んだものと

なっており，特徴的な項目としては，東日本大震災やつくば市のたつ巻災害を踏まえて

「危機管理」の項目を設け，議会としても災害時に的確に対応していくことを明文化す

るものです。この議会基本条例は，土浦市議会の最高規範となるもので，既存の土浦市

議会に関する条例等の上位の位置付けとなります。 

今後は，各項目の具体的な条文について慎重に審査を重ね，議会基本条例の制定に向

け議会内の合意形成を図りながら進めて参ります。 

また，第７回委員会においては，議員定数，議員報酬，費用弁償，政務調査費につい

ての調査を，全国市議会や類似団体，茨城県内の市議会の状況を参考に行っております。

これらについては議会基本条例と並行して多角的に審査し，特別委員会としての結論付

けを行った上で今後議会に提案していく所存であります。 

当委員会では，議会の担うべき役割や責任を果たすとともに，市民の負託に応えるた

め自ら襟をただし，より一層の議会改革に取り組んでいくことを決意し，当委員会の中

間報告とさせていただきます。 
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議会改革推進に関する調査特別委員会 中間報告 

（平成２５年１２月１７日） 

当議会改革推進に関する調査特別委員会では，設置以来これまでに１８回に亘り委員

会を開催し，議員定数，議員報酬，政務活動費，費用弁償及び議会基本条例等について

協議を重ねて参りました。 

議員定数，議員報酬，政務活動費，費用弁償の審査に当たっては，茨城県内３２市は

もとより県内外４３の類似団体における人口，面積，就業者数，高齢者数，財政力，職

員数，議会費，議員定数，議員報酬の額，政務活動費の額，費用弁償の額及び常任委員

会の状況，更には全国市議会の状況について調査・研究するとともに，当事者である全

議員を対象としたアンケートを実施するなど多角的に協議をいたしました。 

その結果，当特別委員会としては以下の結論に至りましたのでご報告申し上げます。 

まず，議員定数につきましては，次のような議論がなされました。 

議案審議の中核を担っている常任委員会の適正な数と，委員会運営における適正な人

数を考慮した上で定数を削減すべきである。 

多様な市民の意見を議会に反映させるためには多くの議員が必要である。 

地方自治体の根幹を成す二元代表制の仕組みを維持するためには議員数を減らすべき

ではない。 

また，議員定数の削減が声高に叫ばれている根底には「議員は何をやっているんだ」

という市民感情が潜在していることから，議会基本条例を制定し議員自らに義務を課し，

現状を維持することの理解を得るべき。 

これらの代表的な意見を基に当特別委員会としての結論をとりまとめました。議員定

数については，他の自治体の人口，面積，財政力等を比較した上で現状維持の２８人と

する。そして，議会基本条例を制定し，議員自らが襟を正し，議会本来の役割を果たし

ながら，議会の広報広聴活動を充実させ，議会報告会等で議会活動の状況を市民に丁寧

に伝えていくべきとの結論に至りました。 

次に，議員報酬につきましては，議員として十分な活動をする上で現在の議員報酬に

妥当性があるとの判断に加え，他の市議会の状況と比較した結果，現状維持とする結論

に至りました。 

政務活動費につきましては，詳細な収支報告書を提出し，その審査も慎重になされて

いることから透明性の確保が図られている費用であります。また，情報収集・調査をは

じめとした議員活動をする上で必要性の高い費用であることから，更に充実すべきとの

意見もありましたが，現在の財政状況及び市民感情を勘案し，現状維持とする結論に至

りました。 

なお，今後，議員報酬及び政務活動費の見直しをする際には，土浦市の財政力等を鑑

みて決めるべきであるが，議員自らが金額を査定することは困難なため，特別職報酬等

審議会に意見を求めるべきとの付帯事項も併せて報告させていただきます。 

続きまして，費用弁償につきましては，廃止すべきとの意見がありましたが，平成２

３年４月に現在の額に引き下げた際になされた議論と経緯を踏まえ，現状維持とする結

論に至った次第でございます。 
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なお，議会基本条例等につきましては，引き続き慎重に協議して参る所存であります

のでよろしくお願い申し上げます。 

以上で報告を終わります。 
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議会改革推進に関する調査特別委員会 最終報告 

（平成２６年１２月２日） 

当議会改革推進に関する調査特別委員会では，平成２３年６月の設置以来これまでの

３年半の間に２１回に亘り委員会を開催するとともに，全議員を対象とした講演会の開

催，先進自治体の調査を実施し，慎重に審査を重ねて参りました。 

そして，全ての調査項目の審査が終了しましたことから報告書を作成し，先日議長に

その報告書を提出した上で皆様に配布させていただきました。報告書には，これまでの

当特別委員会の活動の経過とその成果を記しており，その成果に至るまでの議論の過程

についても記録しております。 

その主な内容についてご報告申し上げます。 

当特別委員会の調査項目は，当初付託された議員定数，議員報酬，政務活動費，費用

弁償の検討に加え，後に追加された政治倫理条例の一部改正や議会基本条例の策定等の

８項目でありました。これらの審査に際し，市民の意向を把握する必要があることから

市民意向調査を実施するとともに，講演会開催による研修のほか，３度の先進自治体の

調査を行い，審査する上での土台づくりに努めました。 

政治倫理条例の一部改正につきましては，条例の趣旨を徹底するため，市工事等に関

する遵守事項を改め，契約の前段となる入札行為等を禁ずる内容でありました。改正案

を平成２４年第４回定例会において議員提出議案として上程し原案通り可決され，政治

倫理条例のより一層の強化を図ったところであります。 

土浦市議会の改革を推進する上で，議会基本条例が大きな柱になることから，制定に

向けての協議には多くの時間を割いて参りました。議会基本条例素案の策定過程におき

ましては，骨子に対する議会内での意見集約を図るとともに，市民意向を勘案し策定し

た議会基本条例素案について，更に議会内での合意形成に努め，全会一致での制定を目

指し努力して参りました。その結果，議会基本条例の「３つの必須要件」とされている

「議会報告会」・「請願・陳情者の意見陳述」・「議員間の自由討議」を盛り込み，東日本

大震災や竜巻災害を踏まえた「危機管理」の項目を設け，９章２５条の構成といたしま

した。この議会基本条例は，土浦市議会の最も基本となる位置付けとなり，今後たゆま

ぬ改革を進める上での礎となるものであります。 

この議会基本条例（素案）については，広く市民から意見を求めるパブリック・コメ

ント手続きを実施した結果，３名の方から述べ８件のご意見をいただき，修正すべきと

ころは修正を加えた次第であります。 

議会基本条例が制定された暁には，条例に盛り込んだ議会報告会等々の着実な運用が

求められることから，議会報告会のほか，請願・陳情者の意見陳述や一問一答方式等の

運用案についても先進地視察等で学んだことを基にとりまとめましたので提言させてい

ただきました。 

さて，議員定数，議員報酬，政務活動費，費用弁償の審査に当たっては，多角的な調

査を行い，様々な切り口で討議を行いました。中でも議員定数については，地方自治法

の改正により人口段階別の法定上限数が撤廃され，定数を定める拠りどころがなくなっ

たことから当特別委員会としての結論を導き出すことは困難を極めましたが，平成２５
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年第４回定例会にて中間報告を行ったとおり，それぞれ現状維持とする結論に至ってお

ります。 

しかし，議員定数や議員報酬のほか，議員活動の基礎となる政務活動費等に対する世

論の目は厳しさを増している中で，単純に現状維持という結論に至った訳ではございま

せん。議会基本条例を制定することで，議員自らが襟を正し，自らに義務を課し，議会

本来の役割を果たしながら，議会報告会等で議会活動の状況を市民に丁寧に伝えていく

ことで市民福祉の向上を図り，市民の理解を得ようというものであります。従いまして，

議員定数等の据え置きと議会基本条例の制定は切り離すことのできないものであると考

えておりますので，議員の皆様方におかれましても，このことについて熟慮いただけれ

ば幸いでございます。 

この報告をもちまして議会改革の推進に関する調査特別委員会としての活動は完結い

たしますが，二元代表制の一翼を担う土浦市議会が，常に市民に寄り添い，社会情勢の

変化等を勘案して，たゆまぬ議会改革を推し進めていくことを祈願して報告を終わりま

す。 
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４ 議会基本条例制定とその後のスケジュール 

 

議会基本条例制定の議案提出からその運用までのイメージを議員間で共有するため

スケジュールのフローチャートを記します。 

 

 

 

議会議会議会議会運営委員会運営委員会運営委員会運営委員会    

● 会議規則の一部改正の協議及び 

議案の提出 

● 議会報告会実施要項（案） 

広報広聴委員会規程（案） 

文書質問取扱要項（案）の整備 

● 請願・陳情の意見陳述の運用 

● その他，基本条例運用関係 

議会議会議会議会運営委員会運営委員会運営委員会運営委員会協議事項協議事項協議事項協議事項    

● 議会基本条例遵守事項 

● 一般質問（一問一答方式） 

の運用 

● その他，基本条例運用関係 

● 議会報告会出席議員選出 

広報広聴委員会協議事項広報広聴委員会協議事項広報広聴委員会協議事項広報広聴委員会協議事項    

● 議会報告会実施に係る協議 

≪１２月定例会初日≫ 

● 最終報告 

● 土浦市議会基本条例 

     制定議案提出 

３月定例会にて 

審議可決 

平成２７年４月 

土浦市市議会議員 

改選 

新議員による新議員による新議員による新議員による初議会初議会初議会初議会    

● 正副議長選出 

● 常任委員会委員，議会運営委

員会委員及び委員長選出 

全員協議会全員協議会全員協議会全員協議会    

● 土浦市議会基本条例 

● 土浦市議会に関する例規の確

認 

議会運営委員会にて 

今後のスケジュール確認 

土浦市議会基本条例 

制定議案採決 
否決 

廃案 

特別委員会 

消滅 

特別委員長 

より上程 

可決 

土浦市議会基本条例制定 

付託委員会で審査 

平成２７年５月１日

議会基本条例施行 

(一部11月1日施行)
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